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【投稿規定】
原稿の投稿を歓迎します。原稿は編集部で考査の上、掲載させていただきます。必要に応じて機
関誌委員会で検討させていただきます。内容については編集部より問い合わせ、相談をさせていた
だく場合があります。

１．投稿者
投稿者は、原則として当研究所の会員（正・賛助）とする。ただし、非会員も可（入会を条件と
する）。
２．投稿内容
未発表のもの。研究所の掲げる研究テーマや課題に関連するもの。①非営利・協同セクターに関
わる経済的、社会的、政治的問題および組織・経営問題など。②医療・社会福祉などの制度・組織
・経営問題など。③社会保障政策、労働政策・社会政策に関わる問題など。④上記のテーマに関わ
る外国事例の比較研究など。⑤その他、必要と認めるテーマ。
３．原稿字数
① 機関誌掲載論文 １２，０００字程度まで。
② 研究所ニュース ３，０００字程度まで。
③ 「研究所（レポート）ワーキングペーパー」 ３０，０００字程度まで。
（これは、機関誌掲載には長すぎる論文やディスカッション・ペーパーなどを募集するものです）。
４．採否
編集部で決定。そうでない場合は機関誌委員会で決定。編集部から採否の理由を口頭または文書
でご連絡します。できるだけ採用するという立場で判断させていただきますが、当機関誌の掲げる
テーマに添わない場合は、内容のできふできに関係なく残念ながらお断りする場合があります。
５．締め切り
随時（掲載可能な直近の機関誌に掲載の予定）
６．執筆注意事項
① 電子文書で送付のこと（手書きは原則として受け付けできません。有料となってしまいます）
② 投稿原稿は返却いたしません。
③ 執筆要領は、一般的な論文執筆要項に準ずる（「ですます調」または「である調」のいずれ
かにすること）。注記も一般的要項に準ずる。詳しくは編集部にお問い合わせください。
④ 図表は基本的に即印刷可能なものにすること（そうでない場合、版下代が生ずる場合があり
ます）。

７．原稿料
申し訳ありませんが、ありません。
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ご趣味は？と問われると何とも心許ない。人と
楽しくお酒を酌み交わすこと？ 年数回の山登
り？ ウオーキング？ 乱読？ あえて問われれ
ば、どれともいえるし、そうとも言い切れない。
要するに「雨が降ろうが槍が降ろうが」という絶
対というものがないのだろう。
そんな中、最近２つの映画を観た。１つは、山

田洋次監督の「おとうと」である。この映画は、
稲光さんのノベルズ版（稲光さんは、『タケ子』
の作者であることは余り知られていないが優れた
ライターである）を先に読んでいた。どんな家族
も、大なり小なり問題を抱えている。姉弟だって
同じだ。親戚中でやっかいものの鶴瓶演じる弟と
しっかりのもの姉（小百合さん）の話であるが、
姉の若くして亡くなった連れあいが、一人娘の名
付けの親を弟にお願いしようとする。曰く「上の
２人がしっかりものなのも僕にはどうしても、彼
がいたから君たちが今あるのではないかと思えて
ならないんだよ。だからどんな名前であろうが、
彼に名前を付けて貰いたいんだよ」。波瀾万丈の
人生を生きた弟は、最後、おねえちゃん、姪の小
春、ドヤの仲間、親切なスタッフに囲まれて長い
とは決して言えないいのちを終える。どんな人間
でも、自分の存在を認められる時、人は生きる価
値を見いだし喜びを感ずる、この世の中でいらな
い人間なんて誰一人いないのだ、と感じさせてく
れる映画だった。
もう１本は、マイケル・ムーア監督の最新作「キ

ャピタリズム～マネーは踊る～」である。得意の
「アポなし突撃取材」でアメリカの利益第一主義
に走る資本主義、搾取社会の矛盾を徹底的に暴く。

サブプライムローンの破綻で住宅を追い出された
人々、GMを解雇され路頭に迷う人、その一方で、
公的資金も貰って巨額の報酬を得る人……。これ
でもかという程、アメリカ社会の矛盾が明らかに
される。前作の「シッコ」や「華氏９１１」に続く
鋭さだ。オバマ政権の選挙資金の７割がこうした
利権集団から出ていることにも触れ、その限界を
示唆する。最後はウォール街に突撃し、「市民逮
捕権を行使する」「金を返せ」と迫る。こうした
告発とともに、ムーア監督は、前作「シッコ」で
は、アメリカとフランス、カナダ、キューバなど
医療費無料の国と対比した。今回は、アメリカ国
内で、倒産した会社の従業員が自ら出資し運営し、
分配する非営利・協同型の自主管理組織を紹介し、
アメリカ社会のあり方に一石を投じている。また、
労働組合の社会的役割を強調していることだ。そ
して彼はいう。日本がマネをする国はアメリカで
はありませんよと。
１％の人々の富が９９％の人々の富を上回るよう

なむき出しの資本主義の矛盾が、これほど誰の目
にも見えやすい時代はない。絶対的貧困は政策が
つくり出したものだ。政策を変えるチャンスだと
感じている。
全日本民医連は、この２月末の第３９回総会で、

憲法９条、２５条が輝く日本、人間の尊厳が大切に
される社会をめざす方針を採択し半世紀ぶりに綱
領を改定した。今年は、「無差別・平等」を掲げ
東京・大崎に日本最初の無産者診療所が誕生して
８０年目に当たる。

（ながせ ふみお、全日本民医連事務局長）

長瀬 文雄
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２００６年の医療改革によって混合診療の途が大き
く拡がったが、「保険外併用療養費制度」の適用
外の保険医療部分では、依然として「療養の給付」
原則は守られている。保険外併用療養費制度の適
用範囲が野放図に広がれば、医療全体では「療養
の給付」原則が危うくなるが、今のところ、そこ
までは行っていない。
だが、高齢者医療制度の廃止にからむ今後の医

療保険改革は、保険給付にさまざまな制約を課し、
最終的に上限をつける、つまり、「療養の給付」
原則を廃止する方向に向かう危険性が十分にある
と言わなければならない。都道府県単位の保険制
度に協会けんぽと国保を集約し、都道府県に運営
責任を負わせ、給付をそれぞれの保険財政で可能
な範囲に限らせる、という道筋が考えられる。高
い保険料が我慢できなければ保険給付を下げる。
私保険の原則に近づけるわけだが、そうすれば「支
払い能力に応じた給付」が都道府県単位で現れる
ことになり、保険給付範囲内の医療で不足する場
合は、個人の支払い能力に応じた混合診療が重要
な位置を占めることになる。
現在の「療養の給付」では、医師が必要と判断

した種類と量の医療サービスを原則「青天井」で、
給付することができる。日本の医療関係者の大多
数は、今のところ、この原則が廃止されて、保険
給付の上限額や患者の支払い能力に限界づけられ
る診療を余儀なくされることには強く反対するだ
ろう。
だが、現実には「療養の給付」原則の廃止ある

いは縮小への「外堀」は、着々と埋められようと
しているのではないか。問題としたいのは、一つ
は、ナショナルミニマムを度外視した野放図な地

域分権論（地域主権論）の跋扈であり、もう一つ
は、福祉や教育など選択の余地のない基礎的社会
サービスをも、市場原則に乗せる動向の執拗な進
行である。社会サービスの多くの領域で現物給付
原則がこのまま後退していけば、社会サービスは
金で買うものという意識が定着していき、医療本
体の現物給付原則も足をすくわれる危険が高くな
る。以下では後者にかかわる話題として、介護保
険を参照しながら保育改革と自立支援法廃止問題
を考えたい。

＜保育の現物給付原則とその廃
止の危険＞
現行の公立保育所、認可保育所の制度は、自治

体に「保育の実施」義務を課す児童福祉法にもと
づくもので、保育サービスは商品ではなく、「現
物給付」の対象となっている。医療の場合、現物
給付は、保険者が被保険者に「療養の給付」を行
うという形をとるが、保育の場合は自治体が、保
育を必要とする子に保育を「実施」するという形
をとる。ともに、支払い能力あるいは支払った費
用に応じたサービス提供ではなく、必要に応じた
サービス提供が原則である。
ちなみに、公立保育所、認可保育所の保育料は、

応能負担で自治体（保育所ではない）に支払う、
いわば保育税のような位置づけの負担である＊１。
保育料未納を理由に公立保育所、認可保育所を退
所させることは児童福祉法上できない。周知のよ
うに、医療における３割負担も、医療機関が代理
徴収をしているが、医療サービスの対価ではない。
医療も保育も、サービスが商品として買われてい

��療療養養のの給給付付��のの外外堀堀
��介護保険・障害者自立支援法・保育改革

後藤 道夫

＊１ 東京都の「認証保育所」は、私人同士の契約に基づく「応益負担」の保育サービス提供機関であり、児童福
祉法上の保育所ではない。
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るわけではないという点が重要であろう。介護保
険および障害者自立支援法との違いは明白である。
厚労省は１９９０年代前半から、保育における現物

給付原則（「措置制度」）を崩す試みを行ってきた。
１９９７年の法改正で「措置」から「実施」へと、公
的責任の程度を下げることまではできたが、現物
給付原則そのものは崩れていない。自公政権は規
制改革会議を舞台に、保育を「直接契約」と「利
用料補助方式」という介護保険型の制度に切り替
え、現物給付原則を廃止する準備をしてきた（２００８
年１２月の三次答申）。２００９年の２月の社会保障審
議会少子化特別部会の「第一次報告」は、鮮明で
はない言い回しながら、保育の必要度の認定、事
業所（保育所等）と保護者の直接契約、利用者補
助の給付義務などを柱とする「新しい保育の仕組
み」を提唱した（詳しくは二宮厚美『保育改革の
焦点と争点』新日本出版社を参照されたい）。
民主党は、選挙マニフェストでは認可保育所の

増設を主張したが、２００９年１２月８日の「緊急経済
対策」には、保育への「利用者と事業者の間の公
的契約制度の導入、保育に欠ける要件の見直し、
利用者補助方式への転換の方向」が明記された。
民主党内部で十分な議論が行われているとは思え
ないが、これは保育の介護保険化、現物給付原則
の廃止を意味するものであり、民主党の重大な政
策転換である。さらに「地方主権推進一括法」に
よる保育のナショナルミニマムの大幅な後退が予
定されている。
直接契約・利用者補助という枠組みでは、介護

保険で明らかなように、応益負担が原則となり、
窓口負担が支払えないクライアントはサービス受
給を控えざるを得なくなる。また、個々に保育の
必要度が認定されて、それを超えるサービス受給
は全額が利用者の負担となり、「混合保育」が現
れる。保育時間の問題だけでなく、保育士の数、
施設、保育内容などの点で低く抑えられる基準を
こえた良質の保育は、「混合保育」の対象となる
公算が強く、保護者の支払い能力に応じて差別化
された「多様な」保育が提供される危険があろう。
また、介護保険型の制度となれば、現在は児童

福祉法上の保育所の約半数を占める公立保育所は
急速に民営化され、保育労働者の労働条件が大幅
に後退することは、高齢者介護の現状をみれば明

らかである。日本の保育が全体として維持してき
た高度な質は急速に後退するだろう。

＜障害者自立支援法廃止の「基
本合意」＞
他方、障がい者福祉の領域では、こうした市場

原則の拡大という方向とは大きく異なる、画期的
な事態がはじまっている。
障害者自立支援法は「稀代の悪法」であった。

利用者補助が社会保険ではなく、直に公的財政か
ら支出されるという違いはあるが、それ以外は、
介護保険の枠組みがほとんどそのまま使われてい
る。その結果、多くのサービス量を必要とする重
度の障がい者がそれだけ多くの自己負担を要求さ
れる「応益負担」が課され、さらに、食費・光熱
水費の実費負担が加わって、障がい者とその家族
の自己負担分は大きく増えた。
契約が私人同士の契約であるため、措置制度の

ように自治体が介入して障がい者を保護できる余
地は大きく減った。たとえば、障がい児入所施設
の利用が自立支援法適用となっている場合、費用
が未納であれば退所となり、自治体はそれに関与
できない。また、実際に提供したサービスの量に
応じた代金が事業所の報酬となって、報酬が日割
りとなったため、ほとんどの事業所が大きく減収
となった。
障害者自立支援法を憲法違反とする訴訟が、

２００８年に障がい者から起こされていたが、２０１０年
１月７日、原告・弁護団と国（厚労省）との間に、
訴訟終結にむけての「基本合意文書」がかわされ
た。
主な内容は、①遅くとも２０１３年８月までには、

障害者自立支援法を廃止し新たな「総合的福祉制
度」をスタートさせる、②障害者自立支援法が障
がい者、家族を苦しめ、障がい者の人間としての
尊厳を深く傷つけたことにたいし、国は「心から
反省の意を表明する」、③新たな総合的福祉制度
の構築に当たっては、障がい者団体代表が参加す
る「障がい者制度改革推進会議」において、障が
い者の権利条約批准の実現のための国内法整備と
同権利条約批准をふくむ事項を検討する、その際、
「現行の介護保険制度との統合」を前提しない、
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などである。
訴訟は応益負担問題に絞られていたが、今回の

基本合意は、自立支援法以前に復帰するという水
準ではなく、「障がい者の権利条約」に示された
国際水準の障がい者福祉制度を、本格的に作り上
げるという方向で一致している。自立支援法の廃
止は、民主党の選挙マニフェストに明言され、昨
年９月には長妻厚労大臣が自立支援法廃止と新た
な総合的福祉制度の構築の方針を表明していたが、
今回の合意は、新制度構築に向けた出発点の水準
を、現在可能な限りで高いものすることに成功し
たと言えよう。自立支援法反対運動以降の障がい
者諸団体の粘り強い共同行動が、画期的な成果を
もたらしたのである。すでに「障がい者制度改革
推進会議」は障がい者団体代表が相当数参加する
形でスタートしており、公開での論議がはじまっ
ている。
この小文とのテーマとの関係で重要なのは、新

たな制度は介護保険型の制度にはしない、という
方向が合意されているということである。そもそ
も、自立支援法が引き起こした多くの苦しみと悲
劇の原因は、受けなければ生活していけない障が
い者福祉サービスの領域に、介護保険の枠組みを
適用したことにあるのだから、これは当然のこと
だろう。
ところで、この基本合意には、介護保険そのも

のについての言及はない。民主党は介護保険その
ものについて抜本的改善の必要を認めておらず、
この点は自公政権と同じなのである。

＜現物給付原則の維持・回復の
ための連帯を＞
だが、長期的な問題として考えた場合、介護保

険制度が原理的に転換しないままで、また、保育

制度がその方向に大改悪されたうえで、障がい者
の福祉制度だけが「直接契約・利用者補助方式」
からはずれて、国際的な個別支援水準を実現する
ことも、また容易ではないのではないか。
一例だが、車椅子生活になった高齢者が介護保

険で受けられるサービスと、高齢の身体障がい者
が利用可能なサービスとが、その内容と利用条件
で大きな差がある状態は、強力な政治圧力にさら
されないだろうか。認知症その他で見守りが必要
な高齢者へのサービスを大きく改善しないで、見
守りが必要な知的障がい者のサービスを改善でき
るだろうか。
OECDの SOCX（社会支出データベース）２００７

によれば、日本の障がい者福祉の現物給付の総量
は、高齢者介護におけるそれのほぼ１１分の１であ
るため、障がい者福祉だけを厚遇することも、民
主党政権が政治的支持を獲得するための方策とし
てありうることかもしれない。しかし、これはき
わめて不安定なものとなるだろう。
正面から言えば、いま必要なのは、障がい者福

祉の領域で獲得された議論の高さに高齢者介護の
領域が追いつき、介護保険制度の抜本的改善を実
現し、保育が現物給付原則を守りきることである。
諸領域の運動の一般的な連携ではなく、現物給付
原則を回復・維持するための連帯が必要である。
介護保険での苦しい経験を踏まえた高齢者が、保
育改革反対の運動に大勢が参加する、そうした状
態がつくられる必要があるのではないだろうか。
医療の領域は、こうした動き全体を自分の問題

ととらえて、現物給付原則の包括的な意味を十分
に議論し、これらの領域の運動に分厚い支援を行
い、戦略的な連携をはかることが望まれよう。

（ごとう みちお、都留文科大学教授）
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一 はじめに
医療事故とは、診断、検査、治療、手術などの

医療行為（医行為）に関連して起きた予想に反し
た意外な悪しき結果を言い、医療側に法的責任の
ない、いわば不可抗力の場合および医療側に法的
責任を帰すことができる場合（医療過誤）の両方
を含む概念として用いる。医療事故が生じた場合
に被害者の救済、原因の究明および医療安全を図
る必要がある。
産科医療補償制度が２００９年１月から創設されて

いる１。安心して産科医療を受けられる環境整備
の一環として、分娩に関連して発症した重度脳性
麻痺児童及びその家族の経済的負担を速やかに補
償するとともに、事故原因の分析を行い、将来の
同種事故の防止に資する情報を提供することなど
により、紛争の防止・早期解決及び産科医療の質
の向上を図るものである。
日本弁護士連合会は、２００７年に医療事故の被害

者の救済と、より安全で質の高い医療の実現を目
的として、産科だけではなく、全ての医療事故を
対象とした医療事故無過失補償制度の創設を提言
している２。
民主党の政権公約（マニフェスト）においても

医療崩壊を食い止め、国民に質の高い医療サービ
スを提供するために、医療従事者等を増員し、質
を高めることで、国民に質の高い医療サービスを
安定的に提供すること、特に救急、産科、小児、
外科等の医療提供体制を再建し、国民の不安を軽
減することが掲げられている。具体策として、妊
婦、患者、医療者がともに安心して出産、治療に

臨めるように、無過失補償制度を全分野に拡げ、
公的制度として成立することを公約として示して
いることも注目される。
本稿では、従来の過失責任主義と無過失補償制

度の議論および産科医療補償制度の紹介を通じて、
医療事故被害者救済制度のメカニズムの議論の状
況を示したい。

二 過失責任主義と無過失補償
１ 過失責任主義の問題点
不法行為の制度目的は、①被害者の損害の補填

（原状回復）と②過失なければ、責任なしとして、
個人の自由な活動を保障するものである３。しか
し、現行の過失責任主義は、以下のような問題点
が存在している４。第一に、患者やその家族が医
師などの医療従事者に対して医療事故に関して責
任を追求するには、不法行為（民法７０９条）ある
いは診療契約の債務不履行（同４１５条）を理由と
して損害賠償請求をする必要がある。近年では、
医療事故の被害者を支援するネットワークが構築
されつつあるが、民事裁判を提起すること自体が
一般人にとって敷居が高いといえよう。
さらに、医事関係訴訟は専門性が高く、医療従

事者の過失、当該行為と損害の発生との間の因果
関係を立証することは困難である。診療録、看護
記録などの重要な医療記録が医療機関に偏在して
いる状況に対して、医療機関側から任意に提出さ
れるように裁判所が積極的に働きかけていること、
各地の地方裁判所に医療集中部が設置され、カン
ファレンス方式などの鑑定手続の改善が行なわれ

医医療療事事故故被被害害者者救救済済制制度度ののメメカカニニズズムム

�過失責任主義と無過失補償制度�
我妻 学

１ 産科医療補償制度のホーム・ページ(http://www.sanka−hp.jcqhc.or.jp/outline/index.html)参照。
２ 日本弁護士連合会『「医療事故無過失補償制度」の創設と基本的な枠組みに対する意見書』参照。
３ 潮見佳男『不法行為法』５頁（１９９９）など参照。
４ 損害賠償の問題点として、加藤雅信「損害賠償制度の将来構想」山田卓生編集代表『新・現代損害賠償法講座
１巻』３００頁（１９９７）以下など参照。
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るなど実務上の工夫がなされている。しかし、専
門的な知見を要するため、被害者に専門の弁護士
および協力医がいなければ訴訟追行は実際上困難
である。医事関係訴訟の新受件数は２００４年をピー
クとして、年々減少傾向にある５が、過失、因果
関係の認定などが困難なため、平均審理期間は通
常の事件と比較して長期化している６。医事関係
訴訟において患者側が勝訴する（請求認容判決）
事件の割合も通常訴訟と比較すると極めて低く、
和解による割合が比較的高い７。
加害者への責任追及から被害者救済の観点へと

過失責任主義を修正する特別法が、労働災害、公
害などの分野に整備され、最近では、医薬品の副
作用による被害者救済制度８のほか肝炎対策基本
法が制定されている。これらの特別法が制定され
たこと自体は被害者救済の観点から望ましいこと
である。しかし、特別の救済制度が存在するか否
かによって、被害者の救済にアンバランスが生じ
ている。被害者救済の実効性も問題であり、必ず
しも救済が実効的に行われているわけではなく、
数多くの制度ができたことにともない、各制度間
での求償その他の調整も行われていない（被害者
救済の非実効性と不公平性）。
第二に、患者が救済を求める手段としては、患

者と医師、医療機関あるいはその保険会社との話
し合いによるか、あるいは裁判のいずれかの方法
しかない。病院などの医療機関内部に相談窓口が
設けられ、組織的に対応する仕組みが整備されて
きているが、小規模の診療所などでは手続の透明
性・公平性を担保することは困難である。
民事裁判は、原告と被告が相対峙する（二当事

者対立）構造をとり、あくまでも法的責任に基づい
た損害賠償という金銭請求が中心である。したが
って、患者およびその家族が医療事故の原因解明、
医師・医療機関による説明・情報の提供、患者と
医師・医療機関の信頼関係の修復、再発の防止な
どを望んでいても９それらの期待に応えることは
制度上困難である。医師と患者は、交通事故の場
合とは異なり、密接な信頼関係を継続的に構築し
ていたのが、医療事故を契機に信頼関係が崩壊し、
患者の不信感が強いことも特徴的である。
医師についても、裁判が原因究明に役立つこと

には消極的な意見が多く、医療の現実、現場を知
らない裁判官が裁判をすることに対する不満も有
している１０。
そこで、いわば第三の救済制度として、医療紛

争に特化した裁判外紛争処理制度（ADR）を構
想し、より適切な解決を図ろうとしている１１。

５ ２００４年の医事関係訴訟事件数は１，１１０件であるのに対して、２００８年は８７７件である（土田林太郎「裁判統計から
見る医事関係訴訟事件の状況」『民事法情報』２７３号２頁（２００９）参照）。
６ ２００８年の医事関係訴訟事件の平均審理期間は、２４．０ヶ月であるのに対して、その他の通常訴訟事件の平均審理
期間は、６．５ヶ月（ただし、実質的に争われた事件の平均審理期間は、１８．７ヶ月）である（土田・前掲注（５）
３頁参照）。
７ ２００８年の医事関係訴訟において認容判決で終局した事件の割合は、１０．１パーセントと過去１０年間で最低であり、
和解で終局した事件の割合は、５０．０パーセントである。その他の通常訴訟事件において認容判決で終局した事件
の割合は２７．１パーセントであるのに対して、和解で終局した事件の割合は２８．６パーセントである。なお、和解の
内容が実質的には原告の請求を（一部）認容したと見られる場合が多いとされている（土田・前掲注（５）３頁
参照）。
８ 医薬品医療機器総合機構のホーム・ページ(http://www.pmda.go.jp/kenkouhigai/help.html)参照。
９ 加藤良夫＝後藤克幸『医療事故から学ぶ』１０頁（２００５）など参照。
１０ 筆者が医療紛争に関するアンケートを２００９年２月２０日から同月２７日までWEB上に公開して行った結果による
（調査依頼総人数は６，７６２名、その内の回答有効人数は、５１７名である。有効回答率は、７．７パーセント。）。「裁判
官は信頼できる」との質問に対して、医療紛争の経験ありでは、「そう思う」２１５名中２名（０．９パーセント）し
かおらず、「そう思わない」７０名（３２．５パーセント）、「どちらかといえばそう思わない」６３名（２９．３パーセント）
と否定的な見解が多い。「裁判の結果には不満が残りやすい」との質問に対して、医療紛争の経験ありでは、「そ
う思う」２１５名中９４名（４３．７パーセント）、「どちらかといえばそう思う」９１名（４２．３パーセント）を合わせると
９割近くを占めている（我妻学「医療紛争に関するインターネット調査」『法学会雑誌』５０巻２号１７頁～１９頁
（２０１０）参照）。

１１ 我妻学「近時の医療紛争の諸問題」本誌２１号１５頁、和田仁孝「医療 ADRの二つのモデルと機能性」『民事司
法の法理と政策（小島武司先生古稀祝賀記念論文集）下巻』６７４頁（２００８）、西口元「医療 ADRの目的と手続」
判タ１２７１号４０頁（２００８）など参照。
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第三に、医師などの医療従事者が裁判によって
責任追及される危険は、必ずしも必要とはいえな
い検査などを行い、訴訟が提起されるリスクを減
少させるとともに、医師が注意義務を果たしたこ
とを証拠として残すなど確実性を高める行動１２だ
けではなく、リスクのある医療をあえて行わなく
なる（萎縮医療）ことにつながる（社会的な負の
対応）。特に産婦人科の医師が分娩を行わなくな
っていることへの危機感が高まり、産科医療補償
制度設立の契機となっている。
アメリカのバージニア州およびフロリダ州では、

産婦人科医の賠償責任保険料の高騰を抑制し、保
険会社が賠償責任保険を引き受けることによって、
産婦人科医離れを緩和するために、分娩に関連す
る脳性麻痺に特化した無過失補償制度を１９８０年代
に既に導入している１３。
第四に、１９７０年代以後、交通事故、公害訴訟、

製造物責任の被害者救済が図られ、被害者の救済
制度が拡充されている点は高く評価されるが、多
数の個別的救済システムが並列し、不法行為によ
る損害の�補は制度間の求償を適性・効率的に行
うかが問題となる（制度運用費用の非効率性）。
第五に、不法行為による賠償は一括払い（一時

金賠償）が原則であるが、逸出利益の賠償、実情
にあわせた介護費用を算定する際にも定期金賠償
の方が現実に即した賠償となる（定期金賠償）。
ただし、定期金賠償は支払いが長期に及ぶため、
賠償義務者（保険会社を含む）の資力を確保し、
円滑な履行を求めるかが問題となる１４。

２ 無過失補償

現在の過失責任主義と特別法による無過失補償
制度に対して、加藤雅信教授は、社会的集団責任
を基礎とし、一種の救済基金を設立し、事故また
は疾病にかかった者は事故または疾病にかかった
ことのみを理由として、故意過失や、一定の行為
との因果関係を立証することなく、治療費、逸失
利益等の給付を基金より受けることを提唱されて
いる１５。このような総合救済システムを設けるこ
とによって、救済の確実性、迅速性、一律公平性、
効率性、社会保障的性格を有するとされている。
総合救済システムの構築にともなって、不法行

為による損害賠償訴権を人身被害については原則
として廃止するという加藤雅信教授の考え方１６に
対して、棚瀬孝雄教授は、総合救済システムが行
政による損害の負担を指向する全体的正義に立脚
しており、不法行為の責任が、損害保険の掛け金
をあらかじめ支払っておく程度の責任に縮減され
てしまい、コミュニテイ破壊的な作用をするとし
て、むしろ加害者と被害者と向かい合い、回復に
向けた当時者間交渉を取り込んだ共同体的正義の
重要性を説かれる１７。
樋口範雄教授は、不法行為制度の事故抑止機能、

制裁機能を重視し、それらの機能が不法行為法の
限定または廃止によってどうなるのか、さらに検
討が必要であるとして、加害者と事故の誘因を特
定することによる事故の抑制と責任原則の維持を
説かれている１８。
宇佐見大司教授も不法行為法の機能として、損

害�補機能と損失分散機能を徹底するのに対して、
制裁的機能と事故抑制機能を重視しないことに疑
問を示される１９。

１２ アメリカでは訴訟リスクを回避するために不必要な CT、MRIあるいは X線検査を行い、結果的に医療費が高
騰するという悪循環に陥っていると指摘されている(Brennan,M.Mello and D.Studdert, Liability, Patient Safety and
Defensive Medicine,in Medical Malpractice and the U.S. Health Care System (W.Sage and R. Kersh(eds.) at 105
(2006))。

１３ 我妻学「産科医療補償制度について」石川明＝永田誠＝三上威彦『ボーダレス社会と法（ハルトヴィーク教授
追悼記念論文集）』１８７頁（２００９）など参照。

１４ 佐野誠「定期金賠償の動向と課題」日弁連交通事故相談センター編『交通賠償論の新次元』１５３頁（２００７）な
ど参照。

１５ 加藤・前掲注（４）３０９頁など参照。
１６ 加藤雅信「不法行為法の将来構想」加藤雅信編『損害賠償から社会保障へ』３１頁（１９８９）など参照。
１７ 棚瀬孝雄「不法行為責任の道徳的基礎」棚瀬孝雄編『現代の不法行為』１５頁（１９９４）以下参照。
１８ 樋口範雄「不法行為法の『危機』と『革命』の意義」棚瀬編・前掲注（１７）２３５頁以下参照。
１９ 宇佐見大司「『総合救済システム』論」古賀哲夫＝山本隆司編『現代不法行為法学の分析』２２７頁（１９９７）以下
参照。
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このような不法行為による個別責任追及制度を
維持し、加害者の責任を希薄化すべきではないと
の批判に対して、加藤雅信教授は、故意、重過失
のように有責性が高い場合には、基金による給付
を超える損害について、不法行為による個別的責
任追及の余地を残すように修正されている２０。
総合救済システムによる被害者救済の視点は高

く評価されるが、医療事故の救済制度に関して、
過失責任主義か無過失補償かといった二者択一的
な制度設計よりも過失責任主義を維持しながら無
過失補償を補完させる複合的な制度の方が適切と
考える２１。医療行為が個体差の大きい人体を対象
としており、患者も何らかの疾患があり、その治療
を目的として医師に受診するのであり、その後の
患者の状態の変化に対応して医師は、臨機応変に
治療方針を判断、変更する必要がある。さらに医療
や医療技術の進歩によって、治療方法も一新され
る可能性があり、事前に一義的に決められないか
らである２２。診療契約に基づき医療機関に要求さ
れる医療水準自体も「当該医療機関の性格、所在
地域の医療環境の特性等の諸般の事情を考慮すべ
きであり、右の事情を捨象して、すべての医療機
関について診療契約に基づき要求される医療水準
を一律に解するのは相当でない」２３、とされている。
訴訟の事後的・回顧的判断による個別的紛争解

決を重視し、通常の民事訴訟の場合には、具体的
正義に適った私人間の紛争解決がまず目指される
ものであり、直ちに社会的な政策論を「訴訟」の
場に反映させることに懐疑的な見解も存在する２４。

三 産科医療補償制度
産科医療補償制度２５に関して、過失責任主義と

無過失補償の観点から若干の考察を行う。

（１） 補償の対象
産科医療補償制度の対象となるのは、２００９年１

月１日以降に出生した児のうち、出生体重が２，０００
グラム以上かつ在胎週数３３週以上で、身体障害者
等級が１、２級相当の重症者である２６。ただし、
出生体重、在胎週数の基準を下回る場合であって
も、在胎週数が２８週以上の場合には、個別審査に
より補償の対象となりうる。
認定症例が同年９月から公表されているが、

２０１０年２月まで審査件数２４件中２４件全部に補償が
認められている。なお、個別審査で認められたの
は１件だけである２７。
先天性要因、分娩後の感染症など新生児期要因

は、補償の対象から除外されており、対象範囲が
限定されすぎているとの批判がなされている。産

２０ 加藤・前掲注（４）３１７頁参照。
２１ 不法行為一般について、潮見・前掲注（３）１５頁など参照。
２２ 手嶋豊「医師の責任」山田卓生編集代表『新・現代損害賠償法講座３巻』３１７頁（１９９７）以下など参照。
２３ 最２小判平成７・６・９民集４９巻６号１４９９頁参照。最３小判平成９・２・２５民集５１巻２号５０２頁は、開業医が
副作用を有する多種の薬剤を長期間継続的に投与された患者について薬疹の可能性のある発疹を認めた場合にお
いては、自院又は他の診療機関において患者が必要な検査、治療を速やかに受けることができるように相応の配
慮をすべき義務があるとしている。

２４ 吉田邦彦「法的思考・実践的推論と不法行為『訴訟』」吉田邦彦『民法解釈と揺れ動く所有論』２３６頁（２０００）
以下参照。

２５ 橋口賢一「産科医療補償制度における課題と展望」富大経済論集５４巻３号２６１頁（２００９）、畑中綾子「医療事故
無過失補償制度の論点」社会技術研究論文集５巻１２５頁（２００９）、峯川浩子「産科医療補償制度」年報医事法学２３
号２５６頁（２００８）、我妻・前掲注（１３）１８７頁など参照。

２６ 障害程度の認定は、上肢不自由、下肢不自由、体幹不自由及び脳原性運動機能障害（上肢機能・移動機能）の
別に認定される。乳幼児に係る障害認定は、障害の程度を判定することが可能となる年齢（概ね満３歳）以降に
行われる。１級相当とは、両上肢・下肢の機能を全廃し、体幹の機能障害により座っていることなどができない
ものである。２級相当とは、両上肢・下肢の機能の著しい障害が認められ、体幹障害により坐位又は起立位を保
つことなどが困難なものである（産科医療補償制度に係る診断基準作成に関する検討会『産科医療補償制度に係
る診断基準作成に関する検討会報告書』資料参照）。

２７ ２００９年９月の審査件数５件中補償対象５件、同年１１月の審査件数３件中補償対象３件、同年１２月の審査件数４
件中補償対象４件（個別審査１件を含む）、２０１０年１月審査件数５件中補償対象５件、同年３月審査件数７件中
補償対象７件である（「産科医療補償制度第２回～第６回審査委員会」議事要旨参照）。
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科医療補償制度が被害者の早期救済の面だけでは
なく、産科医療分野では過酷な労働環境や医事紛
争が多いことなどにより、分娩の扱いをやめる施
設が多く、産科医療の提供が十分でない地域が生
じていること、更に、産科医になることを希望す
る若手医師が減少していることなどいわゆる産科
医療の崩壊を一刻も早く阻止する観点から、民間
の損害保険の活用により早急に立ち上げを図った
政策判断２８にも留意する必要がある。たしかに、
補償の範囲を拡充することは被害者救済につなが
るが、他方で限られた財源の中での救済範囲を拡
充すれば、結局十分な被害者救済を図れない危険
性がある。
医療従事者の分娩に関連する訴訟リスクを減少

させる政策目的からは、妊婦検診を受けていない
妊婦に対して、産婦人科医が分娩を行った場合に、
仮に分娩に関連して重度の脳性麻痺を発症したと
しても補償する仕組みを構築することによって、
医師および病院が妊婦の受け入れを拒否しない体
制を支援することが重要である２９。
産科医療補償制度では、補償請求者が重度脳性

麻痺の児あるいは家族ではなく、分娩機関である。
このため、分娩機関が診療録、助産録および検査
データなどの分娩に関連する医療記録を提出しな
ければ、胎児が出生体重・在胎週数の要件を満た
していても、補償の対象とはならない。同様の問
題は、分娩機関が廃止され、かつ分娩機関の開設
者が死亡したり、破産手続が開始した場合３０にも

生ずる。たしかに、被害者は訴訟による救済手段
が残されているが、分娩機関のために補償が受け
られないのは本末転倒と考える。

（２） 被害者の救済と原因究明
原因を究明することは、将来の再発を防止する

観点からは重要であるが、原因究明に要する時間
および費用によって、被害者の救済が遅れる事態
を避ける必要がある。産科医療補償制度において
は、原因分析、再発防止に関して独立の第三者機
関ではなく、運営組織内の各委員会で行われる。
しかし、補償の認定と原因分析、再発防止は相互
に利益が相反する危険がある以上、同一組織とす
ることは極めて問題があり３１、中立・公正な第三
者機関を構築すべきであると考える３２。
具体的な原因究明作業においても個々の事例に

おける責任追求よりも、分娩に関連した脳性麻痺
事例を組織的に分析し、再発防止の観点から行
う３３方が医療安全に資するであろう。事例を類型
化することによって、仮に訴訟になった場合にお
いても、医療過誤を認定する際の過失の有無など
を判断する上でも有益な基準となろう３４。産科医
療補償制度の原因分析のためには、妊娠中の管理、
分娩経過等の情報に加えて、新生児期医療の情報
も必要であり、新生児が NICU等への搬送等によ
って、分娩機関にて新生児期医療の情報を保持し
ていない場合、または情報を保持しているが、原
因分析を行うにあたって追加情報が必要な場合に

２８ 日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営組織準備委員会『産科補償制度運営組織準備委員会報告書』１頁、
４頁（２００８）参照。

２９ 在胎週数の判断などが困難であり、産科医療補償制度だけでなく、妊婦への経済的支援、出産のリスクを啓蒙
することも重要である。バージニア州では、無過失補償制度に加入する前提として、妊婦検診を受けていない妊
婦の分娩を拒否しないことを医師あるいは病院に課しているが、後で訴訟になる場合のリスクをおそれて、実際
には拒絶する場合が少なくないようである(Joint Legislative Audit and Review Commission of the Virginia Gen-
eral Assembly, Review of the Virginia Birth−Related Neurological Injury Compensation Program,at 4−7 (2003))。

３０ 産科医療補償制度標準補償約款第２条、第６条参照。
３１ 産科医療補償制度運営組織準備委員会の議事録上、原因分析・再発防止を別組織で行うことが飯田修平委員よ
り指摘されている（第８回「産科医療補償制度運営組織準備委員会」会議録２０頁〔飯田発言〕）。なお、自動車事
故における後遺症認定は、第三者機関である損害保険料率算出機構・自賠責損害調査事務所が行っている。

３２ 長野展久「医療事故のセイフテイネット」病院６５巻１号４９頁（２００６）など参照。
３３ 原因分析報告書作成マニュアル（平成２２年１月２８日版）参照。
３４ フランスにおける医療事故補償制度において、被害者に補償を行っている ONIAMが、裁判所による賠償価額
と比較して、ばらつきをなくすように被害に対する補償の評価基準を設け、なるべく平等な救済を図っているこ
とは参考になる(ドミニク·マルタン「フランスにおける医療事故補償制度と ONIAMの活動について」本誌20号9
頁(2007)参照)。
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は家族からの同意書を添えて搬送先医療機関の協
力を得て、新生児の経過等に関する診療情報を搬
送先の医療機関から収集することを検討してい
る３５のは正当といえよう。

（３） 一時金払いと定期賠償
産科医療補償制度の補償対象と認定されれば、

看護・介護を行う基盤整備のための準備一時金と
して６００万円が支給され、その後２０回分割で毎年
定期的に１２０万円が支給される（準備一時金と補
償分割金の併用）。分割金に関しては、当該児の
生存か死亡かを問わず、一律に支給がなされる。
長期的な基金の運用が不可欠であり、損害保険会
社や運営組織における長期にわたっての資金管理、
給付事務などが必要になるからである３６。しかし、
補償内容が主に看護・介護費用である以上、将来
的には定期金賠償（年金方式）とすべきである。

（４） 過失責任主義と無過失補償
産科医療補償制度においては、補償と損害賠償

金が二重給付されることを防止するために、分娩
機関に損害賠償責任が認められる場合には、補償
金と損害賠償金の調整を行うことが提唱されてい
る３７。
たしかに、分娩機関に過失が１００パーセント認

められる場合には、分娩機関にのみ賠償責任を負
わせることに異論はないであろう。しかし、分娩
機関にも一定の寄与過失が認められる事例３８にお
いては、その負担額をめぐって、紛争が生じうる。
一定の寄与過失が認められた場合には、分娩機関

と児・家族との示談、裁判外による紛争解決また
は裁判所による和解・判決等に、求償権者が当事
者として参加できるように分娩機関、家族に告知
を義務づけるべきであろう。求償義務者が運営組
織であるのか、あるいは保険会社であるのかも不
明確である３９。

四 おわりに
産科医療補償制度によって、従来の過失責任主

義では救済されなかった被害者に対しても対して
も救済制度が拡充されたこと４０は積極的に評価す
べきである。今後どのような補償制度を整備・拡
充してゆくのか、組織的に検討する必要がある。
たしかに、従来のように過失責任を修正する特別
立法を個別に制定することは制度の効率性から問
題がある。しかし、肝炎基本対策法の立法にみら
れるように、包括的な救済・補償制度よりも個別
の被害者救済の観点から立法されたことに留意す
べきである。
実質的にも産科医療補償制度が立ち上がったば

かりの状態で検証を十分にしないで、包括的な救
済制度に置き換えることは適切ではなく、現実的
とも思えない。産科医療補償制度に関して、産婦
人科以外の診療科の医師に必ずしも十分に浸透し
ていないようであり、医療従事者全体の理解を得
られるように努める必要がある４１。

（わがつま まなぶ、首都大学東京法科大学院教
授）

３５ 「第７回産科医療補償制度原因分析委員会」会議録４９頁〔後技監発言〕参照。
３６ 日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営組織準備委員会・前掲注（２８）９頁参照。
３７ 日本医療機能評価機構産科医療補償制度運営組織準備委員会・前掲注（２８）１３頁参照。
３８ 名古屋地判平成１・２・１７判タ７０３号は、胎児を横位と診断しながら事前に帝王切開の準備をしておかなかっ
た医師に出産時の胎児血液循環障害による脳性麻痺につき、過失を認め、その寄与割合を３分の２としている。

３９ 第１回「産科医療補償制度運営委員会」会議録３８頁〔鈴木利廣発言〕。
４０ 分娩時の低酸素症が認められた女児に脳性麻痺が生じたことについて、その原因は不明であり、担当医師に気
管内挿管が遅れた過失は認められないとして、損害賠償請求を否定した大阪地判平成２０・１・３０判タ１２６２号２８５
頁は、傍論として出産した子どもが脳性麻痺となった場合の無過失補償制度の早期実施を期待するとしている。

４１ 筆者が行った医療紛争に関するアンケートによれば、産婦人科では、６４名中６３名（９８パーセント）が「言葉も
内容も知っている」と回答し、「言葉は聞いたことがあるが、内容はわからない」と回答しているのは１名に過
ぎない。これに対して、内科では「言葉も内容も知っている」と回答しているのは、２０３名中７６名（３７パーセン
ト）、外科では１５５名中５２名（３３パーセント）に過ぎず、専門分野によって制度への関心の度合いが異なっている
（我妻・前掲注（１０）７頁）。
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第２章 京都における医療機関の動向から地域医療の再生を考える 吉中丈志

第３章 東京における開業医と住民運動の連携 前沢淑子

第４章 佐久総合病院と地域医療 石塚秀雄

第５章 明日の見えない医療経営―経営論点と処方箋 坂根利幸

結びにかえて 杉本貴志

◎キューバとメキシコの医療、ベネズエラ事情をさぐる 憲法の全文和訳は本邦初！

全日本民医連・総研いのちとくらし共催
『キューバ・メキシコ視察報告書―キューバ憲法・ポリクリニコ一般
規則全訳付―』

ISBN ９７８‐４‐９０３５４３‐０６‐２

２０１０年２月２０日発行、Ａ４判８０ページ、頒価５００円

目次

はじめに 高柳 新

視察概要 廣田憲威

キューバの医療制度とポリクリニコ（地域診療所）の役割 石塚秀雄

【翻訳】ポリクリニコ一般規則 石塚秀雄・訳

キューバ憲法入門―法律家のみたキューバ共和国憲法― 二上 護

【翻訳】キューバ憲法 １９７６年制定、２００２年改正 石塚秀雄・訳

ベネズエラ視察Ⅰ「低コストにして高品質を」 前沢明夫

ベネズエラ視察Ⅱ「キューバからベネズエラ」 前沢淑子

メキシコの医療制度と社会的貢献病院メディカスール 石塚秀雄

キューバ・メキシコ日程概要 竹野ユキコ
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問題意識
Ⅰ．先行研究の概観（全体）
Ⅱ．先行研究の概観（個別）
①井上秀次郎「あなたの疑問にこたえる 事務労働は生産的労働か」
②森田園子「事務職の拡大と女性化（英国の場合）」
③井上圭二「OAとホワイトカラーの階層分化」
④有吉広介「事務労働者の社会学的研究」
⑤幸光善「現代企業における技術発展と事務労働：H.Bravermanの所説を中心として」
⑥江上勲「ホワイトカラー論�統計資料からの観察�」
⑦中川勝男「事務労働者研究の一視点」
⑧三浦豊彦「事務労働と労働環境」
⑨中岡哲郎「事務労働の分析（組織と人間―７―）」
⑩芝田進午「事務労働論（報告と討論）」

Ⅲ．事務労働概念の変遷
終わりに

問題意識
事務労働は、「一般に、なくてはならない存在

であるにしても、さして重要ではない要素として
扱われがち」１な地位に置かれている。そのため
か、当事者の間でも「事務労働とは何か」という
正面からの問いかけが少ないと感じるのは筆者だ
けであろうか。
どのような職域であっても、また組織の大小に

かかわらず、事務労働は不可欠である。だが、事
務労働に関する議論は、「○○事務」というよう
に予め職域に分けられた専門業務として論じるタ
テ割り研究が主流で、職域にかかわらず存在する
横断的な性格から事務労働そのものを捉え論じる
傾向は薄いと感じる。だが、後者の視点から論じ

ないことには、事務労働の本質には迫れないので
はないだろうか。
そのような問題意識から、筆者は以前、「どこ

にでも事務労働が存在するという普遍的事実」２

に着目し、事務労働の存在の必然性と本質を追究
する手掛りを見出すべく日常的なイメージを出発
点として考察した。そこでは事務労働を管理労働
の現象形態と捉え、当初の労働を貫徹させる目的
意識を外部化させた結合労働過程の全体または部
分として現れる具体的業務が事務労働であるとお
さえた。したがって、末端の事務労働であっても
トップマネジメントの労働と本質的には同線上に
あると考える。
そこで本稿では、事務労働がキーワードとなる

いくつかの先行研究から、事務労働はどのように

【投稿】

事務労働概念の考察�先行研究を遡って

川口 啓子

１ 有吉広介、１９９２、「事務労働者の社会学的研究」『獨協大学教養諸学研究』No.26(p.1)、獨協大学学術研究会。
２ 川口啓子、２００８、「事務労働論のための研究ノート�理論化の手掛かり�」『創発』No.8(pp.131�142)、大阪健
康福祉短期大学。
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論じられてきたのか、時代を遡って概観しつつ考
察の一助とする。また、将来的には事務労働を組
織のマネジメント機能として積極的に位置づけた
議論を展開したい。

Ⅰ．先行研究の概観（全体）
これまで、事務労働はどのように論じられてき

たのだろうか。
「事務労働」をキーワードに、日本国内の論文

を検索した結果３、２００９年９月１１日時点で１０２件が
挙がった。そのうち、「事務労働者」が本来のキ
ーワードであるものが６７件、したがって「事務労
働」だけをキーワードとするものは３５件になる。
３５件は、２７件が OAやMEなど機械化と健康状態
に関する研究と特定の職業について論じるもので
あった。残り８件のうち統計等により事務労働を
横断的にサーベイした論文が２件、本質的な事務
労働概念に触れる論文が３件、残り３件は拙著で
ある。いずれも本質論や階級・階層論、労働条件
などの要素が多少なりとも交差する。
「事務労働者」をキーワードとする６７件におい

ても、健康状態に関するもの、特定の職業につい
て論じるものが多数ある。それらも必然的に事務
労働概念の本質的要素への言及が含まれ、考察の
一助とした。
全体的な傾向を１０２件から概観すると、下記の

とおりである。
近年、最多のテーマは学校事務に関するもので

（本来のキーワードは「学校事務労働者」）、出所
は全国学校事務労働者交流集会での報告を中心に、
１９９９年から今日まで連続している。過去の状況を
見ると、１９６５年に学校事務労働者論が論じられ、
以降、１９７０年代には学校教育と学校事務を関連付
けたテーマが登場する。１９８０年代にはあまり見ら
れないが、今日では「学校事務」や「大学事務」
をキーワードとする研究は膨大な数になる４。

だが、これらは職業別、即ちタテ割りの事務労
働論または事務労働者論である。本稿では、職業
別の具体的事務労働を事例として扱うことはある
が、先述の通り「どこにでも事務労働が存在する
という普遍的事実」に着目するため、言い換えれ
ば、事務労働が存在する横断的な状況を対象とし
ている。
とはいえ、現実の事務労働は様々な職業に応じ

て発展しており、多くは特定の具体的な事務労働
を前提として議論が展開される。その中から可能
な限り、具体的現象形態を捨象しながら事務労働
概念に迫りたい。
さて、１９６０年代後半から集中的に登場するテー

マは、事務労働者の健康状態に関する研究である。
その多くが、OAなど作業の機械化に伴う事務労
働者の心身の状態を扱った内容になっている。そ
れらとの関連で、従来のホワイトカラーがブルー
カラー化（経営管理的業務から単純事務作業化す
なわち肉体労働者化）したことを論じる研究や、
女性事務労働者の増大、それに伴う新たな雇用や
労働条件に関わる議論が登場する。これらは事務
労働そのものへの言及はあるものの、事務労働者
の労働実態についての分析が主であり、当時の労
働運動の高揚を背景に労働条件改善への志向を伺
わせる。
さらに時代を遡ると、事務労働そのものを問う

研究も見られる。古くは芝田進午の「事務労働論」
（１９６６年）において、「『事務労働』は本来、労働
一般のうちに未分化のまま含まれて」５いると論
じられる。芝田は、銀行に働く事務労働者を具体
的姿として念頭におくものではあるが、事務労働
が生産的労働であるか否か、精神的労働か肉体的
労働か、資本家の機能の代弁者か労働者階級の一
翼であるか、という二大階級論的対抗軸を背景に、
本質に迫ろうとする。
それ以降は、新中間層論やホワイトカラー論へ

と言及する議論（賛否両論を含めて）を経て、今

３ Cinii国立情報学研究所論文情報ナビゲータ。キーワードを「事務労働」として検索。http//ci.nii.ac.jp/、２００９年
９月１１日。
４ 他にも「医療事務」や「福祉事務」（この場合は「福祉事務所」の最初の４文字を検索するが）などをキーワ
ードとする職業別の事務労働論は多数検索される。
５ 芝田進午、１９６６、「事務労働論（報告と討論）」『銀行労働調査時報』No.194(p.47)、銀行労働研究会。
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日では「○○事務」というような職域に分かれた
縦断的議論が主流になる６。ここでは、それぞれ
の職域に応じた事務労働者（「事務職員」という
用語が多いが）の果たす役割や任務など、日常業
務に直結した議論が大半を占める。

Ⅱ．先行研究の概観（個別）
この章では、いくつかの先行研究を個別に概観

し、事務労働がどのように論じられているかを探
る。

①井上秀次郎「あなたの疑問にこたえる 事務労
働は生産的労働か」２００３年６月７

この論考は、勤労者通信大学の受講生の疑問に
答える形式で書かれたものであり、マルクス経済
学を基本にしている。
井上は、ここでは生産的労働とは何かという回

答に大半を費やしている。さらに生産的労働を本
源的規定（物質的財貨を生産する労働）と資本主
義的規定（資本家のもとで剰余労働を生産する労
働）によって押さえ、協業及び社会的分業の一環
に事務労働を位置づけて説明する。
具体的な事務労働については、たとえば下記の

ように述べる（ｐ．９３より要約）。
・生産過程の一部としての設計図作成は協業の一
環として生産的労働である。

・部品、製品の運搬は社会的分業の一環としての
生産的労働である。

・「商品の管理や部品の発注はそれが流通部門に
属さない限り、設計や運搬などと同様に生産過
程の一部をなすものであり、生産的労働である
と規定することができます」（ｐ．９３）。
さらには、資本家機能を担う管理監督労働者に

ついても言及し、事務労働者は資本家の機能を担
いつつ賃労働者である、という二重規定を行なう。

締めくくりとして「彼らを資本の側につけるのか、
労働者の側にひきつけるのかは、いわば力関係、
階級闘争に大きく関わるものであるといえるでし
ょう」（ｐ．９４）という運動論に帰結する。したが
って、従来の二大階級論の延長であり、事務労働
者も肉体労働者と同様、労働者階級の一翼である
ことを結論づけようとする。

②森田園子「事務職の拡大と女性化（英国の場合）」
２０００年６月８

「事務職の国際比較研究の一環として、近代の
英国における事務職の『女性化』の跡をたどるも
の」（ｐ．６３）という内容で展開された森田論文で
は、実際の「女性化」には事務職の内容（年齢や
産業別など）による偏りがあることを明らかにし
ている。
「事務職の『女性化』は男性の職であったとこ

ろへ女性が参入し、男性に置き換わったという印
象を与えるが、実際は事務職内の特定のロー・レ
ベル職種が女性専用の職種として新しく誕生」
（ｐ．６３）したという調査をもとに、事務職にお
ける性別雇用管理、性別職務分離の形成過程に言
及する。
この論文における事務労働は、英国を中心とし

た社会学上の研究で用いられた事務職の統計と事
務職像を前提として定義され、事務労働が存在す
る横断的な状況に共通する具体的な姿を反映して
いる。
・「ここで事務職と言う場合は、英国の Standard
Occupational Classification（SOC）の大分類4Cleri-
cal and Secretarial Occupationを指している。
職業分類は、時代とともに変更されるため、年
代を越えての比較は厳密に言えば正確なもので
はない。『クラーク』は、概ね幹部に至る可能性
のある男性事務職に対して用いた」（ｐ．７２）。

・事務職カテゴリーをタイピスト、速記者、秘書

６ Cinii、前掲。２００９年９月１１日現在、「学校事務」３９４６件、「大学事務」２０８件、「医療事務」１８６件、「福祉事務」
５６２件などとなっている。
７ 以下、井上秀次郎、２００３、「あなたの疑問にこたえる 事務労働は生産的労働か」『学習の友』No.598(pp.92−94)、
学習の友社より。引用ページは本文（ ）内に記載。
８ 以下、森田園子、２０００、「事務職の拡大と女性化（英国の場合）」『文化研究』No.14(pp.63−74)、大阪樟蔭女子
大学より。引用ページは本文（ ）内に記載。
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（便宜上、Ａグループとする）と、クラーク、
出納係、オフィス機器オペレーター（同じくＢ
グループとする）に分類して比較すると事務職
の女性化はクラークと出納係に関して起こっ
た」（ｐ．６８）。
森田論文の問題意識にはジェンダー的視点が窺

え、２０００年の発表であることを考えると、二大階
級論やホワイトカラー、新中間階層論などの文脈
とは異なると言っていいだろう。男女雇用機会均
等法が成立した以後の社会的背景を受けて、女性
の社会進出と事務職との関係を過去から未来へ数
十年スパンで分析し見通しを立てようとする実直
な論述である。

③井上圭二「OAとホワイトカラーの階層分化」
１９９２年１２月９

井上論文は、ホワイトカラーと呼ばれる階層が
事務労働を行うことを前提として、その分業化に
伴う階層分化をテーマとしている。分業化が進む
客観的条件のうち、とりわけ大きな要素として
OAを挙げている。ホワイトカラーが担っていた
資本家の管理業務が OAによって分業が進み、定
型的業務が確立されることによって、「一方に高
度に知的で創造的な仕事に従事するホワイトカラ
ーと、他方ではコンピュータ化に伴う単純補助労
働に従事する一般事務労働者をもつくりだしてい
る」（ｐ．３０５）と要旨をまとめている。
井上は、オフィスワークの状況を工場の製造工

程と対比しながら、以下のように表す。
・「オフィスでは伝票を処理し、書類を書き、読
み、会議を開き、打合せを行い、命令し、報告
を聞くといった業務を行っている。つまり、工
場は物を取り扱っているのに対して、オフィス
はそれに付随する情報を処理して適切な秩序立
てを行なうということによって企業の目的遂行
に貢献しているわけである」（ｐ．３０７）。
ここでは、企業の目的遂行である限り、本質的

には生産的労働としてとらえられている。
・「一つは書き読み整理し計算するなどの企業経

営を支える事務作業であり、もう一つは企業の
経営方針を決定し、それを実行していく機能を
もつ管理業務である。従来の事務組織機構は、
事務作業労働と管理業務が未分化であり、一体
化して機能していた。したがって、事務の責任
者は会社の管理者でもあるという形をとった。
ところが、事務作業労働と管理業務は分離する
ことができる。これを分離すると、書いたり計
算したり、検索業務、複写整理するといった定
型的業務の多い事務作業の大部分は比較的容易
に機械に置き換えることができる」（ｐｐ．３０７
－３０８）。

・「企業政策や戦略を計画・決定していく知的労
働を支えるためには、広範な補助労働が必要な
のである。そして、その補助労働は標準化がす
すみ、単純化されてゆく」（ｐ．３１２）。
ここでは、彼らは職務の幅も狭く限定され「有

用な仕事に従事しているという印象をもちえなく
なってきている」（ｐ．３１２）と生産的労働にあり
ながら当初の目的から疎外された労働過程に置か
れていると述べる。
以上のような議論を通じて、井上は、これまで

一つの階層であったホワイトカラーが知的労働者
層と補助労働者層に両極分化し、補助労働者の昇
進機会が消失したと主張する。さらに、事務労働
が未分化な状態から「管理業務」と「事務作業」、
「知的労働」と「補助労働」へ分化し階層化する
過程を示し、そこに携わる労働者のおかれた状態
へと導く。後者の極（事務作業、補助労働）では
目的遂行への全体像を見失い、無目的な定型的業
務へと慣らされ、「事務労働のネガティブなイメ
ージ」１０へと整理されることになろう。
同時に他方では、このような階層化、分化の過

程は、各々が当初は未分化一体であったことを示
すことでもあり、事務労働は少なくとも二つの現
象形態を以て一つの本質を構成していることを示
唆しているのではないだろうか。

９ 以下、井上圭二、１９９２、「OAとホワイトカラーの階層分化」『産業医科大学雑誌』No.14(pp.305−313)、産業医
科大学学会より。引用ページは本文（ ）内に記載

１０ 川口、前掲(pp.133−134)
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④有吉広介「事務労働者の社会学的研究」１９９２年
３月１１

有吉論文の底流にある問題意識は、事務労働者
と言われる一群の階級性を問うものである。事務
労働者がプロレタリア化の過程をたどり、ブルー
カラー労働者と同等の階級性を持つのか、あるい
は中間階級に位置づくのか。また、階級的帰属意
識はどのように形成されるか、労働者階級との連
帯は可能かなどの議論を、イギリス社会学におけ
る事務労働論研究の成果からサーベイしたもので
ある。
具体的には、D．ロックウッドを中心に、F．D．

クリンジェンダー、H．ブレーバーマン、A．スチ
ュアートら（＆K．プランディ、R．M．ブラックバ
ーン）、R．クロンプトン＆G．ジョーンズといった
研究者らの所説を丁寧にたどりながら、「現代の
事務労働者の性質と構造とを論考」（ｐ．１）した
と有吉は述べている。以下、有吉によるまとめを
簡単に紹介する。
・ロックウッドは、事務労働者がその形成過程で
獲得してきた特権的地位におり、「全般的にみ
れば、『プロレタリア化していない』と結論」
（ｐ．７）づけた。

・クリンジェンダーは、「事務労働者は、無産者
であることを共通にすることにおいて、肉体労
働者と同一の行動をとるはず」（ｐ．１２）と説く。

・ブレーバーマンは、科学的管理による事務の合
理化がルーティンワークを生み、技能の低下と
地位に格下げをもって事務労働者の同質化が進
行、これがプロレタリア化の過程であると説く。

・スチュアートらは、階級ではなく階層による分
析に在職者個人の社会関係的要因を取り入れ、
事務労働者という分業上の地位が「プロレタリ
アの地位と直接結びつくものではない」
（ｐ．２０）とする。

・クロンプトンらは、労働組合における事務労働
者の集団的表現を調査し、事務労働者は「プロ
レタリア的階級意識にも中産階級的意識にもよ
るとはいえない」（ｐ．２０）という結論を導く。

彼らの議論の背景には、伝統的なホワイトカラ
ー論、経営・管理（出世を伴い、資本家階級に属
する）に伴う中間階級（階層）論や、事務労働の
工場労働化に伴う単純事務作業労働の定着とプロ
レタリア化といった階級性を問う議論、パンチカ
ードシステム、コンピュータ化などのような労働
形態の変化を扱う議論、マイノリティや女性の雇
用、技能の低下に伴う労働力の低廉化に関する議
論、官僚制などの議論が窺える。
いずれの議論も、それぞれの職業や社会的地位

などの具体性から、プロレタリア階級に帰属する
かどうか、その意識や表現、具体的には労働組合
運動への参加やブルーカラー労働者との連帯の可
能性を問うている。研究者各々の、事務労働また
は事務労働者に対する想定も様々で、具体的な業
務に注目するか、帰属意識に注目するか、雇用形
態や出世志向に注目するかなど分析の視点も多様
である。それだけ事務労働および事務労働者の存
在が多数派かつ多様であることが理解できる。
有吉論文は、「一般に、なくてはならない存在

であるにしても、さして重要ではない要素として
扱われがち」であり、「少なくとも『俸給を支払
われる職員』という身分を共有する」（ｐ．１）一
群が事務労働者であると述べる。極めて的を射た
表現である。

⑤幸光善「現代企業における技術発展と事務労
働：H.Braverman の所説を中心として」１９７８
年９月１２

１９７８年発表の幸論文は、資本主義の発展と事務
労働者の生成、事務管理の発展と事務労働、事務
の機械化・自動化と事務労働の各々の諸点につい
て、ブレイバーマン（有吉論文のブレーバーマン
と同一人物だが、ここでは幸の表記に従う）の所
説を中心に論述し、事務労働者を多角的に解明し
ようとする。
事務労働については概ね共有できる事務作業

（伝票、読み書き計算、情報整理、オペレーター
等々）を念頭に事務労働者像が描かれているが、

１１ 以下、有吉、前掲(pp.1−22)より。引用ページは本文（ ）内に記載。
１２ 以下、幸光善、１９７８、「＜研究＞現代企業における技術発展と事務労働：H.Bravermanの所説を中心として」『関
西学院商学研究』No.7(pp.43−61)、関西学院大学より。引用ページは本文（ ）内に記載。
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１９７０年代、ホワイトカラーの増大を資本主義的企
業のなかでどのような存在ととらえるか、背後に
二大階級論を控えていることが推察できる。
・ホワイトカラーのうち、事務労働者は最大のカ
テゴリー」（ｐ．４４）。

・事務労働者の増大が「経営諸機能を労働過程に
転化せしめた」（ｐ．５１）。

・「事務労働の精神的労働と肉体的労働の分離を
促した」（ｐ．５２）。
幸論文では、「精神的労働と肉体的労働との差

異は、労働が行なわれる場所（頭脳か身体か）で
はなく、その内容が問題である」（ｐ．５３）としな
がらも、肉体的労働しか遂行しない事務カテゴリ
ーの増大を指摘し、ブレーバーマンをして「その
雇用条件においてこの労働人口は工業労働者に対
する以前のすべての優越性を失い、その賃金にお
いてもほとんど最低に下がったことを明らかにし
ている」（ｐ．６０）と述べる。
現代社会では、この一群から、「事務労働のネガ

ティブなイメージ」１３が生まれてきていると言える。

⑥江上勲「ホワイトカラー論―統計資料からの観
察―」１９７６年２月１４

江上論文は、二大階級論に対する実証的反論と
してのホワイトカラー論である。
「（ホワイトカラー論は）資本主義の発展とと

もに成長し重要な社会的勢力となった彼らの存在
意義と役割が、今後における資本主義の運命との
関連において問題視されるようになったという基
本的意義を有する」（ｐｐ．８１－８２）。
結論的には、生産力の発展と教育の普及などを

背景に、先進資本主義国のホワイトカラーはブル
ーカラーの数をしのぎ、社会的地位もブルーカラ
ーと同等になったと述べる。その根拠は、ホワイ
トカラーがブルーカラー化したのではなく、ブル
ーカラーが貧困層ではなくなったという経済の発
展を根拠とする。
・「ブルーカラーは今や社会の底辺にうごめく貧

困層ではなく、むしろホワイトカラーの大部分
とともに大衆層を形成している」（ｐ．９６）。

・「大衆は一世紀前とは比較にならぬほどの豊か
な物質的生活を享受し、むしろ都市の過密化、
公害、自然破壊、精神の荒廃等の経済的発展の
副作用に対する関心を増しつつある。」（ｐ．９６）。

・「現実の資本主義の発達は、国民の大部分に中
間的生活と意識を付与し、いわゆる中間多数社
会（middle majority society）を出現させること
により、マルクスの予想した社会の労資二大階
級への分極化とは、まったくあい反する方向に
歩みつつある」（ｐ．９６）。
江上論文では、ホワイトカラーは「もともとア

メリカの俗語」（ｐ．８２）であると前置きし、ミル
ズ（C.W.Mills）は「大企業の経営者、高級官僚
などのエリート族から百貨店の店員らにいたるま
で、・・・外出できる服装をして仕事に従事する
雇用者をすべて」（ｐ．８２）、ダニエル・ベル（Dan-
iel Bell）は「（上記に加えて）非農業の自営業主」
（ｐ．８２）、レイナー（J.Raynori）は「『経営者お
よび管理者（manager and executive）の下に位置
し、肉体労働者の上に位置する下層の非肉体的職
業集団』と限定し、その例として事務員、タイピ
スト、保険外交員、訪問販売員など」（ｐ．８２）と
定義していることを紹介する。
江上自身は、「ホワイトカラーとは、企業、行

政機関その他民間および広狭の組織に雇用され、
知的職業に従事する中間管理職またはこれと同程
度以下の地位にする人々である」（ｐ．８３）と述べ、
さらに『社会学の基礎知識』から、「ホワイトカ
ラーとは、企業や行政組織のなかの中級・下級管
理者、技術者、事務員、販売員などを総称して用
いられる。彼らは、雇用されて働く人々であるが、
筋肉労働者のような生産労働にたずさわるのでな
く人間や物に対する管理の事務を行ない、あるい
は専門的知識を組織のなかで提供する精神労働に
従事する」（ｐ．８３）１５と紹介している。

１３ 注１０に同じ。
１４ 以下、江上勲、１９７６、「ホワイトカラー論 �統計資料からの観察�」『法学論集』No.13(pp.81−106)、駒沢大
学より。引用ページは本文（ ）内に記載。

１５ 塩原勉他編『社会学の基礎知識』(有斐閣 p.265)の抜書き。
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表１ 事務作業の労働環境と労働者像の想定
温熱条件 室温と作業効率、冷暖房の影響などを調査。

ワイシャツとアンダーシャツとズボン着用
など男性銀行員を想定。

換気 都心オフィス内外の粉塵量調査。
オフィスに閉じこもって働く労働者を想定。

照明 照明の必要度。設計・製図・タイプ・計算
・キーパンチャーを想定。

騒音 オフィスの機械化に伴う騒音。キーパンチ
ャー＝事務労働者の想定。

銀行のＢＧＭ 銀行員の業務に与える影響。
事務機械化
と手指障害

腱鞘炎。簡単で同一の作業を密度高く繰り
返す業務。

銀行員の手
指の汚染

銀行員が手指を使って作業する。

出所：三浦豊彦「事務労働と労働環境」１９６９年

⑦中川勝男「事務労働者研究の一視点」１９７１年１
月１６

中川論文は、変革主体形成論や階級論などが大
いに議論されていた時代にあって、いわゆる「新
中間層論」に対抗して展開される。大衆社会論（新
中間総論、産業社会論、脱工業化社会論、情報化
社会論など）に対する有効な批判としての展開を
含むものであり、事務労働者であっても労働者階
級の一翼を担い、変革主体となりうることを主張
するものである。
中川は、生産的労働の概念検討から始まり、本

源的規定と資本主義的規定を踏まえたうえで次の
ように述べる。
・「資本主義生産のもとで、資本主義生産に組入
れられて生産手段を持たず、自らの労働力を売
って生活する者は、労働の内容、質を問わず生
産的ということで、工場労働者・事務労働者・
販売労働者等は基本的にはすべて労働者である
ということが、生産的労働の概念の吟味から導
き出されてくる」（ｐｐ．２５－２６）。

・「資本主義生産の発展過程は、同時に社会的分
業と生産の社会化の発展過程であり、それは『必
然的に生産過程をいろいろな専門、職種、職能』
に分化させていくことになる。したがって、労
働の内容、質は絶えず変化せずにはいない」
（ｐ．２６）。
中川論文では、事務労働者は最終的には「新中

間層」ではなく、労働者階級に属すると論じる。
ただし、その階級内部には歴史や社会に規定され
る階層分化が生じると述べ、階級と階層を使い分
けながら事務労働者の労働者階級としての主体性
を肯定する。
・「事務機能の厖大化・分化その中での合理化の
推進による事務労働の機械化、肉体労働化が進
行するなかで、事務労働者の歴史的な階層分化
が生じており、その結果、大多数が生活実態に
おいても、プロレタリア化しつつあるのであ
る」（ｐ．２８）。

・「労働者各層の生活過程の相異は、次には逆に
労働者の入り込むべき労働過程を規定しかえし
て、両者は循環的構造をなし、両者をひきつつ
んだ労働者諸階層が形成されることとなる」
（ｐ．２８）。

・「労働過程の歴史的変容と事務労働者層の階級
分化の実態把握を前提としてはじめて、事務労
働者の各部類の階級性とその行動との理解が可
能になる」（ｐ．２８）。

・「事務労働者が労働・生活両過程における矛盾
の激化に直面し、労働者階級の一翼としての主
体性を今後どう形成していくか」（ｐ．２８）。
この研究はテーマにもあるように「事務労働

者」論であって「事務労働」論ではないが、事務
労働を考察するに際して、労働過程（マルクス『資
本論』１７）に立ち返ることが示唆される。

⑧三浦豊彦「事務労働と労働環境」１９６９年１０月１８

この研究は、生産現場の労働環境に対して、事
務作業が行なわれるビル（オフィス）の労働環境
とそこに働く労働者の健康と働きやすさに関する
研究で、数人の被験者に対して一定の条件を設定
しその分析を行なう。その被験者と環境から（下
記）、一定の「事務労働者像」が垣間見える。

１６ 以下、中川勝男、１９７１、「事務労働者研究の一視点」『唯物論』No.16(pp.23−29)、唯物論刊行会・札幌唯物論研
究会より。引用ページは本文（ ）内に記載。

１７ Ｋ．マルクス『資本論』第３篇第５章第１節。
１８ 以下、表１も含めて、三浦豊彦、１９６９、「事務労働と労働環境」『銀行労働調査時報』No.235(pp.30−42)、銀行
労働研究会より要約。
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「事務労働」をキーワードとする数少ない論文
ではあるが、労働環境と健康問題を取り扱う論文
であり、筆者の問題意識とは文脈が異なる。１９６９
年の論文でもあり、報告された雑誌から察すると、
銀行の労働組合の課題として事務労働者の労働条
件改善を議論するために調査研究がなされたもの
と思われる。

⑨中岡哲郎「事務労働の分析（組織と人間―７―）」１９
６９年６月１９

区役所の業務を工程毎に描写しつつ、論文テー
マどおり、事務労働を分析したものである。根底
には、事務労働が生産的労働であること、工場労
働と全くかわりないものであることが綴られる。
・「事務労働というものが本質的には工場労働と
全くかわりないこと。したがって工場を成立さ
せる原理にしたがって、事務工場を作りあげる
ことが可能である」（ｐ．１０４）。

・「われわれが通常、『組織』という名で呼ぶ分
業と協業の糸の中をつらぬく仕事の流れにそっ
て事務工場は成立する。つまり事務工場を成立
させるものは分業にもとづく協業なのであり、
事務所の原理と同じである」（ｐ．１０６）。

・「分業による協業が発達するかどうかは、結局
何でも屋的人間の協業よりそれを分業にした方
がコストが下がるかどうかできまる。…分業の
経済的採算点をきめるもっとも重要な要因は、
事務の絶対量とおそらく等質性…」（ｐ．１０６）。
中岡論文の主張はさらに、「頭脳労働」を「誤

解」、「無意味」と記し、事務労働に含まれる判断
の質に言及する。
・「事務労働では判断が作業と対等以上の比重を
持つ。しかし、そのことをもって事務労働を精
神労働、直接生産労働を肉体労働というふうに
分類できるかどうかということは全く別の問題
である」（ｐ．１０５）。

・「労働そのものの本質的内容においても、事務
労働と直接生産労働の間には、何等区別はない
…多くの小規模な事業所において、事務労働が

何でも屋的な不定形な労働にとどまっているの
は、それが多くの人が誤解しているように『頭
脳労働』であるからではない。それらの事業所
に於ては、工業的分業を採用することが採算に
合うほど同質事務量が多くないからにすぎな
い」（ｐ．１０７）。

・「典型的な事務労働の中で要求される判断の質
は、直接生産過程の典型的な熟練労働の中で、
対象となる自然現象の構造に媒介されて要求さ
れる判断よりも、はるかに単純で数も少ないの
だ。…事務労働を、それが判断を主要部分とす
る労働である故に頭脳労働であるとする見解は
殆ど無意味に近い」（ｐ．１０９）。
中岡論文では、「事務労働を精神労働、直接生

産労働を肉体労働」という安易な二分化を否定す
る。事務労働を「労働そのものの本質的内容」か
ら導き出すことが課題とされており、筆者前稿で
試みた事務労働の普遍的性格へのアプローチと同
様の問題意識にある。

⑩芝田進午、他「事務労働論（報告と討論）」１９６６
年８月２０

芝田論文の公表が１９６６年で、所収誌が『銀行労
働調査時報』であるように、銀行労働者の労働運
動、事務労働の合理化に対する反合理化闘争が背
景にあると思われる。また、社会主義思想が理想的
に語られていた当時にあって、労働の使命感がい
わゆる「サラリーマン化」によって失われつつある、
という気分感情を背景にしているようでもある。
芝田論文では、「労働」と「事務労働」の関係

を労働過程（マルクス『資本論』）に依拠しなが
ら整理している。
最初に、人間が自然に対して働きかける過程を

「労働の技術的過程」（以下、この項の引用は
ｐ．４７）と表わし、「人間が人間の自然との物質代
謝を自分自身の行為によって媒介し、規制し、制
御する一過程」であると説明する。さらに、人間
が相互に協働しあう過程を「労働の組織的過程」
と表わし、「どのような労働も分業・協業の関係

１９ 以下、中岡哲郎、１９６９、「事務労働の分析（組織と人間�７�）」『現代の理論』No.6(pp.104−111)、現代の理論
社より。引用ページは本文（ ）内に記載。

２０ 以下、芝田、前掲(pp.46−57)より。引用ページは本文（ ）内に記載。
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にあり、また指揮労働と被指揮労働という関係に
あり…後者から前者へ『情報』が流れるわけであ
り、またこの情報の流れによって、分業と協業の
統一がより能率的に行なわれる」と説明する。
したがって、単純な労働過程が同時に「情報」

の流れる過程であり、工場の生産過程では伝票が
流れる。そのことは同時に、コミュニケーション
過程であるとも説明する。
つまり芝田は、「事務労働」とは「『情報』を分

析し加工し記帳し制御する労働であると考える」
ことによって「労働過程そのものが『情報』の流
れる過程」であると認識する。すなわち、「『事務
労働』は本来、労働一般のうちに未分化のまま含
まれて」おり、「労働の高度化、複雑化にともな
い、分業の一環として特殊に『情報』を分析・加
工し記帳し制御する労働が分化した」ととらえら
れるのである。

Ⅲ．事務労働概念の変遷
以上に検討した論文からもわかるように、年代

の新しい研究ほど、事務労働という名称で括られ
る職場やそこで働く人々の業務を以て事務労働と
言い、それを所与の前提として論じている。この
傾向は、事務労働のタテ割り研究としては発展す
るものの、横断的な状況を踏まえた本質の追究に
は向かいにくい。
遡って初期の研究では、「労働とは何か」とい

う労働一般を対象とする問いかけの延長から、事
務労働の本質に迫る議論が見受けられる。しかし
ながら、労資の二大階級論という時代の争点を背
景に、本質に触れる事務労働概念の形成が未完の
まま今日に至ったように思える。
その後、労資二大階級論から様々な階層論へと

展開する議論が現れ、「事務労働者は労働者階級
である」という方向に結論づけようとする論と「事

務労働者は労働者階級ではない」という反論、さ
らには「事務労働者は新たな階層である」という
議論が混在するようになる。いずれの議論も事務
労働者論であり、論者各々が予定の結論を導き出
すことを主眼として展開される。
これらの議論の周辺には、「精神的労働」対「肉

体的労働」や「頭脳労働」対「肉体労働」といっ
た安易な二分化の議論も登場し、その延長上には、
「管理業務」対「事務作業」や「知的労働」対「補
助労働」というように事務労働自体を二分化する
議論も登場する。
だが、二分化される以前に未分化であったこと

を踏まえるなら、肝心なことは、二分化されたよ
うに見える労働がどのような分業と協業の関係に
あって存在しているのか、その存在の仕方を追究
することではないだろうか。
ひとまず、森田論文や三浦論文で紹介されたオ

フィス機器オペレーター、クラーク、銀行員など
が事務労働者に違いないことと、自らの労働力を
売って生活する以上、事務労働者も「基本的には
すべて労働者」２１であるということを基本的な認
識として、先行研究から事務労働概念の一定の整
理を行なってみたい。
芝田は、「『事務労働』は本来、労働一般のうち

に未分化のまま含まれる」２２と述べ、中岡は、事
務所の機能を工場に見立て、「分業と協業の糸の
中をつらぬく仕事の流れにそって事務工場は成
立」２３すると述べる。したがって中岡は、「労働そ
のものの本質的内容においても、事務労働と直接
生産労働の間には、何等区別はない」２４と加える。
つまり、どんなに小規模な組織や事業体であっ

ても、あるいは一人で行なう労働であっても「事
務作業労働と管理業務が未分化」２５なまま内包さ
れているという解釈を前提とできる。このことは、
現実の資本主義的企業にあっては、事務労働が「資
本家の機能としての管理監督労働」２６を遂行しつ

２１ 中川、前掲(p.26)
２２ 芝田、前掲(p.47)
２３ 中岡、前掲(p.106)
２４ 中岡、前掲(p.107)
２５ 井上圭二、前掲(p.307)
２６ 井上秀次郎、前掲(p.94)
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つ「企業の目的に貢献」２７することと矛盾しない。
したがって、そこに働く事務労働者は「資本家の
機能を担うが、同時に賃労働者である」２８という
二重の規定が成り立つ。
生産力の発展に伴い組織の規模が大きくなると、

「事務の絶対量」２９が増え、業務内容の「等質化」
３０が増す。それに伴い、管理業務と事務作業労働
はますます分化しつつ顕在化して機能する。事務
労働は、これらの現象形態を以て一つの本質を構
成する。そうして、事務労働者の増大が「経営緒
機能を労働過程に転化せしめ」３１、一つの組織内
においては「協業の一環として生産的労働」３２と
なり、社会においては「社会的分業の一環として
の生産的労働」３３として機能しているのである。

終わりに
近年、大小様々な組織と制度が交差し、社会の

仕組みが複雑さを増してきたように思えるが、そ
れに伴い、日常生活のなかにも様々な事務労働が
複雑多様に存在するようになった。労働の場に限
らず、町内会やＰＴＡ、サークルやお稽古事など、
日常生活に根付く組織にも必ず事務労働が存在す
る。事務労働なしには当初の目的は遂行されない。
職域別には、それぞれに専門特化した事務労働

が事務部門を形成し、相対的に独立した労働過程
を形成している。医療労働における医療事務は、
医療機関内部に止まることなく健康保険制度の現
実的な機能を担う重要な位置にある。学校事務も
また日本の教育制度に則り、文科省の動向を察知
しながら教育を受ける権利を現実のものとする。
大学事務では要求される業務内容の特性から、修
士課程修了者など研究的力量を有する者を事務職

員として雇用する傾向が生まれてきた。それぞれ
の職域において、事務労働は高度な専門性が問わ
れるようになってきた。
国や地方自治体における公務労働は、出生から

死亡まで国民一人ひとりが社会的個人として生活
することを支える事務労働の大規模な集積である。
今日的話題である年金の「事務処理」では、年金
制度を運営する事務システムの全体像と個々の事
務労働の在り方が国民の基本的人権との関係で問
われている。年金に限らず、国民の支え合いであ
る社会保障・社会保険の諸制度は事務労働の連鎖
と協業によって機能する。
こうして、「一般に、なくてはならない存在で

ある」３４ことがわかっていながら、「さして重要で
はない要素として扱われがち」３５な事務労働が分
化と統合を重層的に繰り返し、我々の社会的相互
依存関係を無意識のうちにも一層緊密に形成して
ゆく。
つまり、「事務労働とは何か」を問うというこ

とは、この社会的相互依存関係の網の目を解きほ
ぐすことにも等しい。また、その網の目を知るこ
とによって、組織のマネジメントが存立し適切に
機能する。
さしあたっては、自分が所属する組織の社会的

相互依存関係に無意識に位置する労働者であるこ
とを止め、意識的に位置する当事者であることが
求められよう。どのような網の目がどのように存
在し、どのような関係を築きつつあるか、それ自
体が事務労働の産物であり、その再構築と参加の
道筋もまた事務労働の所産である。

（かわぐち けいこ、大阪健康福祉短期大学教授）

２７ 井上圭二、前掲(p.307)
２８ 井上秀次郎、前掲(p.94)
２９ 中岡、前掲(p.106)
３０ 中岡、前掲(p.106)
３１ 幸、前掲(p.51)
３２ 井上秀次郎、前掲(p.93)
３３ 井上秀次郎、前掲(p.93)
３４ 有吉、前掲(p.1)
３５ 有吉、前掲(p.1)
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オオババママ政政権権のの医医療療改改革革動動向向
�山 一夫

はじめに
米国の医療政策の歴史は、平時において医療制

度の包括的な改革がいかに困難であるか、雄弁に
物語っている。変革を合言葉に、国民的な期待を
背負って成立した民主党オバマ政権も例外ではな
い。上下両院間での法案調整が進まないなか、本
年１月のマサチューセッツ州上院議員補欠選挙に
おいて共和党が勝利したことは、制度改革論議に
おける転機となった。大統領は１月２７日の一般教
書演説で改革の継続を訴え、民主党指導部も予算
法案化（reconciliation）による成立を検討してい
るものの、当初政権が掲げた包括的な改革ではな
く、部分的な制度の手直しでおわる可能性もでて
きた。
本稿では、まず医療制度改革の背景として医療

保険制度と医療費の現状を示し、次いでオバマ医
療改革の経緯と概要を述べる。その上で、利益団
体によるロビイングや世論操作、また連邦制に起
因する州間格差といった、制度改革を困難にして
いる要因を指摘したい。

１、医療保険と医療費
オバマ政権が推進する医療制度改革は、“Stabil-

ity and Security for All Americans”との標語に
示されるように、無保険者を減らし、医療費を抑
制することを、政策目標に掲げている。本節では、
改革の背景をなす医療保障と医療費について、最
近の状況を整理する１。
センサス局の調査によれば、２００８年の無保険者

数は４，６３４万人、対人口比１５．４％と、統計をとり
はじめた１９８７年以降、最悪の水準にある。無保険

者の属性から注目されることは、第一に、ヒスパ
ニック系が３１％と突出しており、このこととも関
連して、地理的には南部および西部地域において
無保険比率が高いことである２。州ごとのばらつ
きはさらに大きく、マサチューセッツ州の７．１％
からテキサス州の２４．９％まで、３倍以上の開きが
ある。こうした州間格差の理由として、産業構造
・就業構造の地域的多様性だけでなく、医療保険
業がそもそも州政府の所管であることを指摘でき
よう。
いまひとつ注目すべきことは、フルタイム労働

者に占める無保険者の割合が１８．７％に達すること
である。米国では、勤労世帯の大半が、雇用先を
通じて民間医療保険に加入する。しかし、ハワイ
州やマサチューセッツ州などを除き、企業側には
医療保険を提供する義務はない。そのため、企業
規模や産業分類によって、従業員に対する医療保
険の提供状況には、大きな格差がみられる。カイ
ザー・ファミリー財団の調査によれば、提供率と
企業規模には関連があり、従業員数２００名以上の
大企業の提供率が９８％であるのに対して、１９９人
以下では５９％にとどまる。また、産業分類では、
製造業の８０％に対して、小売業５３％、サービス業
５６％である。興味深いことに、ヘルスケア部門は
５３％と、小売と並んで最下位である３。
従業員向け医療保険給付は、企業側からすれば、

労務管理上の利点と福利厚生費に係る負担との両
面を併せ持つ。そのため、不熟練で代替が容易な
労働力に依拠する産業で、企業規模が小さく、労
働組合も不在ないし弱体な企業では、提供されな
い傾向にある。しかしまた、カイザー・ファミリ
ー財団の調査において、企業が医療保険を提供し
ない理由として、医療保険料が高すぎるとの回答

１ 米国の医療保険制度の概要や問題点について詳しくは、�山一夫「アメリカ合衆国における医療格差」（松田
亮三編（２００９）『健康と医療の公平に挑む』勁草書房に所収）を参照。
２ U.S. Census Bureau (2009) Income, Poverty, and Health Insurance Coverage in the United States: 2008.
３ Kaiser Family Foundation (2009) Employer Health Benefits 2009.
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が６２％と、他の回答を圧倒していることにも注目
したい。事実、医療保険を提供している企業の負
担は、扶養家族加入型の場合、平均して年額９，８６０
ドル、負担割合は７３％に達する。
他方、家計にとっては保険加入だけでは十分で

はない。なぜなら、高額な保険免責や保険金支払
額の上限設定、既往症等に対する給付除外など、
保険給付が不十分な「一部保険」�もとは損害保
険の用語である�が少なくないからである。一部
保険者の推計には幅があるものの、少なくとも
１，０００万人以上が該当すると考えられる。無保険
や一部保険は、次に述べる医療費の高さとあいま
って、家計破綻の主因をなしている。２００７年には
個人破産に占める医療費破産の比率が６割を超え
たという４。
無保険者が増加したことの背景には、医療保険

料の高騰、すなわち医療費の増大がある。そこで、
医療費の動向に目を転じると、米国の医療費は
２００９年に２兆３，３８７億ドル（国民１人当り７，７８１ド
ル）、対国内総生産比１６．２％と、過去最高の水準
である５。
米国の医療費が突出している政治経済的な理由

として、価格統制の不在や管理費の膨張といった
制度上の要因に加えて、いわゆる医療営利化（for
−profit medicine）の進展をも指摘したい。米国で
は、医薬品や医療機器、医療保険、医療関連サー
ビス業はもとより、医療施設自体が株式会社形態
をとり、あるいは企業家的医師によるベンチャー
事業として運営されるものも少なくない。地域的
には、公的な医療保障制度が弱い地域、例えばテ
キサス州において、営利医療施設の比重が高い。
医療の営利化を象徴する指標は、医療企業トッ

プの破格の報酬であろう。なかでも２００６年にユナ
イテッドヘルス社のマクガイア元会長が手にした
退職給付�ゴールデン・パラシュート�は史上空
前の１１０億ドルに達し、その妥当性、合法性をめ
ぐって、証券取引委員会が取り調べる事態となっ
た（翌年に４８億ドルの支払で和解）。
医療産業の成長は、比較的労働集約的な産業部

門であることから、雇用創出という役割をも果た
している。労働統計局は、２００８年後半以降の景気
後退局面にあって、医療部門で６３万１，０００人の新
規雇用が創出されたとコメントしている６。医療
産業の成長による雇用創出については、日本でも
期待されるところである。

２、オバマ医療改革の特徴
オバマ医療改革の内容については、本誌２９号の

石塚論文に詳しい。以下では、いくつかの特徴と
２０１０年２月時点での状況について、簡単に整理す
る。
オバマ医療改革の特徴は、第一に、市場競争と

財政中立を重視していることである。公的医療保
険（パブリック・オプション）創設の目的も、単
に無保険者を減らすことだけではなく、地域独占
色の強い医療保険市場に競争を持ち込むことを目
的している。このことは、政権発足直後に開催し
た医療サミットにおいて、シングル・ペイヤー制
度�単一の公的医療保険制度による普遍的な医療
保障�を求める団体が排除されたこととも符合す
る。また、財政中立という理念から、予防重視、
医療 IT化の推進、医療過誤訴訟制度改革といっ
た医療効率化策が強調されている。しかしこれま
での実証的知見によれば、これら施策によって医
療が効率化する保障はない。
特徴の第二は、超党派的な合意形成を重視して

いることである。クリントン政権時の医療改革に
おいては、ヒラリー現国務長官を長とするタスク
・フォースによるトップダウン式の手法に対して
民主党内部からも反発を招き、結果的に改革法案
は委員会すら通過しなかった。対してオバマ改革
では、当初の想定より時間がかかっているものの、
上下院ともに本会議を通過しており、両院協議会
での調整作業がなされる段階に至っている。
とはいえ、超党派的合意を重視する政治手法は、

第三に、かえって包括的な医療改革の実現可能性
を難しくする。このことは、共和党および民主党

４ Himmelstein, et al.(2009) “Medical Bankruptcy in the United States, 2007” The American Journal of Medicine,
122 (8), 741−746.
５ http://www.cms.hhs.gov/NationalHealthExpendData/downloads/tables.pdf（最終閲覧日：２０１０年２月５日）
６ BLS, Employment Situation Summary, ２０１０年１月８日付。
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保守派への配慮色が強い上院法案から伺うことが
できる。上院財政委員長バウカス議員によれば、
上院法案は２年間にわたり財政委員会が開催した
２０回を超える公聴会と２００８年６月に議会で開催さ
れた超党派医療サミットを経て、２００８年１１月に取
りまとめられた改革試案を元にしているという。
その意味では上院法案は慎重な討議に基づくもの
であるが、しかし合意形成を重視した結果、公的
医療保険の創設や従業員医療給付の義務化が見送
られ、試算では改革後も２，０００万人以上の無保険
者が残るという点では、無保険者問題の解決には
ほど遠い改革案ともいえる。医療経済学の泰斗フ
ックスは、早くから包括的改革の実現には否定的
であり、医療保険に対する規制や技術評価といっ
た部分改革に期待すべきだと主張している７。
上下院の法案は、財源調達でも対照的である。

下院法案では富裕層に対する課税強化を盛り込ん
でいるのに対して、上院法案では高額医療保険（高
所得者に対するメディケア保険料引き上げを含
む）に対する課税を財源に充てている。形式的に
は「税か保険か」でしかないが、しかし負担増と
なる世帯の幅が大きく異なる。下院法案では基本
的に年収５０万ドル以上の者（世帯所得１００万ドル）
が対象であり、しかもこれら最富裕層にとっては
５．４％の税率引き上げでしかない。対照的に上院
法案でいう高額医療保険（キャデラック・プラ
ン）とは、個人型８，５００ドル（家族型２３，０００ドル）
であり、必ずしも富裕層向けの医療保険ではない。
新たな医療保険課税に直面する世帯は３，１００万世
帯になるとの試算もある。また、これら高額保険
には労働組合が支援するものも少なくなく、課税
対象プランの見直しや課税延期などをめぐり、労
組と民主党のあいだで交渉が難航した。

３、改革を阻むもの
米国の立法過程においては、政治献金やロビイ

ング、テレビ CM等を用いた世論操作などのかた
ちで、特殊利益団体（special interest group）が盛

んに介入を行う。オバマ大統領自身、大統領選挙
戦に要した政治資金の４分の３を企業および富裕
層献金に依拠しており、また、上院財政委員長バ
ウカス氏に対する政治献金の首位は製薬企業
Amgen社の１３０万ドルであった。他の先進各国と
は異なり、企業献金・政治献金が基本的に合法で
あることが、米国における「政治の買収」を制度
的に可能としている８。
特殊利益団体の政治介入は、医療政策の場合も

例外ではない。むしろ、ロビイングや意見広告に
要する支出額でみれば、医療分野でこそ政治の買
収を強くみることができる。政治経済学の立場か
ら医療問題を批判的に研究している政治学者ナバ
ーロによれば、米国の医療政策は「企業�保険者
連合」（Employer−Insurer Alliance）の利害を軸に
形成されており、医療営利化と金権政治化は同時
に進行するという９。
オバマ医療改革においても政治介入は活発であ

る。特殊利益団体による政治献金とロビイングを
監視している非営利組織 Center for Responsive
Politicsによれば、改革論議が本格化した２００９年
は医療業界のロビイングがきわめて活発で、５億
５，０００万ドルが支出された。なかでも医療保険業
界は前年度比２４％増と突出しており、支出額では
ウェルポイント社、増加割合ではヒューマナ社（い
ずれもマネジドケア）が首位を占めた１０。
保険会社と中小企業主によるテレビCM等を用

いた世論操作も露骨である。２００９年は、エトナ社、
シグナ社、ヒューマナ社、ユナイテッドヘルス社、
ウェルポイント社など、米国を代表する保険会社
が、中小企業団体である全米商工会議所と連携し
て、テレビCMだけで１，０００万から２，０００万ドルを
支出している。これらテレビCMは、オバマ改革
は社会主義的であり、新たな負担増と医療への政
府介入�終末期医療に対する「デスパネル」�も
もたらすとのメッセージを発し続けた。２００９年夏
に各地で開催されたタウンホールミーティングに
おいても、保険会社から資金提供を受けた個人に

７ Fuchs (2009) “Four Health Care Reforms for 2009”, New England Journal of Medicine, 361 (18), 1720−1722.
８ 軽部謙介（２００９）『ドキュメントアメリカの金権政治』岩波新書に詳しい。
９ Navarro (2008) “The Politics of Health Care Reforms in U.S. Presidential Elections”, International Journal of

Health Services, 38 (4), 597−606.
１０ なお、２０１０年１月２１日に連邦最高裁判所は、企業による無制限の政治献金は合憲との判断を下した。
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よる改革批判が連呼されたという。
他方、医薬品産業は、バイオ医薬品等に対する

特許期限の適用除外など、業界の主張が盛り込ま
れているとして、米国研究製薬工業協会 PhRMA
は改革に支持を表明している。対して医療危機産
業は、とくに上院法案において医療機器課税が含
まれていることを批判している。医療機器産業関
連銘柄の株価をみると、マサチューセッツ補選の
結果を受けて、改革の頓挫期待から株価が急騰し
ている。反対に医薬品銘柄の場合、改革の頓挫が
メディケア診療報酬の大幅削減をもたらすとして、
株価は不安定な動きをしている。
ナバーロのいうように、米国で包括的な医療政

策の実現を困難にしている大きな要因は、特殊利
益団体の介入である。ただし、マサチューセッツ
州補選をみると、改革の妨げはそれだけではない。
当選した共和党ブラウン議員が述べたように、マ
サチューセッツ州のような独自の医療改革を進め
た州にとっては、連邦レベルの改革は単なる負担
増でしかない。無保険者のところで触れたように、
米国では連邦制の下で、医療保障の面でも著しい
州間格差が存在している。そのため、州間での財
政調整、さらには連邦政府による州権限の先占を
嫌う世論が、全国的な医療改革を妨げる政治的要
因として無視し得ないわけである。現に２００６年の
州医療保険制度改革に対して、ブラウン議員は賛
成票を投じている。
成熟した医療産業の存在、政治の買収と世論操

作、さらには連邦制といった要因が存在するなか、
米国では包括的な医療制度改革は不可能なのであ
ろうか。ひとつの注目は、医師の７割が公的保険
に賛成し、米国医師会もオバマ改革を支持してい
ること、また、進歩的労働組合（SEIUや CNA）
がシングル・ペイヤーによる国民皆保険制度を主
張していることが、改革の推進勢力として期待で
きる。さらに、先にあげた Center for Responsive
Politicsや Kaiser Family Health Foundationなど、
非営利組織が医療政策を監視し代案を提案する、
いわゆるアドボカシーを展開していることも、長
い目で見れば米国の世論を喚起し、制度改革の追
い風としての役割を果たすことが期待される。

おわりに
オバマ改革は現在進行形であり、その最終的な

結末と現場に及ぼす影響については、今後とも注
目しなければならない。アメリカの医療制度を他
山の石として学ぶとともに、医療団体および非営
利組織による政治運動とアドボカシーについては、
積極的に学ぶべき点も多いと思われる。おりしも
日本の医療政策が不透明性を増すなか、非営利・
協同総合研究所が果たすべき役割も大きいものが
あろう。

（たかやま かずお、京都橘大学現代ビジネス学
部准教授）
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生命保険料収入の国別シェア（２００８年）

（資料）スイス再保険 "sigma No.３／２００９"および過年度
号より作成

米国生保の保険料収入事業分野別構成

（資料）米国生保協会ファクトブックより

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国のののののののののののののののののののののののののののののののののののののののの生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場場
米国は世界最大の生保市場です。生命保険料収

入の国別シェアで世界の生保市場を見ますと、米
国が２３．７％で１番大きく、日本（１５．６％）、英国
（１１．７％）が続きます。その他の国も含めた上位
１０カ国で世界の保険料収入全体の４分の３を占め
ます。
生命保険は先進国の産業と言えます。生活にあ

る程度の余裕がないと、生命保険への加入を考え
る余地がないということなのでしょうか。ただし
近年は、米国、日本のシェアが下降し、中国、イ
ンド等が上昇しています。生命保険の成長過程に
入った新興国が増えてきています。

私は、米国生保市場はわが国生保市場のおよそ
１０年、先を行く先行指標市場であると思ってきま
した。欧州各国の生保市場は遺族保障のウェイト

が低く、貯蓄・投資オンリーの市場で、わが国生
保市場との類似性があまりありません。それに対
し、米国は保障が重視されている市場で、わが国
市場との類似性を有しているからです。
ただし近年は、市場間の連動性が高まっており、

１０年も先を行くという感じではなくなってきまし
た。我が国の生保会社４６社のうち１０社が米国系生
保会社です。この前の金融危機の時には、米国で
不調に陥った会社の日本法人が新規販売を停止す
るなど、一方の状態が悪くなると、もう一方も影
響を受ける、連動性のある関係になってきました。
保険料収入で見た事業構成では生命保険、年金、

医療保険が、それぞれ一定のウェイトを持ってい
ます。

米国生保市場の特徴としては、公的健康保険が
ない国の生保事業として、わが国生保市場に比べ、
医療保険分野のウェイトが高いことがあげられま
す。米国は、医療保障は、勤め先が提供する団体
医療保険でカバーする社会です。死亡保障の生命
保険についても、勤務先で加入できる団体保険の
ウェイトが高い市場です。日本的な遺族保障は団

第１２回自主共済組織学習会報告

米米国国のの生生命命保保険険とと生生命命共共済済

松岡 博司
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個人生命保険新契約の商品種類別構成比の長期トレンド（新契約年換算保険料による）

（資料）LIMRA INTERNATIONAL "U.S. Individual Life Insurance Sales Trends, 1975-2008"

体保険で賄っておいて、個人が契約する生命保険
は所得移転等のために入るといった意味合いが強
いようです。
米国生保市場の市場参加者（２００８年末）は９７６

機関です。保険会社の監督が各州により行われ、
各州ごとに免許や商品認可を受けるため、会社数
が多くなる傾向にあります。そのため、グループ
という目で括り直して上位１００グループの市場占
有率を見ますと、上位１００グループで市場のほと
んどをカバーしているという形になります。近年、
合併等の動きがあり、機関数は減少しています。
市場参加者の組織形態的を見ると、全体の約４分
の３が株式会社、１４％が相互会社、１０％が共済（フ
ラターナル組合）となっています。

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国のののののののののののののののののののののののののののののののののののののののの生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命命保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保保険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険険のののののののののののののののののののののののののののののののののののののののの特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特特徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴徴
個人生命保険の分野での売れ筋商品の推移を見

たものが次のグラフです。
いろいろな商品名が出ていますが、終身保険、

定期保険は、生命保険制度が始まった頃からある
伝統的な生保商品で、わが国にも同じ商品名で存
在します。この二つの商品は死亡のための保険で
す。終身保険は契約期間に期限がなく、保障が継

続し、保障対象の方が亡くなったときに死亡保険
金が支払われます。定期保険は、保険期間が定期
で、１０年とか２０年というふうに一定の範囲に定ま
っています。いずれは必ず死亡保険が支払われる
終身保険よりも、この期間だけ保障しますという
定期保険のほうが保険料は安いわけです。

形態別保険会社数（０８年末）

（資料）米国生命保険協会 ファクトブックより
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もともと米国生保市場では、終身保険が販売の
ほとんどを占めていました。しかし１９８３年ごろか
らユニバーサルライフという商品が登場し、販売
シェアを高めてきました。１９８０年当時、米国では
金融革命といわれる時期がありました。短期金利
が大変高くなり、証券会社や銀行が提供する、短
期金利に基づく利回りを与えるMMFですとか
定期預金ですとか、そういう新商品に人気が集ま
りました。消費者は、保険会社に大量の保険料を
預けておく必要はないんじゃないか、保険料の安
い定期保険だけ買って、余ったお金は投資に回そ
うよと。終身保険と定期保険の保険料の差額につ
いては、もっと利回りのいい証券会社や銀行の商
品に預けようじゃないかということが行われたん
です。そのため、当時の主力商品だった終身保険
は売れなくなり、保険会社が預かる資金の量が減
少してしまいました。資金が流出してしまった米
国の保険会社は困りまして、じゃあ定期預金とか、
そういう商品に負けないだけの金利、利率をつけ
てお金を預かる定期預金みたいな、そういう貯蓄
部分を持った保険商品を作って、その定期預金部
分に定期保険をくっつけ、毎月毎月の定期保険の
ための保険料は、その定期預金から引き出します
と、こういうイメージの商品を、仕組みを作った
んです。貯蓄部分からのお金の出し入れは自由と
いう、本当に定期預金を作っちゃったんですね。
これが受け、生保会社の個人保険の中で、ユニバ

ーサルライフがかなり大きなウェイトを占めるよ
うになりました。ここ１０年ほど、このユニバーサ
ル保険をなんとか日本に導入してみようじゃない
かということで、日本の法制度の中で、明治安田
生命の「ライフアカウント」、朝日生命の「保険
王」など、各社が考えて作ったのが、アカウント
型商品と総称される商品です。
もう一つ、変額ユニバーサル保険という商品が

あります。１９９０年代、米国では株式市場が大変好
調になりましたので、米国の人たちの間に、投資
マインドというか投資熱が強まりました。そこで
そうした投資ゴコロに対応しようということで、
ユニバーサル保険の貯蓄部分を、定期預金ではな
く投資信託に変えてしまったものが変額ユニバー
サル保険です。預かった保険料を運用し、儲けは
預かり金の増加という形でお客様に返しましょう
と。その投資信託から定期保険の保険料を払って、
死亡保険をつけましょうというわけです。変額ユ
ニバーサル保険は、米国株式市場の活況とともに
販売シェアを拡大しましたが、金融危機に伴う株
式市場の混乱を受け、最近は縮小しています。変
額ユニバーサル保険は、まだわが国には出てきて
おりません。日本の株式市場は芳しくない状態が
続いてきましたし、そんな中では消費者ニーズも
ないだろうということでしょうか。

個人生命保険のチャネル別販売シェアの推移

（資料）LIMRA International 各種資料より作成
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米国の生保市場でも、わが国と同様、営業職員

による販売が中心です。米国ではエージェントと
呼んでいます。死亡保険を売ろうとすると、どう
しても説明を丁寧にしたり、ニーズの喚起に時間
を費やしたりということが中心になります。そう
した販売には対面販売が向くということでしょう。
日本は女性営業職員が営業職員の中心ですが、

米国では男性営業職員が多くて、最近ようやく女
性営業職員が増えてきています。
米国では専属エージェントが減少し、独立エー

ジェントが増加しています。専属エージェントと
いうのは、Ａ社の営業職員はＡ社の商品だけ売る
という１社専属制の営業職員です。これに対し、
独立エージェントは、Ａ社の商品もＢ社の商品も
売りますよというような、乗合いのエージェント
です。米国の個人生命保険ではその独立エージェ
ントの販売シェアが増え、専属エージェントのシ
ェアを上回る状況になっています。
ちなみにわが国では、保険業法により、営業職

員は１社専属制が求められています。代理店につ
いては、１社専属制が原則ではあるのですが、１９９６
年の保険業法改正以後、一定の条件を満たす代理
店については、乗合代理店になることが認められ
ています。
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米国生保市場では、変額年金、定額年金合わせ

た個人年金が急激に成長しました。米国生保市場
では、従来からの生命保険、死亡保険のマーケッ
トの上に、個人年金のマーケットが重なってきて、
今日では、生命保険マーケットと個人年金マーケ
ットが入り混じった状態となっています。
９０年代後半以降の米国生保市場では、個人年金
ビジネスを重視した生保会社が、大きく伸びまし
た。生命保険を重視していた会社は、相対的にシ
ェアを落としました。米国で、生保ビジネスで成
功したければ、個人年金マーケットをまず狙おう
と。その個人年金マーケットでの販売の仕方も、
銀行による販売が狙い目だと。米国の生保市場に
は９０年代以降、欧州の生保会社がたくさん参入し

ました。フランスのアクサですとか、ドイツのア
リアンツですとか、オランダの INGですとか、
わが国にも参入済みの会社が米国市場に参入しま
して、今では上位１０傑に入るぐらいの勢いになっ
ております。彼らの参入の一つの手段は買収です。
買収により、一気に大手会社としての地位を占め
るようになりました。
営業職員（エージェント）が販売の中心である

生命保険とは様相を異にして、個人年金の販売で
は、銀行や証券会社が重要な販売チャネルとして
の地位を占めています。個人年金は、死亡保険で
はなくて、投資貯蓄商品ですから。変額年金の販
売では株式ブローカーや証券会社が大きなシェア
を持っています。定額年金の販売では確定利回り
の商品ですから、銀行が大きなシェアを持ってい
ます。
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リーマンショック後の金融危機の中で、米国生

保市場では販売が低迷しました。過去半世紀ぶり
の落ち込みなどという表現が使われていました。
特に、生命保険の販売はマイナスが大きく、特

に株価に連動して価格が変わっていく変額ユニバ
ーサル保険が全然売れなくなりました。それに対
し、伝統的な定期保険や終身保険の落ち込みは小
さいものでした。
個人保険におけるほどではありませんが、個人

年金でも、変額年金を中心に販売業績がふるわな
くなりました。先ほど話しましたように、９５年ぐ
らいからの米国生保市場では、変額年金が生保会
社の成長をもたらしてきたのですが、金融危機の
中ではこの変額年金事業がアキレス腱となりまし
た。わが国でも同様なのですが、変額年金の販売
においては、顧客への魅力を高めるために、死ん
だ場合に払う金額や解約返戻金などに最低保証を
つけて販売されています。金融危機の中、運用環
境が悪化したため、保険会社が仮に最低保証を実
行するならば、預かっている資産額以上のものを
お客さんに返さなければならないという事態にな
って、生保会社の経営への懸念を高めることにな
りました。最低保障コストがドカンと表面化した
わけです。
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このため、変額年金を中心事業として高い成長
を享受してきた会社ほど、金融危機の中では厳し
さを味わうことになりました。わが国でも、こう
した最低保証コストの問題で、変額年金を売り止
めにした会社がたくさんあります。
株式投資等、投資の損失も発生しました。保険

会社の自己資本は、持っている資産の額から自分
が責任として請け負っている負債の額を引いたも
のなのですが、これが縮小してしまいました。銀
行が流動性不足への懸念から経営悪化したことへ
の類推から、保険会社もそうなるんじゃないかと
いうことで懸念を持たれて、上場している生保会
社の中には株価がどんどん下がったものもありま
した。
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米国には、フラターナル組合という組織があり、

生保会社と同様の商品を消費者に提供しています。
米国においてはフラターナル組合が共済組合とし
ての立場にあります。米国生保協会の統計では、
２００８年末時点では、全米に９５のフラターナル組合
があります。フラターナル組合の大多数は小規模
なものですが、中には、上位生保５０傑の中にラン
クインするような大規模なフラターナル組合もあ
ります。フラターナル組合の上位組合は、今や一

般の生命保険会社と何ら変わらないビジネスを展
開しています。日本でも JA共済が生保会社とほ
とんど同じことをやっていますけれども、似たよ
うな状況ですね。
日本の生保会社の統計と日本共済協会の統計と

合わせますと、日本では共済のシェアが高まって
います。顧客数で見れば、最大手生保を上回る顧
客数を持つ共済もあります。米国はそういう状態
ではなくて、共済のシェアは１％から２％程度で
す。
フラターナル組合は１８７０年ごろに登場しました。

そのころ、民間の生保会社が乱脈経営を糾弾され
ていました。そこで、生保会社に愛想を尽かした
お客さんをどんどん取り込んで、１８９５年当時では、
フラターナル組合のシェアの方が生保会社のシェ
アを上回っています。その後、生保会社側も経営
を刷新し、フラターナル組合と同じく労働者階級
に焦点を絞った団体保険を開発したり、小口の生
命保険に取り組んだりしましたので、生保会社の
シェアが伸び、現在ではフラターナル組合のシェ
アが２％ぐらいになってしまいました。ただし
２００５年から２００８年にかけてはフラターナル組合の
シェアが回復しています。
この間、フラターナル側の自壊現象が起こって

います。フラターナル組合はもともと、組合員は
平等なのだから、全員に同じ保険料で保障を提供
しますよという形で、年齢に関係なしの一律掛金

フラターナル組合と生保会社の保有契約高シェアの推移（個人生命保険分野）
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方式で営業していました。しかし、加入者が高齢
化していくに従い、経営がもたなくなって、フラ
ターナル組合の破綻が多く発生しました。現在で
は、すべてのフラターナル組合は、生保会社とま
ったく同じ計算方式で、年齢に応じた保険料を採
用しています。
米国は、国自体が若い移民の国です。１８７０年ご

ろの米国は、国民の一体感は薄く、出身国ごとに
分裂していたようです。こうした中、出自に応じ
て連帯感で作られた組織がフラターナル組合であ
ったかと思います。米国への移民が多い英国には
フレンドリーソサイエティ（友愛組合）という組
織がありますが、その友愛組合の考え方が米国に
持ち込まれています。ただ、英国の友愛組合が医
療保険をベースに発展したのに対して、米国のフ
ラターナル組合は主に死亡保険をベースに発展し
てきました。
フラターナル組合の第１号は、ancient order

of united workmenという組合であったと言わ
れています。これが組合の加入員の中に死亡者が
出た場合、いくらか、例えば１ドルずつ出し合っ
て残された家族の生活を助けようじゃないかとい
うような保障を始めたらしいです。英国でも、教
会に集まる人たち、あるいはパブで仲間になった
人たちが、仲間内で誰か死亡者が出たような場合、
残された家族の生活をなんとか補助しようとして、
シルクハットを回して、その中にお金を入れてい

ってカンパしたのが始まりといわれています。
フラターナル組合で興味深いのは、そこに宗教

的儀式のようなものが絡んでいることです。フラ
ターナル組合は、保険と何らかの儀式・集会のよ
うなものがセットになった組織です。
フラターナル組合は、生保会社と同様、各州の

保険法に基づいて、各州の保険監督局による監督
に服しています。各州保険法には保険事業の定義
があり、この定義に該当する事業は、州保険法に
則った免許を受けない限り行うことができないこ
とになっています。したがって、保険事業を行う
フラターナル組合も免許を受ける必要があるので
す。
ニューヨーク州保険法の規定の中には、フラタ

ーナル組合について、「株式資本を持たない組合
（society）、結社（order）、最高支部（集会所）
（supreme lodge）等の法人で、営利を目的とせ
ず、ただ組合員とその保険金受取人のためにのみ
設立され、ロッジシステム（支部・集会所システ
ム）という様式に基づき営まれ、保険・年金の支
払に自らを義務づける代議制の統治機構を持つも
の」という定義規定があります。
ロッジシステムというのは、地域の支部・集会

所などで、フラターナル活動と呼ばれる友愛的・
親睦的な活動を行うシステムです。具体的に言い
ますと、子息に奨学金を払いましょうとか、赤ち
ゃんが生まれた場合に新生児給付をあげましょう

フラターナル活動の例
奨学金 組合員の子弟を対象とする奨学金制度

新生児給付 組合員に子供が生まれた場合の給付

孤児給付 組合員が死亡したことにより孤児となった子供への給付

友愛的援助 病気、けが等による損害を被った組合員、災害により莫大な損失を被った組合員に対す
る援助

サマーキャンプ 若年組合員対象のサマーキャンプ
・ゲーム、アウトドアスポーツ、芸術・工作、リーダーシップスキルの習得、新たな友
人の発見等

シニアキャンプ シニア組合員向けのキャンプ
・芸術・工芸、ゲーム、釣り、自然散策、教育セミナー等

教会向けローン 教会の建築、立替、移転費用などの貸付

組合員への寄付要請 教区、学校、地域、恵まれない組合員に対する寄付
本部によるマッチングファンドの提供

ボランティア活動の呼びかけ 組合員のボランティア活動機会の提供、促進とこれによる地域貢献

親睦活動 野球観戦、ピクニック、動物園見物

機関紙発行 四半期ごとに発行される機関紙の提供
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とか、自分たちが組織したボランティアの活動を
やりましょうと呼びかけるとか、いろいろありま
す。寄付をしてくださいというような呼びかけも
している。親睦活動も盛んなようで、野球をみん
なで見に行ったり、ピクニックに行ったり、ダン
スパーティを開いたり、あるいは夕食会を開いた
りと、そういう横のつながり的な組織を維持して
います。こういうことをやっていないとフラター
ナル組合とみなされない。フラターナル組合の活
動は、相互組織の典型モデル例を見るような気が
します。
そういうフラターナル活動を行っていますから、

フラターナル組合には課税の免除という特権があ
ります。

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米米国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国のののののののののののののののののののののののののののののののののののののののの主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主主たたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフフララララララララララララララララララララララララララララララララララララララララタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタターーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルル組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合合
フラターナル組合は設立が１８００年代から１９００年

当初というものが多く、かなり長い歴史を持って
います。フラターナル組合同士の合併とか、保険
会社とフラターナルの合併もあります。フラター

ナル組合として最大の Thriventも、２つの組合
が合併したものです。
先にも言いましたように、上位のフラターナル

組合には生保会社に互する大規模なものがありま
すが、だいたいのフラターナル組合はそんなに大
きくはありません。
以下、いくつか、代表的なフラターナル組合の

概要を見ておきましょう。
Thrivent（第１位）は、「キリスト教の信頼と

いう主義に導かれ、ルター派信者が必要とすると
きに、互いに支援しあうこと」を目的に設立され
たフラターナル組合で、加入資格は、ルター派の
信者であること、あるいはルター派の活動に密接
な者です。ただし、活動内容を見ると、一般の生
保会社とほとんど変わらないような活動を行って
います。
一方、Knights of Columbus（第２位）は、

カソリックの信者を対象にしている組合です。た
いへん男性的なフラターナル組合で、加入資格は、
実際のカソリック信者の男性であることとしてい
ます。実際のカトリック信者であるというのは、
教皇庁のユニオンに所属して、カソリック教会の
規範を実行していることだそうです。組合員をナ
イトと呼んでいます。ここのホームページを見ま
すと、屈強な男性が災害救援活動のようなことを
やっている写真が出てくるんですけれども、ボラ
ンティア活動を盛んに行っています。教会の力強
い右腕と呼ばれています。
以上２つの宗教系のフラターナル組合は、加入

資格が厳しいように見えますが、規模を着実に拡
大しています。
それに対し、その他のフラターナル組合の中に

は、保険を買ったら、あなたは組合員になります
というぐらいに、加入要件が緩いものもあります。

Woodmen of the World（第４位）は、名前
からは、林業者の同業者団体かと思われるのです
が、別にそういうことではなくて、一般に門戸を
開放しています。愛国的活動、あるいは愛国心を
いかに青少年に植えつけるかという活動に盛んに
取り組んでいるようで、サマーキャンプで若者を
鍛えるなどということをやっています。

Royal Neighbors of America（第９位）は女
性主義です。主に女性を対象顧客としつつ、その

認容資産上位のフラターナル組合（０８年末）（億ドル、％）
順位 フラターナル組合名 総資産 シェア
１ Thrivent Finl for Lutherans Group ５１９．８６ ５６．５０
２ Knights of Columbus １４０．５１ １５．２７
３ Modern Woodmen of America ８４．７９ ９．２１
４ Woodmen of the World Life ７５．８２ ８．２４
５ Independent Order of Foresters USB ２６．３６ ２．８６
６ Gleaner Life Ins Society １１．０３ １．２０
７ Catholic Knights ８．３１ ０．９０
８ Catholic Life Ins ７．０４ ０．７７
９ Royal Neighbors of America ６．７２ ０．７３
１０ Catholic Order of Foresters ６．３３ ０．６９
１１ Greek Catholic Union of the USA ６．１８ ０．６７
１２ First Catholic Slovak Ladies USA ５．４５ ０．５９
１３ Greater Beneficial of Pittsburgh ４．９９ ０．５４
１４ United Transportation Union Ins Assn ２．０６ ０．２２
１５ First Catholic Slovak Union of USA & CA ２．０１ ０．２２
１６ William Penn Assn １．８７ ０．２０
１７ SPJST １．８５ ０．２０
１８ Woman’s Life Ins Society １．８３ ０．２０
１９ Order of the Sons of Hermann in TX １．７２ ０．１９
２０ Polish Roman Catholic Union of America １．７０ ０．１８
２１ Slovene Natl Benefit Society １．５７ ０．１７
２２ Ukrainian Natl Assn Inc ０．７７ ０．０８
２３ Supreme Council of the Royal Arcanum ０．６０ ０．０７
２４ Mutual Beneficial Assn Inc ０．４３ ０．０５
２５ Hungarian Reformed Federation of America ０．１８ ０．０２
２６ Travelers Protective Assn of America ０．１１ ０．０１
２７ Russian Brotherhood Organization of USA ０．１０ ０．０１

上位２５組合 ９１９．９７ ９９．９８
フラターナル組合合計 ９２０．１８ １００．００

（資料）A.M.Best “U.S. Fraternal Life Societies-2008 Admitted Assets”より
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女性が支えている男性にも門戸を開けていますが、
経営陣も全部女性であるなど、徹底しています。

Greater Beneficial Union of Pittsburgh（第
１３位）はドイツ移民の会で、ドイツ語の勉強に補
助をしますなどという、活動を行っています。

United Transportation（第１４位）は、名前か
らも推し量れますように、運送業者の同業者組合
です。
フラターナル組合の取扱商品は、州の保険法の

中で、主に死亡保障商品と医療保障商品に制限さ
れています。一般の生保会社に比べると、フラタ
ーナル組合では小口の保険が販売されています。
フラターナル保険の契約条項には、オープン契

約条項とソルベンシー維持条項という、組合員の
保険に特徴的な規定が設けられています。オープ
ン契約条項は、契約してから契約条項が見直され

た場合には、それが加入者に不利な変更であって
も既契約者に自動的に反映されるという条項、ソ
ルベンシー維持条項は組合の財務内容が悪化して
保障の継続が危うくなった場合には、その危機を
乗り切るための拠出を加入者が求められるという
条項です。この条項があるため、フラターナル組
合には、生保会社に対するような、自己資本比率
規制は課されていません。
ただし、通常のフラターナル組合に求められる

範囲を超えた一般の生保会社と同じ品揃えを行い
たいフラターナル組合は、自己資本比率規制や販
売員の免許試験受検等、一般の生保会社と同様の
規制を受けることを条件に、取扱い商品を拡大す
ることができます。上位のフラターナル組合には、
こうした形で、生保会社と同様の運営をするもの
がでてきています。

〔質疑応答〕
質問１：保険料を人口１人当たりに換算すれば、
２０００年あたりは圧倒的に日本が世界でいちばん多
かったということになるわけですか。２００７年には
英国が日本と逆転していますので、このときには
もう英国の方が圧倒的に多いように思えますね。

松岡： 英国も人口の割には保険料が多いですが、
２０００年ごろは日本が圧倒的に多かったのではない
かと思います。

質問２：日本で共済という場合には、各地の協同
組合がやっている共済のほかに、労働組合の共済
とか、いわゆる自主共済、たまたまその社会協同
組織がやっております共済があるわけです。こう
いったもののほかに、社会保険の国家公務員共済
組合とか、地方公務員共済組合といったようなも
の、さらにはいわゆる農済ですね、農業災害補償
に関わる農業共済組合など、共済組合というのは
日本ではさまざまな種類について使われているこ
とがあるんですね。
米国の場合、フラターナル組合の他に共済とと

らえられるようなものは、どんなものがあるので
しょうか。

松岡：自発的な仕組みで共済のようなものはいろ
いろとあるとも思いますが、詳しいことはわかり
ません。いずれにしても各州保険法にひっかかっ
てくるのではないかと思います。

質問３：米国の保険業界の状況が理解できて大変
ありがたいお話だと思いました。趣旨としては、
米国の共済団体は保険会社と共存し、元気な状態
にあるというふうにとらえたのですが、日本の場
合は、共済団体がこの間非常に大きくなってきて
いますよね。JA共済もシェアとしては、契約件
数で言うと１０％以上シェアを持っている。それか
ら、県民共済、コープ共済、全労済、それも契約
件数で言うと３％ぐらい持っている。それで、掛
け金のシェアでいっても、両方合わせると１５～
１６％のシェアを持っているかと思うんですけど、
米国ではだんだん規模が小さくなっている。日本
では共済団体の規模がだんだん大きくなっており、
共済のシェアも米国におけるよりは多いと認識し
ているのです。むしろ日本のほうが、共済につい
ては市場が大きくて元気なんじゃないかと思った
のですが、そういう認識は違うでしょうか。

松岡：日本のほうが共済は元気だと思います。今
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般、保険法においても共済と保険の区別がなくな
りましたけれども、共済か生命保険かという発想
ではなく、低価格を志向するお客さん向けか、そ
れなりの値段の保険を望まれる方向けかという区
分けになっているような気がします。
今の制度共済は、低価格志向に生保会社が対応

しきれてない部分を担っていると思います。です
ので、生保会社が本気でこれからの事業展開を考
えるときには、共済とどううまく連携するかとい
うことが大事なのかなと思います。生保業界の中
にも、ネット生保などが出てきて、価格競争を仕
掛けてきています。銀行の窓口販売においても、
銀行員が売れる保険は、県民共済的な商品、つま
り低価格の単純な商品になると思います。おそら
くネット販売の生保と、銀行窓販の商品と、共済
の商品、これらが単純で価格がお得な商品という
ひとかたまりとなって、生保業界の中にそれなり
の位置づけを得るのではないでしょうか。
他の生保会社は、これまでの主力商品分野であ

った、それなりの高保険料、それなりの高保障と
いうものを食われながら、一定の落ち着くところ
まで落ち着いてしまう懸念があります。米国はこ
うはなっていない。共済が生保会社と同じ土俵に
上がってしまいましたので。
米国から見たら、日本の共済はなぜあんなに元

気なんだろうという感じではないかと思います。

質問４：今日は非常にいい貴重なお話をありがと
うございました。米国本国で、これだけ宗教がい
っしょとか、特定の人たちを対象にしている共済
を認めていながら、なぜ米国は、独自に共済をや
っているような、そういう特定の団体の共済制度
を締めつけようとするのか、これが不思議でなら
ないんです。
先ほどから、日本の共済は元気だとおっしゃら

れても、一般的には JA共済や全労済などは、私
たちから見るともうほとんど保険会社と同じよう
な規模でやっておられるわけです。本当に助け合
いの仲間内だけの共済というものを認めないとい
うのは、どうも不思議でならない。米国の中では
そういうものをちゃんと州単位で法律で保護して
認めながらも、日本には規制緩和を要求している。
米国では保険と共済の区分に関して、どのような

法律に基づいているのでしょうか。

松岡：米国では、たとえばニューヨーク州保険法
でも、監督からはずれている適用免除の共済とい
うものが定められています。
米国の保険監督の大原則は契約者保護で、その

ために米国の保険監督は、募集をどう適正にする
かということと、保険団体の財務をいかに健全に
保つかという２つを行っています。そこでの１つ
の発想は、保険詐欺をいかに取り締まるかです。
米国の監督体制においては、保険詐欺対応部門が
結構なウェイトを持っています。
米国の主張の根拠を強いて挙げるとしますと、

こうした保険詐欺を取り締まる発想から、何らか
の規制を絶対かけなきゃいけないと、うるさいこ
とを言ってくるということかなと思います。
ただし、かつての日米構造協議でも、米国の主

張には、自国保険会社の保護しか頭にないのじゃ
ないかと勘ぐりたくなるようなものがありました。

質問５－１：フラターナル組合と類似した共済事
業組織であって、州法などによって承認されてい
ないような共済というものが米国にはあるでしょ
うか。日本でいいますと、いわゆる公務員共済で
すね。ああいった存在というのがあるかどうかと
いうことですけど。

松岡：保険の監督は州がやりますと言いながら、
各州の保険法に、保険事業というのはこういう事
業ですという規定があるんです。そして、その保
険事業を行う者は、どんな組織であっても免許を
受けなければならないと規定されています。です
から、フラターナル組合であれ、生保会社であれ、
あるいはその他の何らかのグループであっても、
州の監督当局が、これは保険事業だと言った途端
に、監督がかかってきてしまいます。保険事業で
取り扱う商品などについても、いろいろと細かく
規定してありまして、州当局の監督の目を逃れつ
つ、事業を行うというのは結構難しいと思います。
あり得るのは、保険事業に該当する事業をやっ

ていることを監督当局から認識されてはいるけれ
ども、州保険法上の適用免除の規定に該当するの
で、細かな監督は受けないという形かなと思いま
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す。

ニューヨーク州保険法第４５２２条（ａ）は、保
険法の免許等の規定を適用免除される組合と
して、次の各組合を規定している。
①団結した行動によって有利な労働条件等を
確保しようとする同業または数種の関連産業
の労働者の組織
②特定の市・町、特定の事業会社・企業組合
の被用者等に加入資格を制限する組織
③宗教、慈善、友愛、共済の性格をもち、保
険給付の提供を主目的とはせず、加入者が
１５００人以下の組織で、加入者死亡時に給付金
５００ドル以上または就業不能時に給付金年間
３５０ドル以上を支払うことはないとする組織
④同一または類似の事業の一つ以上の職業に
携わる人に加入資格を限定する組織で、１９４０
年１月１日より前に１５年以上にわたり、加入
者に死亡給付または就業不能給付を提供して
きた組織
⑤宗教、慈善、友愛または共済の性格をもち、
保険給付の提供を主目的とはせず、入院給付
金のための最高掛金が年間２ドル以下で入院
給付を行っており、１９４１年３月１日より前に
１０年間にわたって運営を続けている組織、ま
たは１加入者あたり１００ドル以下の死亡給付
を支払うもので、１９５０年３月１日より前に２５
年以上にわたって運営を続けている組織
⑥組合員に加入資格を限定し、その配偶者ま
たはその２１歳以下の子の為に、１埋葬当り７５
ドル以下の墓地給付または葬儀費給付を行う
組織

質問５－２：そうすると、米国の場合には保険事
業の範囲に入るものである限り、認可されていれ
ば、存在は認められるということで、そういう意
味では、いろんな組織形態の共済組織も認められ
得ると。

松岡：そう思います。適用免除の共済は、不健全
な運用をしていると認定されると解散命令を受け
てしまうという規定など、以下４つの規制を除く、

すべての保険法適用が免除されます。

適用免除共済に適用される４つの規制
①生命保険、年金を販売する際の顧客への開
示要件
②更生、清算、保全、解散に関する規定
③保険監督官が検査に際し、適用除外かどう
かを決定することを可能にする情報を、適用
免除を主張するあらゆる組織に対して請求す
ることができるとする規定
④発行される全ての保険証券の券面上に、「当
組織はニューヨーク州保険局の監督のもとに
運営されるものではありません」という文言
を明確に印刷しなければならないとする規定

質問６：米国でも労働組合が適用除外になってい
るのですが、日本と違ってやっぱり産別組合なん
で相当規模が大きいのでしょうか。労働組合がや
っている共済はどうなっているのでしょうか。

松岡：労組にも大から小まで、いろいろあるとは
思いますが、自動車業界の労組などは巨大である
ようですね。GMの従業員向けの医療保険などが
問題になりましたが、あれはもう、別途、保険会
社みたいなものを作ってしまって、その管理を専
門の保険会社にやってもらっているというような
話です。要するに自家保険です。その自家保険の
運営に労組が関わっていましたね。

質問７：ミューチュアルについては、どう解釈す
ればいいのでしょうか。

松岡：ミューチュアルMutualは保険法上、生保
会社の１区分として扱われており、株式会社形態
の生保会社と同じだけの規定が適用されます。日
本と同じです。米国生保業界第７位のニューヨー
クライフ、第１０位のノースウエスタンミューチュ
アル、第１３位のマスミューチュアル、第２８位の
Guardian、第４３位のMutual of Omahaはミュ
ーチュアルです。

質問８－１：オバマ医療保険改革で、当初は国民
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保険的なものを作るという感じだったと思います
が、今は、社会保険的な性格のものを作ろうとし
ています。その担い手として、民間の保険会社に
社会保険の役割を担わせようとしているように見
えるのですが、保険会社は、このオバマ医療保険
改革に対しては、どういうふうに受け止めている
のでしょうか。いわゆる保険原理でやっている営
利保険会社が、社会保険原理と混合の原理という
使い分けができるのでしょうか。

松岡：米国では医療保険に特化した保険会社はあ
まりないんです。ですから、医療保険を切り捨て
てきた、その他の生保会社からすると、オバマ改
革はあまり関係ないです。ただ、医療保険で儲け
ている一部の会社は、無関係ではいられない。
最近の改革案を見ますと、公的保険の保険料率

を決めるときに、民間の保険料率の平均に合わせ
るとか、どちらかというと、公的保険が民間保険
に、社会保険原理が営利の世界にすり寄っている
ようなイメージも出ています。営利の世界にまで、
国家の価格規制が及ぶとすれば、それは保険会社
としてはいやでしょう。
なお、医療保険改革が実施されても、すでに白

人の８０％以上は民間保険会社の医療保険に加入し
ているから、オバマ改革は、その他の民間保険へ
の未加入者に補助金をあげるみたいなことになる
という見方があるようですね。

質問８－２：そうしますと、民間保険会社の方は、
団体保険の部分が少し減ってきたけれど、オバマ
改革では影響としてはそこが増えるということに
なるんですか。

松岡：多くの会社はあまり影響を受けません。の
びのびと保険料を自由に設定して、儲かるビジネ
スをやっていた医療保険専業会社にすれば、うっ
とうしいたんこぶみたいなものができる。これを
ビジネスチャンスととらえている会社はあまりい
ないのではないかとは思います。

質問９－１：ミューチュアルは、ヨーロッパでは
共済みたいな意味合いですね。米国では、フラタ
ーナルがいわゆるヨーロッパ的な共済という概念
でとらえておけばいいですか。

松岡：はい、そうです。英国ですと、ミューチュ
アルはもうあまりないのですが、保険会社法に基
づいているミューチュアルと、フレンドリーソサ
イエティの法律でできているフレンドリーソサイ
エティとに、はっきり分かれております。ただし、
この２つはともに相互組織として共感するところ
も多く、つい最近その２つの協会が合併したよう
です。

質問９－２：いわゆる出資形態では相互会社がミ
ューチュアルだと言えるのですね。

松岡：はい。

（２０１０年１月２９日実施）

（まつおか ひろし、ニッセイ基礎研究所主任研
究員）
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Ⅰ はじめに
「ベトちゃんとドクちゃんの発達を願う会」は、

発足して２５年、結合双生児であった二人の特製車
イス造りに始まり、医療的には分離手術、ドクの
義足造りと人工肛門から自然肛門などに側面的援
助、「ベトちゃんとドクちゃんだけでなく」との
声を受けて、ベトナム障害児教育福祉セミナー
（１９９０年～今日まで毎年）、枯葉剤（ダイオキシ
ンを含む）による二世・三世の障害児の現地調査
（１９９２年～）、高齢者介護セミナー（２０００年～）
などに関わってきた。今回、上記三人の執筆者が
「願う会」としての「ベトナムの医療などの研究
プロジェクトチーム」を作り、本論作成にとりか
かった。藤本（会の代表）は高齢で、少し若い二
人が文献、現地聞き取りなど分担し、支え合い共
同執筆し、ベトナム反戦運動、日越の友好を思い
つつ、欧米のように進んだ医療制度とはいえない
が、何を学ぶかについて少し触れることとする。

Ⅱ ３０年のベトナム友好の中で
知り学んだベトナムの医療
・看護・介護・福祉

１．ベトナム戦争の傷あとの中での医療
私（藤本）がベトナムを訪れたのは、国際障害

者年がはじまる前の年１９８０年、国際的視野でこの
問題に取り組むべきと、①発展途上国（アジア）
②戦争とかかわって ③社会主義を目指す国と

してベトナムを選んだ。無論、若い時（３０代）ベ
トナム反戦運動に取り組み、アメリカ（世界最大
の軍事国）を負かしたベトナム人民の力を知りた
いこともあった。その１２月、京都ベトナム調査団

（３０人参加）を組織し、団長として１週間、ハノ
イ、ホーチミン市を駆け巡った。医療に関しては、
ハノイのベトナム・東ドイツ友好病院を訪れ、院
長の話の後、机の上にある英文の本（ベトナム戦
争の傷あと）をもらった。その本を基に、『戦争
と障害者�ベトナムからの証言�』（青木書店、
１９８１年）をまとめて出版した。私たちが学んだこ
とは、�イ戦争は国連の「国際障害者行動計画」序
文８６にあるように「障害者発生の最大の原因」で
あり、核兵器、化学武器を使う近代戦争は、参戦
する人のみではなく、次の世代に障害者を生み出
す可能性が高い、�ロ戦争はその準備を含め、多く
のお金を必要とするので、その分人間の基本的人
権を保障する医療、教育、福祉にお金がまわらな
い、�ハ戦争という原理は力の論理で、病人、障害
者、高齢者、女性、子どもなど、社会的に力のな
い人にとって住みにくい風土を作り出すなどであ
った。

２．ツーズー産婦人科総合病院とベト・ドクそし
てフォン博士との出会い
１９８５年私は文部省の在外研究員（留学）として
３カ月、ハノイ、ホーチミン市などを調査研究（戦
争と障害者）、その時、北部のバクマイ（白梅）
病院―南部のツーズー病院を訪ねた。１，０００人近
く入院している病院を訪ねたが、いずれの病院も
ベッドに患者が２人、廊下にもゴザで寝ていると
いった状態であった。当時はドイモイ政策も始ま
っておらず、貧しさを分かち合うベトナム社会主
義体制で、国立の両院の医療費は無料に近かった
ことを再確認することができた。
私は、ホーチミン市のツーズー病院では、結合

双生児であったベト・ドク（４歳）に会い、二人

【投稿】

ベトナムの医療・看護・介護は今
��私たちの学ぶことは��

藤本 文朗
渋谷 光美
関山 美子
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の特製車イス造りを頼まれ、病院のカルテと、二
人の医学的データー、体型をと、一週間にわたり
調査して、ある程度カルテ（ベトナム語を通訳し
てもらう）整備されていることを確認できた。担
当医フォン博士（国際的医療学研究者、後に国会
議員、院長）と出会い、今日まで交流している。
その年の１０月、ベト・ドクの車椅子を受け取りに
日本を訪ねたフォン博士は、二人が結合双生児に
なった原因と考えられるアメリカがベトナム戦争
中にまいた枯葉剤に含まれるダイオキシンの問題
について、ＴＶ朝日（ニュースステーション）に
出演して「ダイオキシンは、日本の問題ですよ。」
と医学研究者として先駆的に発言している。（こ
れが２０００年にできたダイオキシン基本対策法につ
ながる一つの要因といえよう。）私たちが、ベト
ナムの医療から学んだ最初であった。これが、こ
の年に発足した「願う会」の運動の柱であり、そ
の後、民医連（中核は、京都民医連の尾崎望医師）
を中心としたダイオキシン被害二世現地調査の出
発点であった。この問題でのベトナムの者（医師）
フォン博士、故カオ・ダイ博士（１０－８０ベトナム
戦争による被害調査委員会責任者）、ニヤン博士
（フエ医科大学）である。
私たちは、この人々と協力したからダイオキシ

ン調査（主として二世）を行っていたが、調査に
必要なお金が科研費を申請してもいつも展望の無
い研究（解決の科学的糸口が見出せない）として、
通ったことがない。基礎研究は、日本の機関では、
いつも無視されているといえよう。

３．ベンチェ省での枯葉剤被害二世調査を通して
１９８８年には高谷清氏（滋賀県重症児施設、小児
科医）とも、南部で枯葉剤の調査をしようという
ことで、ツーズー病院のフォン博士に相談すると、
ベンチェ省が一番被害がひどいといわれた。２日
間であるが、メコンデルタを渡りホーチミン市か
ら半日かけて、この省の副知事の案内で、農村地
域に入って、子供（障害児、枯葉剤被害）を６ヶ
所ぐらいの診療所で診察した。私も軽度の障害児
を診ざるを得なった（医師ではないが臨床心理士
として）。各診療所で、１０～２０人、１人５～１０分、
アドバイスをすると、「お金が無い」といわれる。
さらにびっくりしたのは、診察室の外には、も

のめずらしく見学する人々で、プライバシーはな
い。カルテは全てコピーしてくれるたが、論文に
はできなかった。
その後、ビンフォク、ハイフォン、フエ、タイ

ニンの各省で同じ調査をしたが、ベトナムの医師
も同行してくれたこともあり、勉強になった（い
ずれも報告書は私のところにあるので、関心のあ
る人は Faxか Tel０７５－５４１－５２７０へ）。
ダイオキシンと第２・３世代の障害児の「科学

的」な療学上の因果関係が十分解明するまでに至
っていない。
ベトナムの医療の地方の実態として、少しまと

めてみると、以下述べられるであろう。
① 障害児・精神障害者の医療は遅れている（今
は少し進んだが）。北部とハイフォン市の調査
（１９９６）の時、鎖につながれ小屋に住んでいる
精神障害者を見た。母親と医療機関にいっても
治療の方法がないといわれた。しかし、北部に
比べアメリカの影響があり南部は少し進んでい
て、臨床心理士やソーシャルワーカーがいる。

② 人口の６割をしめる農民に対しての医療は、
日本のように医療保険が無いため、よほどのこ
とが無い限り病院にいかない（お金が無い）。
漢方か民間療法（薬草・マッサージ）で「治療」
している。農民には、病院は遠い存在だ。これ
らのことは、文献や役人の案内で現地見学して
も分からない。私のように足で実態をさぐらね
ば分からない。

③ ダイオキシンの被害調査という療学的調査は、
今すぐこの人々に役に立たない。あなた方の論
文づくりのためにやっていると、ベトナムの役
人、人民はいう、今すぐ役に立つことをやって
欲しいと。
お金、薬、医療器材（レントゲン）など支援

ができないなら、被害で死んだ墓でも参って帰
ってくれと。以後は、基礎研究と多少の医療器
材の援助、リハビリの技術指導をしていく方向
にしているが。

④ 研究のレベルでいうと、日本でいう最低の医
療検査機器（血液検査）もなく、まして母親の
血を持って帰り、ダイオキシンの血中濃度を測
定するとなると、１ケース数十万円はかかる。
そのことができないと、欧米の国際レベルの研
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究発表にたえる研究とはいえないと、一度調査
に参加した大学の先生（医師）に言われた。し
かし、２０１０年、前記の尾崎望氏を中心に、また
この研究をはじめられるかも知れない（後述）。

４．ベトとドクの分離手術成功で示したベトナム
の医療水準
前述したことだが、ベトナムの人々は、いやベ

トナムの医療史に残ることは、ベト・ドクの分離
手術が成功（１９８８年１０月４日）したことだ。
日赤が麻酔の指導医師を派遣し、私たち「願う

会」が財政的支援をしたが、実質は、チャンドン
ア外科医、フォン博士、血液学者と３０名近い医師、
５０名近い看護師の集団的な力である。一人が重傷
児（ベト）で、分離手術成功例は、ギネスブック
にものり、国民的な喜びである。成功２０周年の式
典を１００名近い人の参加で祝った（くわしくは藤
本他編『ベト・ドクが教えてくれたもの―分離手
術２０周年と平和のメッセージ』クリエイツかもが
わ、２００７年）。ベトナム医療の成功だけではなく、
人類にとっても記念すべきことといえよう。
日本が支援できたことも嬉しい。アメリカは何

もしなかった。ニュースでもほとんど触れられな
かったと思う。アメリカの責任は、アメリカ人民
に連帯して、これから追求していかなければなら
ないと思う。

５．フォン博士「ダイオキシン問題は日本の問題」
（１９８５年）
私の分担はこの枚数で終わるので、ベトナムか

ら学ぶこととして、１９８５年私とともに TV朝日の
ニュースステーションに出演したフォン博士がい
ったことを忘れることはできない。「ダイオキシ
ン問題は、不幸にしてベトナム戦争の枯葉剤の中
で、ベトナムで今問題になっていますが、この問
題は、石油化学が発展した化学製品を使っている
高度な工業国の一つである日本の問題ですよ。」
当時、ダイオキシン問題は、世論の関心が薄かっ

た。これらのことをTVでいった学者もいなかった
ように思う。貧しいベトナムの医学研究者が、レベ
ルの高い医学研究の日本に対しておこなった、先
駆的な発言といえる。これこそ科学者といえよう。
（藤本文朗 ふじもと ぶんろう、滋賀大学名誉

教授）

参考文献
①レ・カオ・ダイ「ベトナムにおけるエージェントオ
レンジー被害の歴史と影響」（尾崎望訳，文理閣，２００４
年）
②レ・カオ・ダイ「ホーチミンルート従軍記―ある医
師のベトナム戦争―１９６５－７３年」（古川久雄訳，岩波
書店，２００７年，原典１９９７年）
③藤本文朗他編「手作りの国際理解�ベトナム障害児
スタディーツアー」（クリエイツかもがわ，２００７年）
④尾崎望「ダイオキシンによる人体の被害」「障害者
問題対策」２４－４，１９９７年

Ⅲ ベトナムの医療的側面につ
いて

この章ではベトナムについて概観し、統計資料
などから、医療的側面を中心に捉えておきたい。

１．ベトナムの概観
ベトナムという国は、１９７６年に国名をベトナム

社会主義共和国（Socialist Republic of VietNam）
に改称した。ハノイを首都とする共産党の一党支
配の社会主義共和制の国である。
インドシナ半島の東側に位置しているベトナム

は、南北に細長く、Ｓの字を縦に引き伸ばした大
陸部分と、南シナ海、タイ湾に浮かぶ群島からな
る。大陸部分は、東西に６００�、南北は１，６５０�あ
り、海岸線の長さは３，２６０�に及んでいる。面積
は、３３万１，２１２�で、ちょうど日本の国土総面積
から九州を除いた広さである。その７３％は山岳地
帯であり、少ない平野部に、人口の８６．２％を占め
るキン（京）族が住んでいる。山岳部には、タイ
族（１．９％）やターイ族（１．７％）など５３の少数民
族が混在する多民族国家でもある。
日本よりは南方に位置する、北緯８度～２３度の

インドシナ半島東側のベトナムの気候は、北部と
南部では異なっている。北部は温帯（亜熱帯）気
候に属し四季があるが、南部は熱帯気候で、雨季
と乾季がある。
ベトナムの人口は、８，８５３．７万人（２００８年）で、

人口密度は、２６６．９人／�（２００８年）である。首
都ハノイは、人口１５２．７万人（２００８年）である。
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【表１ 平均寿命・乳児死亡率】
２０１０年の
目標指数 ２００５年 ２００７年

平均寿命
ベトナム ７１歳 ７２．０歳

（男７０．０歳、女７３．０歳）
７４．２歳

（男７２．３歳、女７６．２歳）

日本 ―― ８２．０歳
（男７８．５歳、女８５．５歳）

８２．５歳
（男７９．２歳、女８６．０歳）

乳児死亡率
ベトナム ３０‰ １７．８‰ １２．５‰

日本 ―― ２．９‰ ２．６‰

５歳以下の
乳幼児死亡率

ベトナム ３７‰ ３２‰ １４．９‰

日本 ―― ４‰ ３．５‰

出典：在ベトナム日本国大使館 www.vn.emb−japan.go.jp/html/jmedical_info 1.html、『世界国勢図絵２００９・１０年版』
pp４３８－４３９より抜粋．筆者作成

２００７年の都市人口率は、２７．３％に過ぎず（日本：
６６．３％）、全人口の４分の３は、農村部に住んで
いる。産業別人口構成（２００４年）は、第１次産業
が５７．９％で過半数を占めており、第２次産業が
１７．０％、第３次産業が２５．１％である（２００７年日本：
１次４．２％、２次２７．４％、３次６７．２％）。都市部へ
の人口移動があり、都市と農村の所得格差が問題
となっている。
ベトナムの略史を観みると、フランスの占領地

であったベトナムが独立を勝ち取るまでには多く
の戦争を経験し、枯葉剤による障害者問題など、
現在もなお戦争による後遺症に苛まれている実情
がある。１８８４年以来、フランス領インドシナ連邦
に編入されていたベトナムに、１９４０年には日本軍
が進駐し、その援護下のもとに独立が宣言された。
しかし日本が敗戦すると、ベトナム独立同盟はベ
トナム民主共和国樹立を宣言した。その後、フラ
ンス軍と衝突したインドシナ戦争が終結するジュ
ネーブ協定により、ベトナムは北緯１７度線を境に
して南北に分断された。南ベトナムは、１９５５年に
は、米国を後ろ盾にしたベトナム民主共和国と改
称される。米国と北ベトナムとでベトナム戦争が
戦われたが、１９７５年に終結し、１９７６年に初の南北
統一選挙が実施されたのである。戦後ベトナムは
経済復興に努め、社会主義体制維持を目的とした
中国との国交のみならず、その後はアメリカとも
国交を正常化した。

社会主義経済のベトナムは、計画経済として、
市場による運営ではなく、国家が管理する経済シ
ステムであった。国民は、だれもが最低限度の生
活は保障され、教育や医療などにかかる費用も無
料であった。ところが、長い戦争が終わった平和
時には、画一的な配給品への不満も募っていき、
労働者の生産意欲の低下、生産の停滞を招くなど、
計画経済システムの機能が鈍ってきた（坪井善明
２００８：４６－４８）。そのため、１９８６年には、ドイモ
イ（刷新）政策により、市場経済システムの導入
と対外開放化が図られた。ドイモイ路線は、あく
までも共産党支配体制の堅持を大原則としている。
しかし、それまでの改革とは違い、制度や法制の
再整備まで踏み込んだことで、ベトナムの経済成
長にとっては、画期的な意義があったと評されて
いる。経済成長の拡大というプラス面の一方では、
貧富の差の拡大や、汚職のまん延など、多くのマ
イナス面の問題も顕在化し、深刻化している現状
がある。

２．ベトナムの医療事情
ドイモイ路線による経済成長に伴って、公衆衛

生面でも改善が図られてきた。ベトナムの保健省
は２００６年１月２日、「健康管理と病気予防の１０カ
年計画（２００１－２０１０）」内の健康・生活水準目標
指数が、２００５年の時点で早くも達成されたと発表
している１（表１）。

１ ベトジョー ベトナムニュース「ベトナム人の平均寿命：７１．３才」２００６／０１／０４ JST配信 www.viet−jo.com
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【表２ 医療費支出】

２００５年 医療費支出
対 GDP比（％）

公的医療費支出の割合（％） 民間支出に占める
自己支出分（％）

１人当たり医療
費支出（ドル）対 GDP比（％）

ベトナム ６．０ ２５．７ １．５ ８６．１ ３７

日本 ８．２ ８２．２ ６．７ ８３．５ ２，９３６

中国 ４．７ ３８．８ １．８ ８５．３ ８１

タイ ３．５ ６３．９ ２．２ ７６．６ ９８

マレーシア ４．２ ４４．８ １．９ ７５．７ ２２２

出典：『世界統計白書（２００９年版）』木本書店 ２００９ ｐ５３６より抜粋

【表３ 医療職数】

ベトナム 日本

２００５年 ２００６年 （２０００～０７間のデーター）※

人口１万あたり医師数 ６．０３人 ６．２３人 ２１人

人口１万あたり看護師数 ６．２７人 ６．７７人 ９５人

人口１万当たりベッド数 ２３．４３床 ２３．９４床 １４３床

出典：ベトナム国保健省年間統計２００６ ※「ベトナム社会主義共和国、カンボジア王国班報告」
http://www.sangiin.go.jp/japanese/kokusai_kankei/oda_chousa/h 17/pdf/3−1.pdfより抜粋．筆者作成

ベトナムでの平均寿命は延びており、ベトナム
医薬学会のファム・ソン会長は、ベトナム人の平
均寿命は現在７２歳で他の発展途上国に比べ高いレ
ベルにあり、また裕福層と貧困層の間に平均寿命
の差は認められなかったとの見解を示していると
いう２。また、国の衛生情況の指標ともされる乳
児死亡率（出生１０００に対する１才未満の死亡の割
合）も、目標指数以上に達してはいる。しかし、
２００５年の乳児死亡率も、都市部が９．７‰に比して、

農村部では２０．４‰と、倍以上の差が生じている。
ベトナムの２００７年の乳児死亡率は、日本の４．８倍
の高さであるが、特に、山岳部や僻地などの公衆
衛生面の改善が大きな課題となっている。
ベトナムの１人当たりの医療費を見ると、２００５

年は３７ドルであり、日本に対してはもちろん、周
辺アジア諸国と比較しても少ないことがわかる
（表２）。

在ベトナム日本国大使館によると、「現存の医
療機器をフル稼働しても患者の需要を満たせない
情況３」であり、医師と看護師の不足はもちろん、
それ以外の医療職種も極めて少ないとしている

（表３）。私設の診療所は認められており、病院
の医師を定年退職後に、開業医として医療を継続
している医師もいる。

病院は全て公立であり、その医療予算は国家予
算のほかに、健康保険制度による予算である。こ
の健康保険制度は、公務員や公社員は強制保険と
して全加入であるが，農村や地域では，任意加入

（自分で保険料を支払う）制度であり、日本のよ
うな国民皆保険ではない。
２００５年の国民健康保険規定改正によって、６歳
以下の子どもについての診療費が、公営病院で診

２ ベトジョー ベトナムニュース「越人の平均寿命、裕福層と貧困層で差はなし」２００９／０３／１８ JST配信 www.
viet−jo.com/news/social/090318031029.html
記事は、「ベトナム地域健康教育・ケア協会」の第１回大会で、ソン会長はその理由として、裕福層の健康ケ
アに関する知識がその経済レベルに見合っていないとし、裕福層の喫煙率や過度の飲酒の割合が依然として高い
と指摘した。また寿命を引き下げる原因は、貧困層では主に感染症であるのに対し、裕福層は心臓疾患やがんな
どの非感染症だと話したと伝えている。
３ 在ベトナム日本国大使館「衛生・医療事情」www.vn.emb−japan.go.jp/html/jmedical_info 1.html
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察を受ける場合は無料となった。しかし、そのた
めの条件として、戸籍と住民票が必要になる。た
とえば、ホーチミン市は地方からの出稼ぎ者の割
合が高いため、戸籍を持たない子どもも多いとい
う。ホーチミン市人口調査委員会によると、２００４
年１０月１日現在の同市人口は６１１万７，２５１人で、
１９９９年４月と比べ１０８万９６人（２１．４％）増加した
という。さらに同市の戸籍を持たない一時居住者
数は１８４万４，５４８人で、全人口の３０．１％を占めると
している。人口に占める一時居住者の比率が高い
地区は、過半数が戸籍を持たない一時住居者とな
っている（inh Tan区・５２，８％、Go Vap区・
４１．７％）調査結果を伝えた４。このような、戸籍
を持たない一時居住者の子どもが６歳以下でも、
診療費は無料とはならないのである。

３．ベトナムの高齢者の状況
ベトナムの年齢別人口構成（２００６）は、年少

２８．９％、生産６５．６％、老年５．６％５である。高齢化
の予測では、２０１０年６．３％、２０２０年７．８％、２０３０年
１２．４％６となっている。これは６５歳以上人口であ
るが、国勢調査時の６０歳以上人口は、１９８９年７．２％、
１９９０年８．２％、２００８年９．９％で今後も増加の見込み
だとされ、高齢化段階へ移行してきていることが、
人口家族計画総局、保健省が２００９年１０月１日に開
催したハノイ市のセミナーで示されたという７。
２００５年に、ベトナム在日大使夫人のグェン・チ
ー・フォン・ズンさんは、「貴国では何歳くらい
からお年寄りと呼ばれますか」のインタビューに
答えて、「この質問に対しては、今なおベトナム
ンの精神的指導者であるホー・チ・ミンが１９５０年
に書いた詩で答えたいと思います。この詩は、わ
が国で有名な詩です。この言葉は、楽観的に生き
る大切さを表したもので、現在のベトナム人の高

齢者の生活にもこの精神が大きく反映しておりま
す。」と話している８。その詩は、「８０才もいまだ
老人ではない。６０才なら、まだ青年だと思え い
つも淡泊な生活で 時間を無駄にせず 好きなこ
とをすればよい」である。１９５０年のベトナムは、第
１次インドシナ戦争の真只中、現在のベトナムの
高齢者は、その戦乱を生き抜いてきた人々である。
まさに生き抜かねばならない戦乱の中で、ホー・
チ・ミンのこの詩に込めたであろう精神と、今も
なお大切に受け継ぐベトナム人民の思いは、いか
ばかりであろうか。筆者が思いを馳せるまでには、
現段階では到底至らない。
ファム・ザー・キエム副首相は「人口の高齢化

は先進国だけではなく、発展途上国の含めた世界
的な問題だ」との認識を述べている９ように、国
民の長寿は喜ばしいことであるはずだが、発展途
上国においても、高齢化が社会問題化すると予測
される。高齢者の７３％が農村に住み、うち２１％は
貧困層という実情がある。ハノイ国民経済大学の
人口・社会問題研究所の調査結果によると、年金
や功労金などの支給を受けている人は約２７％に過
ぎない。ベトナムでは、男性は６０歳、女性は５５歳
で定年後に年金が支給されるのは、２０年以上社会
保険料を納入した場合であるため、受給者は少な
いといえる。残り７０％以上の高齢者は、自分で働
いて稼ぐか、家族からの援助で生活している。９
つの省で実施した調査では、高齢者の約半数が収
入を得るため働きたいと回答したというが、実際
の経済活動者は、都市部で１５．５％、農村部で２８％
だった１０。同調査では、「生活が苦しい」と答えた
高齢者は、６０％以上に上っていたのである。
坪井氏によれば、３０万人といわれる身寄りのな

い、７０歳以上から９０歳代の高齢者がひっそりと暮
らしているという。戦争によって配偶者や子ども

４ 統計情報�HOTNAMベトナム最新情報「ホーチミン市の人口は６１１万人」www.hotnam.com/news/news 4−3.html
５ 『データーブック・ザ・ワールド２００９年版世界各国要覧と最新統計』二宮書店，２００９年，ｐ２３９
６ 財団法人矢野恒太記念会『世界国勢図絵２００９／１０年版』２００９年，ｐ７３
７ ベトナム総合情報サイト「２０１０年、ベトナムは高齢化段階へ」 www.vietnamguide.com/newsdetail 2009/10/08
８ けあコミュニティ『各国大使館で聞く「わが国の高齢者の暮らし」』 http://care−comi.com/hanashi/kaigai/kaigai
47.htm 2005.11
９ ベトジョー ベトナムニュース「ベトナムの高齢者人口割合、２０２９年には１６．８％に」２００９／０１／０５ JST配信
www.viet−jo.com

１０ ベトジョー ベトナムニュース『高齢者増加するも「生活苦しい」が６０％』２００９／１０／０６ JST配信 www.viet
−jo.com/news/social/091005081156.html
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たちが死んでしまって、一人取り残された人が圧
倒的に多いという実態である。また、これらの身
寄りのないお年寄りを世話しているのは、地域社
会であると述べている。「退役軍人会や共産党青
年同盟などの団体が、これらの老人を収容する老
人センターの建物を寄付を募って建設したり、週
末に青年同盟の若者が慰問に訪れたりしている」
という地域社会における相互扶助の一面が指摘さ
れている。これらの身寄りのない老人への対応が
不充分な理由は、中央政府の労働・傷病兵・社会
福祉省は、傷病兵やその他の山積する社会問題へ
の対応で手一杯であるからだと（坪井２００８：
１９，２２）いう。
日本においても、老人問題が顕在化したのは、

地域差はあるが、各自治体の戦後処理業務が落ち
着きを取り戻した１９５０年代になってからであった。
それより以前は、老人問題は社会問題ではなく、
私的な家族の問題として捉えられていたため、生
活権保障としての政策は、戦後すぐにはあらわれ
てこなかったのである１１。当時の日本でも、高齢
者の生活実態調査によって、高齢者世帯の経済問
題の深刻さが政策主体に認識され、高度経済成長
期に入る１９５０年後半から、様々な高齢者施策がと
られるようになった。一部の自治体では、身寄り
の無い生活保護世帯の高齢者に介護が必要となっ
た場合についての施策として、現在のホームヘル
パーの前身である家庭奉仕員制度が、自治体単独
事業として創設され、１９６３年の老人福祉法制定で、
法的根拠をもつ国家施策とされた経緯がある１２。
ベトナムの健康寿命１３を見てみると、２００３年の

平均寿命７１歳に対し、健康寿命６１歳と、１０年間の
開きがある１４。（男性は、平均寿命６８歳に対して健
康寿命６０歳、女性は、７４歳に対して６３歳である。）

この統計は、１０年間は何らかの介護を要している
現実を物語っているといえる。ベトナムでは、２０００
年に高齢者法が制定され、障害をもつ高齢者の医
療的ケアを受ける権利が定められたが、何らかの
介護が必要とされる高齢者への施策は具体化され
ていない。
２００８年２月に開催された医療人材の育成に関す
る会議で、ホーチミン市を除く、南中部クアンナ
ム省以南の３２省の医療従事者数（人口１万人当た
り）が、ベトナム全国平均２６人を大幅に下回る１４．９
人であることが報告されたという。この状況を受
け、グエン・クオック・チュウ保健相は、①ホーチ
ミン市医薬大学を医療従事者重点育成拠点として
整備し、年間３０００～６０００人の学生を教育すること、
②東南部で医薬関連の民間教育施設の設立を奨励
すること、③メコンデルタ地方の既存の総合大学
に医薬学科を設けることなどを、今後の計画に盛
り込むことを明らかにしたと伝えられている１５。
現段階のベトナムでは、医療実態の向上は、施策
化されていることが分かる。
また、昨年１月の「人口の高齢化に対する国家

戦略と高齢者サービスの必要性」をテーマとする
フォーラムでは、人口・社会問題研究所のグエン・
ディン・クー博士は、「高齢者介護施設への投資
を奨励するような政策が必要」と指摘した１６とし
ている。さらに１０月の「国際高齢者デー」に際す
る「ベトナムの人口高齢化問題」をテーマとした
セミナーにおいても、専門家は、①高齢者向けの
法律の早期公布、②高齢者向けサービスを提供す
る組織への優遇策、③高齢者向けの社会サービス
の発展促進などを提案したと伝えられている１７。
このことにも端的なように、ベトナムの医療政策
の向上とともに、公的な資金による介護サービス

１１ 森幹郎『老人問題 理解の仕方』ミネルヴァ書房 １９８８，ｐ７
１２ 拙稿「老人の生活問題に対する社会福祉としての家庭奉仕員制度創設」，京都女子大学生活福祉学科紀要第５
号，２００９を参照

１３ WHO（世界保健機関）が２０００年に公表した、「日常的に介護を必要としないで、自立した生活ができる生存期
間のこと」をいう。

１４ 総務省統計局『世界の統計２００９年版』（財）日本統計協会，２００９年，ｐ６１
１５ ベトジョー ベトナムニュース「南部の人口当たり医療従事者数は全国平均以下」２００８／０２／１１ JST配信
www.viet−jo.com

１６ 前掲９
１７ 前掲７
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とサービスの担い手の養成政策化が不可避となる
様相を示唆しているといえるのではないだろうか。
（渋谷光美 しぶや てるみ、東北文化学園大学
助教）

参考文献
①坪井善明『ヴェトナム新時代�「豊かさ」への模索』
岩波新書２００８
②黒田学『ベトナムの障害者と発達保障：障害者と福
祉・教育の実態調査を通じて』 文理閣２００６
③黒田学、藤本文朗他 編『胎動するベトナムの教育
と福祉：ドイモイ政策下の障害者と家族の実態』
文理閣２００３
④ヴィエトナム孤児福祉教育財団『南ヴィエトナムの
社会福祉：ヴィエトナムにおける社会福祉の概況』
１９７１

Ⅳ 現地を見て �ベトナムの
医療・看護・介護�

１．フォン博士らとのお話の中から
今回のベトナム訪問の目的の１つである「ドク

さんとトエンさんの出産を祝う会」に参加する中
で、当時ベトちゃんとドクちゃんの主治医（分離
手術の執刀医でもあった）フォン博士からお話を
聞く機会を得たので、その報告をする。
その前に、前述の「祝う会」の中で、現在のツ

ーズー病院長タン氏が語られた「分離手術の意

義」で私が感動した部分に触れておく。ベトちゃ
んが脳炎になるまでの間、結合双生児という「障
害」はあったが、２人は楽しく過ごしていたとい
う。しかし、当時７才になっていたドクちゃんが
体調の悪くなっていくベトちゃんと過ごす事に対
して「僕も自由に生きたい！」という強い意思表
示を受けて、分離手術に向けての大きな流れが生
まれた。いざ手術を執刀するとなった段階では７０
人もの医師団が夜を徹して何度も「ドクくんの命
を大切にしよう」「いや、絶対に２人とも助けよ
う」との話し合いがなされて、最終的にはフォン
博士の強い意志も有り「２人とも救おう！」との
一致点で、手術が執刀されたと言う。「医療の安
全・安心」が強調される昨今の医療事情を振り返
る時、ふと、見落としがちな「患者の意思の尊重」
「どんなに状態が悪くても１つ１つの命を守り抜
こう！」とする人権尊重の基本理念が根底に流れ
ていた事に心動かされた。
さて、前置きが長くなったが、フォン博士から

伺った話をまとめてみよう。
数年前にツーズー病院を定年退職した。その後

は、毎週金曜日にメコン川の中部地域、特に貧困
層を対象に診察をして回っているが、特に重い症
状を示す患者は、１０％程度ではないかとのことで
あった。
今でも、２世代３世代の汚染は続いている。ダ

イオキシンが発癌に影響するかどうかは研究され

「祝う会」での、タン病院長、フォン博士、ドクさん、トエンさん（写
真左から）
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ているようだが、政府の姿勢としては、むしろ「環
境改善」の課題を優先に考えていると言った方が
良いようだ。
また、昨年の８月には日本の大学関係者らとダ

イオキシン被害の調査活動を行おうとしたところ
「中央政府の許可があれば良いが…」と断られて
しまったという。また、もっと以前にはビンブッ
クケンという地方に行き「地方の役人にインタビ
ューをしたい」と申し出たところやはり理解が得
られず別の場所に行くなど、必ずしも調査をしや
すい環境（条件）はそろっていないようだ。
原爆症の問題も含め、ベトナム政府としても協

力はしてくれるのだろうが、枯れ葉剤の問題だけ
ではない多くの優先課題を抱えており、また、こ
の研究には莫大な費用がかかる事からなかなか進
展はしないのだろう。
それでも今でもボランティアで赤十字などと協

力しながら枯れ葉剤についての調査活動を続けて
はいる。（日本の研究者はなかなかすぐに成果が
現れないためか、積極的に研究しないという事も
話されていた。）
２００８年８月にはアメリカに行って、１４，０００人の
医師の前でこの問題について講演を行い、その中
で決議案を出して、枯れ葉剤を製造した製薬会社
に対して署名を提出するという前向きな結果も出
されている。アメリカも「環境を良くする」とい
う点では、協力をしてくれるかもしれないとの事

だった。
また、昨年５月１５日には下院で演説を行い２年

分の研究予算として６億円をつけてもらう事が出
来たとも言う。
今もなお「枯れ葉剤の問題」を国際的視野で問

題提起を続け、ご自分自身もまた、ボランティア
で、各地を回り、事実を調査し続ける活動の意義
の大きさを実感しながらお話を終えた。
この項の最後に、フォン博士やツーズー病院勤

務医から伺った、ベトナムの医療の現状について
触れておく。
まず、医療保険加入者は公務員や会社員などに

限られ、国民の６０～７０％にあたる農民は無保険状
態のため、農村地帯や貧困層には「医療」が広が
っていないと言う問題があげられた。定年退職者
もまた医療保険の保障はなく、農民や貧困層や高
齢者は、病院にはかからず、例えば漢方薬などで
治療するというような事が当たり前になっている
ようだ。
しかし、都市部の大きな病院は全て公立で保険

加入者は１０割給付で治療が受けられるという日本
にはないすばらしさも持っている。また、医療に
関する財源は個人の税金ではなく全て法人税など
があてられているという点も特筆しておきたい。
しかし高額所得者はよりきめの細かい治療を求

めて私立病院受診を希望する人が多いというのも、
先ほどの農村など無保険者との受療権の格差を感

QUANG TRUNG COLLEGE前で講演会を終えて参加者の皆さんと
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じるところである。
医師問題に関しては、ベトナムでもやはりかな

り忙しく、２４時間以上勤務する事は無理なので、
そうならない体制が組まれているようだ。また、
訴訟問題が起こるとしたら、私立の形成外科など
保険がきかない治療分野になるため、小児科・産
婦人科・外科になりたがる医師が圧倒的に多いと
言う事であったが、ここでも日本との大きな差を
感じた。
今や保険料も含めて患者の負担が大きくなるば

かりの日本の「皆保険制度」ではあるが、ベトナ
ムに比べると多くの人々を救える医療保険制度と
言えるのかもしれない。

２．看護専門学校（QUANG TRUNG COLLEGE）
を訪ねて
約４００名の看護学生さんを前に、わずかな時間

だが、高齢者問題について語る機会を得た。参加
している学生に問いかけたところ、祖父母との同
居率は約３０％で、私の予想に反して低い気がした。
まだまだみんなが若いせいか、「高齢者問題」と
言ってもまだピンと来ないというのが現実なのだ
ろう。
むしろ、彼女たちが目を輝かせて語っていたの

は、「私も是非日本に行きたい！」との意思表示
だった。
学生の中にはすでに何年か日本の施設で研修し

てきたという経験を持つ人達が、数名おり彼女た
ちは、「もう１度日本に行きたい！是非、また、
行ける為の授業をしに来て欲しい」という熱気の
ようなものすら感じた。
また、式典に参加していた政府文部省の方から

は、「介護の人材がたりない」「介護の人材を送っ
て欲しい」という要請が多く寄せられている。人
手不足と言われているだけに将来は明るい仕事だ

と言える。特に身体に関わる（触れる）仕事だか
ら、充分な語学力をつけて、各国からの要請に答
えられるよう頑張って欲しい」との挨拶が寄せら
れていた。
おそらくベトナムにとっての介護問題はこれか

らの課題だろうが、１つは、ベトナム国内におけ
る介護技術者の要請という問題と、もう１つは海
外からの要請に応えられる介護技術者の要請とい
う２つの視点が求められている事が感じられた。
現に日本の介護施設には、東南アジアからの介

護職員が受け入れられつつある。そして、私が触
れた学生さんたちは、口をそろえて「是非 日本
に行きたい！」と目を輝かせている。
各国が平和的な国際交流・人材交流をとおして、

福祉・介護分野に進出しあう事は、決してマイナ
ス面ばかりではないだろうが、何と言っても「安
上がりな労働力の流通」に荷担することのない技
術者養成が大切になっていると感じながら、報告
を終える。（関山美子 せきやま よしこ、船橋
市北部在宅介護支援センター センター長）

Ⅴ むすびにかえて �今後の
課題�

私たちの取組みは、文献資料だけに頼るのでは
なく、足でのベトナムの解明である。それだけに、
客観性に欠ける面もある。しかし、紹介というレ
ベルではなく、交流の中で知りえたことである故
に、価値があるということかもしれない。
今後は、Ton Duc Thang大学の介護福祉学科

発足の援助や、地域（ホーチミン市）の現地調査
を行う。またダイオキシン被害の現地調査も、来
年には始める予定である。これらを通して、さら
にこの課題を深めていきたい。
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０．はじめに
１９９５年以来、世界各地で開催されている「人体
の不思議展」は、すでに３０００万人が見学している。
日本でも各地で開催され、当研究所を含め一部か
ら開催について疑義と反対が起きている。フラン
スにおいても「人体の不思議展」反対運動が取り
組まれている。その特徴は反対運動側が裁判を起
こして差し止めたことである。２００９年４月２１日に
パリ小審裁判所で中止判決がだされ、被告の主催
者側が控訴して同４月３０日にパリ控訴院（高等裁
判所）が再度中止判決をだした。フランスでは軽
度の問題については短期間で裁判を行う制度があ
るためである。これはフランス国内で、リヨンや
マルセーユで開催され、パリにおいて２００９年２月
から開催されていたことにたいして、人権団体な
どが告訴し、展示会開催者から控訴されていた裁
判で、中止判決がだされたものである。フランス
における経過について、いくつかの資料の内容紹
介を行う。なお、雑誌掲載の都合上、翻訳は全訳
ではなく、要約した部分訳である。資料における
【 】は訳者補注。

１．「中国への連帯、死刑反対会議
（ECPM）」による「人体の不思
議展」反対文書（２００９．２）

【ECPMはフランスのアソシエーション法（１９０１
年）に基づく団体で、世界における死刑反対運動
を行っている。世界における市民の民主主義、自
由、公正の推進を目指す。世界の８８の NGO、そ
の中には国際アムネスティ、国際人権委員会など
を含む死刑反対世界協力組織を作っている。「中
国への連帯」もアソシエーションであり、中国の
民主化運動の支援活動を行っている】

www.abolition.fr、 www.worldcoalition.org、 www.
solidarite−france−chine.net

� 「人体の不思議展」の中止を求める理由
世界のあちこちで「人体の不思議展」が開催さ

れて、３０００万人以上が見学している。その事業高
は巨大である。最初の「人体の不思議展」は１９９５
年にギュンター・フォン・ハーゲン博士が開催し
た。その成功で２億ドル稼いだ。それで真似をす
るところが出てきた。サンフランシスコ、韓国、
台湾その他。そこで展示された人体はほとんどが
人権を無視して作られたものである。教育の名目
で人権を無視してよいのであろうか。
展示された人体は、多くの死体から組み合わさ

れたものである。心臓、肺、腎臓、肝臓などを寄
せ集めて「美しい人体・骸骨」に仕上げている。
これらの人体や器官はどこから調達したのか？
フォン・ハーゲン博士は、それらの人体の多くが
中国で死刑となった人々のものであることを否定
はしていない。中国では毎年６０００人が死刑となっ
ている。また死刑囚から人体臓器売買のために、
臓器を取り出していると言われ、腎臓は６２００ドル、
肺は１５万ドルで「市場」で売られている。
香港の解剖学技術財団などは、「人体の不思議

展」を科学的、教育的目的に合致しているという
が、「人体の不思議展」は、教育的、非営利目的
でもないし、科学研究目的でもない。
「人体の不思議展」は、死体の出所の証明書も

提示しない、つまりドナーが誰なのかもわからな
いものであり、商業営利目的なのである。驚くべ
きことに、人体の輸入に際しての通関手続きなど
がなされていないのである。
これらはフランスの民法および刑法の違反であ

る。死体展示の商業化は、倫理的道徳的な侵害で
あるばかりでなく、また臓器売買営利市場の問題

海海 外外 情情 報報

フランスの「人体の不思議展」に中止判決

石塚 秀雄
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とも関連している。フランス法からすれば、人体
を生体であろうと死体であろうと、営利目的で取
り扱うことは許されない。民法第１６－１－１条は
「人体の尊厳は死んでからも継続する」とある。
刑法もまた、第２２５－１７条で「いかなる仕方であ
れ、死体の尊厳を傷つける者は、懲役および１５万
ユーロの罰金とする」と規定して死者の尊厳を守
っている。
フランスでは２つの「人体の不思議展」開催請

求があったが、国家倫理諮問会議の意見によって
開催許可は下りなかった。意見の中では「第二次
世界大戦における強制収容所での死体取扱いを思
い起こさせずにはいられない」ものと記されてい
る。「人体の不思議展」の死体展示は個人が誰だ
か明示されておらず、また明示することは人権に
関わる、としている。「したがって、このような展
示は、人権倫理の観点からふさわしくない」とし
ている。
展示団体は、教育的な観点を強調している。し

かし、教育は知の伝達のための方法と実践である。
だから「教育は単に展示するということであって
はならない」。また、プラスチックや樹脂の臓器
や人体で十分である。「一般大衆むけの教育とし
ては、決して本当の死体に頼ってはならない」。

� 人体を営利目的で利用してはならない
死体を営利目的化してはならない。展示会では

「ユニーク」とか「本物の人体」などと強調した
宣伝がなされた。フランスにおける「人体の不思
議展」の主催者は商売目的を隠さず、次のように
言っている。「この展示会では２００万ユーロの収入
があった。リヨンでは１１万人の入場者、マルセイ
ユでは３万５千人、パリでは最初の１週間で１万
人が来場した。中止となった２つの展示会では３０
万人がくると計算していたのだが」。入場料（拝
観料）は場所によって異なったが、７ユーロ、１０
ユーロ、１５ユーロなどであった。
展示団体はまた、フランスにおいて、移植用の

臓器寄付を促進するためにも、死体に対するタブ
ーを打ち破るべきだと主張している。しかし、死
体の出所も明示せずに、法で定めている人権擁護
に違反しているのに、どうしてそのような主張を
しているのであろうか？ またそれなら展示され

ている臓器をどうして病気移植のために使わなか
ったのであろうか？ 彼らの意見は、死者の臓器
は治療と学問目的以外には絶対使用してはならな
いという医療法の規定にも矛盾している。仮に展
示された人体が寄付だったとしても、医療のため
に使われるべきであり、骸骨踊りのような、セン
セーショナルな仕方で、商業目的で展示されるべ
きではない。もっともらしい理由などを決してつ
けるべきではない。

２．「人体の不思議展」開催に裁
判所が中止命令（２００９．４．２１）

パリ大審裁判所は、リヨンの展示会以来、審議
されていた「人体の不思議展」の開催を、人権侵
害として、パリで開催予定の展示会の中止の判断
をした。裁判所の決定によれば、「専門家と行政
による第三者委員会より、人権侵害との決定がな
され、１日遅滞につき２万ユーロの罰金が科され
た」。これは５月から８月にかけて２カ所（マドレ
ーヌ展示会場、パルクフロラル）で開催予定だっ
たものである。１７の人体を展示する予定であった。
主催者は「アメリカでもその他ヨーロッパでも、

２０カ所くらいで開催されており、中止させられて
いないのに」と不満を示した。展示会の宣伝文句
は「わくわくすると同時に芸術的であり教育的」
である。
展示人体の出所と誰だかが不明であること、商

業目的であること、学問目的でないことが理由と
してあげられている。
国家倫理審議会は次のように述べている。「と

んでもないことである。人体は死後、ただ学問的
観点から利用されるべきものであり、同意が必要
である。フランスでは本人の同意なしには、そう
したことがあってはならない」。
国家倫理審議会は次の点を指摘している。

� 人体の商品化は、フランス人の権利の侵害で
あり、展示会が商業目的であることは明らかであ
る。
� 開催目的が明確でない。
� 人体展示は見せ物業である。
� 「第二次世界大戦のときの強制収容所の死体
取扱いを思い出さざるを得ない」
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� 「人の死を、この世に匿名化して取り扱うこ
とは、あるべき人間の尊厳を損なうものである。
展示された人体は個人ではない。寄せ集めて作ら
れている。人体の抜け殻に配慮欠いたやり方で展
示することは文明社会で行うことではない。展示
が倫理的な観点にかけていることは明らかである。

３．パリ控訴院決定（２００９．４．３０）
「アンコール・イベント社」は、２００９年２月１２

日から５月１０日まで、パリのマドレーヌ展示会場
において、「人体の不思議展」を、教育目的学術
目的として開催するとした。「中国との連帯」ア
ソシエーションおよび「死刑反対会議」アソシエ
ーションからパリ大審院に訴えがあり、２００９年４
月２１日付命令によって、本件提示会の中止が決定
された。
裁判官からは次のような指摘があった。

� 「アンコール・イベント社」に対して、パリ
のマドレーヌ展示会場での中国由来の死体と解剖
片の展示は差し止める。命令実行遅滞１日につき
２万ユーロの罰金。
� 同社は死体および解剖片のリストを法務官に
提出すること。遅滞１日につき同額の罰金。
� 同社は、本件について訴訟（控訴）を起こし
たことにより５万ユーロの罰金。
� 同社は、訴訟費用を負担しなければならない。
同社は決定を不満としてさらに控訴。

民法１６－１－１条では次のように明記されてい
る。「人体の尊厳は死後も継続する。すなわち、
死者の遺骸および火葬にふされて遺灰になっても、
尊重され、尊厳と丁寧に取り扱われなければなら
ない」。
これは公共の秩序の措置に関わることであるか

ら、立法機関は生きた人体および遺体に対する保
護を規定し、またそれらが侵害されざることがら
であること、絶対的な尊厳があること、あらゆる
人間社会で基本的な原則であることを認識する。
この保護と理念は、学術目的または教育目的に遺
骸を利用する場合でも例外ではない。
この尊厳に関して、葬儀社や宗教的儀式または

異なる文化における儀式に関わること、墳墓から

ミイラを取り出し博物館で見学させること、聖遺
物を展示することなどは、公共の秩序を乱したり、
人々の憤激を引き起こすものでない限り、排除さ
れない。現代科学に貢献する学術分野についても
同様に拡大解釈され、専門家・学者に対してだけ
ではなく、人々がその知的認識の増進に対する関
心を高めるためにそうしたことに関わることがで
きる。
「人体の不思議展」は、人体を展示して、各種

スポーツの格好をさせたり、身体的な活動に沿っ
た内部機能の展示をしている。この目的のために
これらの人体は部分的に、開かれ解剖されている。
これらの人体の多くが中国から調達されている

のは明らかである。「アンコール・イベント社」
は、香港の「解剖科学技術財団」による許可を受
けていると明示している。
死体の保護、死体の尊厳のために、展示された

死体が合法的根拠をもつのかどうか、生前に自分
の死体の利用についての同意を得たのかどうかが
明らかにされなければならない。
「アンコール・イベント社」は、それらの人体

や器官は、同財団に所属する医学団体からの匿名
の慈善的寄付によるものであると主張している。
同財団は「すべての寄付者（またはその家族や後
見人）は、譲渡された人体は解剖用であり医学研
究のためのものであると、明確に提示されている
（人体保存方法について情報を受け取っており、
一般大衆の教育のために使われることを知らされ
ている）」との証明書を添付している。さらに財
団は「個人情報は秘密でなければならないから、
決して公開されてはならないことを、財団は寄付
者に保証する」と明記している。まさに、結果的
に財団は寄付者（死体）が誰だかを明らかにする
ことはできない、というわけである。
したがって、人体の出所とその同意がされてい

るのかを明らかにするという点では、財団の証明
にはまったく根拠がなく、財団はもっとまじめに
真摯に取り組まなければならない。
「アンコール・イベント社」は、次のような資

料を提出した。
� 財団の説明文。【責任者の】署名が判読でき
ないことが記載されていない。
� 財団の学術委員会委員長のエンファ・ユ医学
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博士の履歴書（本人署名なし）。
� 説明文の要約。アメリカのワルター・ホフマン
医師の但し書きあり。同医師は、アメリカでの
「人体の不思議展」の学術医学コンサルタントで
ある。彼によれば、訴訟対象となっている標本は、
中国とアメリカの法律に基づいて取得されたもの
である。
財団の信用性とまじめさを示すものは見いださ

れないし、説明文の署名も判読できない。
「アンコール・イベント社」は証明できていな

い。しかし、人体の出所についてそれが不正でな
いこと、認定された死者の同意書を示す義務があ
り、また財団の信用性と由来などについて明らか
にする義務がある。
当該展示会は、民法第１６－１－１条に違反した

条件と内容で組織されている。
したがって、「アンコール・イベント社」の展

示は禁止される。同社は「死刑反対会議」と「中
国への連帯」のそれぞれのアソシエーションにた
いして、民事訴訟法第７００条に基づき、３，０００ユー
ロの支払いをすること。
民事訴訟法第６９９条に基づき、裁判費用は「ア

ンコール・イベント社」が支払うものとする。

４．民法の規定
展示会中止判決の根拠となった民法第１６－１－

１条は、民法第１編の第２章「人体の尊厳」の第
１６条のなかの条文である。以下、第２章第１６条（第
１０項から１３項目は第３章と別立てで遺伝学実験に
関わる規定であるので割愛）を示す。
「第１６条 法は人間の優先性を保障し、人間の尊
厳に対するすべての侵害を禁止し、誕生以後の人
間存在の尊厳を保障する。
第１６－１条 各人はその身体が尊重される権利を
持つ。人間の身体は不可侵である。人体、その一
部、その生産物は、所有権の対象とならない。
第１６－１－１条 人体への尊厳は死後も消滅しな
い。死者の遺骸および火葬に付された人体の遺灰
もまた、敬意、尊厳、品位をもって取り扱われな
ければならない。
第１６－２条 裁判官は、人体に対する不法な侵害
や人体の各部位やその生産物、および死後に残さ

れたものにたいする不法行為を、禁止または中止
させるためのあらゆる措置を定めることができる。
第１６－３条 医療の必要上または他人の治療目的
のための例外的理由のため以外には、人体の全体
性を侵害してはならない。当事者の同意を事前に
得なければならない。ただし、治療的措置のため
に必要な状態で、直接的な同意がなされていない
場合は除く。
第１６－４条 人間存在の統合性に対する侵害はい
かなることも許されない。人間の選別のための組
織にたいする優生学的な行為は禁止される。生き
ている人間および死者と同じ遺伝子を持つ子供を
誕生させる目的の処置はすべて禁止される。遺伝
子的病気の阻止または治療のためを除いて、子孫
を修正する目的でのいかなる遺伝子的な転換措置
も禁止される。
第１６－５条 人体、その一部その生産物にたいす
る所有権的な協定は無効である。
第１６－６条 人間、肉体のサンプル、その生産物
に対する実験を許された人に対しては、いかなる
報酬も支給されない。
第１６－７条 他人の代理で生殖妊娠する協定はい
かなる場合も無効である。
第１６－８条 身体の一部やその生産物を寄付した
者、およびそれを受け取った者が誰であるかにつ
いてのいかなる情報も、漏らしてはならない。ド
ナーは受け取り側が誰であるか、また受け取り側
はドナーが誰であるかを知ることはできない。治
療上必要がある場合、ドナー側と受け取り側のそ
れぞれの医師は、彼らが誰であるかの情報を受け
ることができる。
第１６－９条 本章の規定は公的秩序のためのもの
である。」
第１６条は、もともと死体の取り扱い、優性治療、

臓器移植、遺伝子治療などについての規定である。
この第１６－１－１条は、２００８年１２月１９日付の「埋
葬法」改正に伴って、新たに挿入された条文であ
る。土葬中心から火葬中心に移行することに対応
した改正であった。したがって、「人体の不思議
展」などを想定したものでは必ずしもないが、偶
然ながら、この問題に対して適用され解釈された
条項となったわけである。
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５．一般の反応
新聞「フランスソワール」のサイトで、フラン

スで行われた「人体の不思議展」のビデオを見る
ことができる（www.francesoir.fr）。瞥見する限り、
人体標本は、皮を剥がれた状態で人体内部が見え
る状態で、チェスをしていたり、自転車に乗って
いたり、スポーツをしていたり、様々なポーズを
取らされている。また人体の胴体のスライスが展
示されたりしている。明らかに、これらの人体は、
一人だけでなく、いろいろなパーツを組み立てて
一人の人体にしていることが見て取れる。
新聞「ルポワン」で展示についての読者の意見

として次のようなものが載っている（２００９．５．１１）。
「ａ．文明国の決定だ。自分の身体が同じよう

に展示されたらイヤだ。フランスは人体をそんな
風に取り扱ってはならないと定めている最初の国
だと思う。展示は蒙昧主義でしかない。（男性）
ｂ．人間への侵害だ。検死などは専門家にまか

せるべきである。これをみたいという人は品が悪
いことを自覚すべきだ。（匿名）
ｃ．ファラオならいいのか。中国人がいけなく

て、エジプト人のミイラなら目的が違うからいい
のか。（女性）
ｄ．見て良かった。人体がわかったしそれは美

しかった。人体を遺贈してくれた人に感謝する。
展示会を再開してほしい。みんなまじめに見学し
ていたと思う。子供もショックを受けるというよ
りもまじめな質問をしていた。（女性）
ｅ．医学生の意見。フランスでは死体解剖はあ

んな風には行わない。献体は医学医療の進歩のた
めになされるものである。１９９４年の生命倫理法で
は人体を営利目的に利用してはいけないと定めて
いる。人体は他人の所有物ではない。（男性）
ｆ．中止に賛成。全体主義国家の犠牲者の皮剥

死体でお金を稼ぐなんてとんでもない。いまは３
Ｄなどで立体画像を見ることができるのだから。
（匿名）
ｇ．問題なし。２年前にカナダのモントリオー

ルで展示会を見た。騒ぎもなくのぞき見趣味もな
かった。誰も写真を撮らず、尊敬をもって静かに
見学していた。自分たちの人体機能を見て驚いた
が、知る上では非常によい展示であった。（匿名）

また雑誌「フランスカトリック」は、つぎのよ
うな記事を載せている（要約、２００９．３．２）。
リヨンやマルセーユで開催してパリで開かれて

いる「人体の不思議展」に対しては、人類学博物
館、科学館、全国倫理審議会（CCNE）などが反
対を表明している。主催者のパスカル・ベルナル
ダンは、もともとロックコンサートのプロデュー
サーであるが、展示会が商業目的であることをか
くそうともしていない。インターネットで宣伝を
している。その中でパリ病院の外科医 O.ガギー
先生は、「見学すれば人体についてまったく見方
が変わる。膝関節を手術した人が、見学して役に
立った。」と話している。また宣伝ビデオでは、
古代エジプトのミイラを展示しているのと同じだ
と言っている。しかし展示会はのぞき見趣味以外
のなにものでもない。主催者は医学や教育という
大儀名分を言っている。
見学したジャーナリスたちの意見としては「恐

怖の博物館」だという指摘がある。人間の皮だけ
の展示もあるが、そのどこが教育的なのか。それ
はポルノグラフィーに似ている。主催者は「アウ
シュビッツ財団」専務みたいだという声もある。
入場に年齢制限がないのも問題だ。
たしかに「人体の不思議展」は人をたくさん集

めた。アメリカでは３００万人が見た。フランスで
は３０万人が見た。科学館の F.オウベル館長は「人
間の姿はこんなわけのわからないものではない。
展示会は科学や教育の名を借りたのぞき見主義で
しかない。人間をこのように『固定化』して展示す
るのは人間の尊厳の侵害である」と非難している。

６．医師会の反対表明
２００９年４月２９日付で、フランス全国医師会は会
長名で見解を発表した。以下のとおり。

「人体の不思議展」について
会員各位
皆様に「人体の不思議展」についての医師会の

見解をお知らせします。この展示会は、実物の人
体と臓器を公衆に展示してきました。
人体およびその機能についての知識は、人々に

基本的な利益をもたらすものです。
にもかかわらず、展示者たちの特徴、展示会の
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商業性、および展示人体と解剖片の出所について
重大な疑問をわれわれは持つので、医師会として
は、最大限の反対を表明するものです。
人々が人体解剖、とりわけ医学的新技術につい

ての知識を持つための別の手段が存在しており、
それはますます整備されつつあります。人間的存
在についてはあるがままに認められ、その尊厳と
尊敬は侵害されず、死後にも本人に適用され続け
るものです。 敬具
会長 ミッシェル・レグマン」

７．おわりに
臓器移植などを所管するフランス国立生物医学

局も「人体の不思議展」については懸念を持って
いる。展示されている１７人の「人体」と人体片は、
１７人にとどまらず、何人のものが使われているの
かは不明である。香港経由とのことだが、「人体」
の全部が中国出自のものであることは疑いないと
のことである。したがって、この問題は、中国で
の臓器移植「市場」が国際的に人権問題として取
り上げられていることとリンクしているのである。
明らかに東洋人の風貌をもったそれらの人体が見
せ物になっているの見ると、東洋人としては一抹
の寂しさを禁じ得ない。もし、これらの展示され
た人体とそのパーツが日本人のものだとしたら、
はたして日本社会の反応はどうであろうか。人権
は人類一般に適用されるのであって、日本人にだ
け適用して考えるものではない。
フランスでの「人体の不思議展」反対運動は、

医療倫理、生命倫理、人権、臓器移植倫理問題、
医療と営利性などの問題とも関連していることを
明らかにした。開催阻止のために裁判を起こして、
法的にも反対の根拠を明らかにするという取り組
みは、「理性の国」のフランスのものだともいえ
よう。また医師会などが明確な反対を表明してい
るのも日本とは異なる。
日本では各地の少なからぬ医療関係団体、教育

委員会、識者が「人体の不思議展」に協賛してい
る。まさに、フランスの主催者同様に「医学的、
教育的目的」という大義名分に短慮のために乗っ
たものであろう。死体取り扱いの法的位置づけ、
臓器移植、遺伝子治療などに関する日本の法制度

体系から見ると、「人体の不思議展」はどのよう
な法的解釈ができるのであろうか。識者のいっそ
うの議論を待ちたい。
また見学した一般大衆においては、さまざまな

主観的な意味づけ（悪趣味だとか、勉強になった
などの感想）をしていることは、フランスでの反
応を見ても明らかである。いわゆる「のぞき見趣
味」とか「好奇心」とかについては、昔から常に
あり、西洋でも日本でも「見せ物小屋」などで異
形の者や奇形の者を登場させて人を集めたという
ことがあった。しかし、それらには「教育的」と
か大義名分を掲げていたわけではなかった。いわ
ば商売あるいは生計のためにやっていたのである。
営利事業それ自体が悪いわけではない。２０年前ほ
どの映画「エレファントマン」は異形の者を見せ
物にするといった問題がテーマであった。現在で
は、人権意識も高まり、そうした「見せ物」が容
認されることはない。
今回、フランスにおいては、営利であっても（お

そらく主催者側に明白な悪意があるわけではなく、
考えが足りないだけなのであろうが）そうしたこ
とが許されないという法的判断形式が示されたの
である。しからば、非営利を装って「人体の不思
議展」のようなスペクタクルを開催することは許
されるのであろうか。それは、非営利組織は「社
会的共通益」を実現するものだという含意を悪用
したものである。そもそも非営利組織がこうした
展示会企画を立てる動機はない。それはフランス
で言うところの「悪しき啓蒙主義」であり、偽善
である。また公的機関が同様の「展示会」を開催
するであろうか。法と基本的人権、公益を守ると
いう立場から、これもまたあり得ないであろう。
今後も「ニセ公益」や「ニセ非営利」を装って、
営利目的の事業をするということが増加するにち
がいない。単純な区分けではなく、問題の理非を
明確にした判断が人々に求められる。
フランスにおける判決は、そうした問題点を整

理したものである。日本においても「人体の不思
議展」が引き起こした様々な問題を議論し学んで
いく上で、フランスにおけるこの問題の経過は参
考になると思われる。

（いしづか ひでお、研究所主任研究員）
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４１．繁栄と貧困、そして人口流動
繁栄はその対極に貧困を生むが、それだけでは

ない。繁栄はグローバルな誘蛾燈となって、移民
の流入をもたらし、さらにひしめき合った貧困の
重なりをもたらす。
『輸入する貧困』
☆Philip Martin：Importing Poverty.（２００９）Yale
Univ. Press．
の扉には、「移民は不幸の申し子である」という
文言が掲げられているが、日本からの「口減らし
移民」について、次のように書かれている。
「（カリフォルニアには）１９０１年から１９０７年に

かけて１３万人ほどの日本人がアメリカに到着した
が、その半数は農業労働者となった。」欧米から
の移民も多く「１９００年から１９１４年にかけて、アメ
リカに入った１，２００万の移民のうち、カリフォル
ニアには１０万人しかやってこなかった」などと書
かれてある。もちろん、メキシコ国境を越えて流
入する合法、非合法の移民は多く、アメリカとい
う誘蛾燈につられて労働力の国際流動が活発化す
るのである。
『北米における貧困と貧困緩和戦略』
☆Mary Jo Bane他編：Poverty and Poverty Alle-
viation Strategies in North America.（２００９）Harvard
Univ. Press．
の表紙はメキシコ山岳地帯で牛に地面を掘らせて
種を播く農民の写真が使われているが、石ころだ
らけの痩せた土地を見限って、どこかに新天地を
求めたくなるような写真である。労働力の国際的
流動と、国境を越えた資本の活動とは表裏の関係
にあり、いつとはなく「グローバリゼーション」
という言葉で、これらを表現するようになった。

最近出された教科書的な本
『グローバリゼーション小史』
☆Jürgen Osterhammel他：Globalization, a Short
History.（２００５）Princeton Univ. Press.
では、次のような時期区分が採用されている。
・１７５０‐１８８０：帝国主義、産業化、そして自由貿易
・１８８０‐１９４５：グローバル資本主義とグローバル
危機
帝国主義とグローバル資本主義とをどう区別す

るのか、という気もするが、多分に気分的な言葉
であるグローバリゼーションを「いかにボトム・
アップするか」という視点からとらえたのが
『ボトム・アップからとらえるグローバリゼーシ
ョン』
☆A. Coskun Samli: Globalization from the Bottom
Up.（２００９）Springer.
である。ここで「ボトム・アップ」が強調されて
いるのは、いわゆる先進諸国の「国民国家的どん
底レベル」が「グローバル・どん底レベル」に吸
引されつつあることがわかったからだろう。なお、
この本では途上国に貧困をもたらす元凶としての
戦争や軍・産複合体のロッキード・マーチン社を
とりあげ、そのもうけ「the earning」が２００３年度
で１１億ドルにのぼることを指摘している。また軍
・産複合体に対する政治的、行政的コントロール
の難しさを示した本（論文集）として
『社会科学と軍事』
☆Giuseppe Caforio編：Social Sciences and the
Military.（２００９）Routledge.
が出されている。

�市場型医療とファシズム
野村 拓

社会福祉と医療政策・１００話（４１～４５話）�
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４２．「専門化」と市場型医療

��雑誌 Medical Economics��

ところで、グローバリゼーションへの起動力を
持ったアメリカは、国際的流民を引き寄せる誘蛾
燈であり、軍・産複合体の本拠地でもあった。貧
困を輸入し、戦争を輸出して富を蓄えつつあった
国の医療はどうであったか。この点については３２
話、３４話でもふれたがひと言で言えば「市場型医
療」であったが、その前提条件は医療が治療的実
効性を持つことであった。
病院が「死を待つ隔離・収容施設」に過ぎなかっ

たころ、中流以上の人たちは病院など相手にしな
かった。開業医の往診を受け、Private Duty Nurse
を雇って病気に対応した。しかし、医療技術革新
によって、病院が「治療の場」としての実効性を
持つようになって、患者も医療関係者も変った。
患者はメイヨー・クリニックで行われるような

医療を求め、医師は専門性を追求し、看護婦は家
政婦的看護から病院看護中心にシフトされた。次
話（４３話）で述べるがアメリカにおいて病院勤務
の看護婦が看護婦全体の中でマジョリティを占め
るようになったのは１９３０年代とされている。
１９２３年創刊のMedical Economics誌は、市場型
医療の申し子として発展した。ということは、社
会保険的規制のない診療行為の場合、医師は自由
裁量で患者に診療費を請求できるが、その場合で
も、おのずから「相場」のようなものがある。Medi-
cal Economics誌は、統計的調査にもとづいて、
その場合の「相場表」のような役割を果たして来
たわけであり、ドイツや日本における社会保険診
療の点数表が、アメリカの場合は「相場表」とし
てのMedical Economics誌だったのである。そし
て、アメリカにおいて「専門医化」が進行した１９３０
年以降、診療科別の相場表として、ますます重要
な役割を果たすことになった。
「３２話」での、アメリカ医療費委員会（CCMC）
調査報告の場合は、「一般医」「専門医」の中間に
「部分専門医（Partial Specialist）」をもうける３分
類があったが、間もなく、「部分専門医」という
言葉も存在も消滅し、医師の選択の問題として「一
般医か「専門医」かという問題が持ち上がった。

Medical Economics誌の統計は、伝統的にMe-
dian（中央値、中位数値）を採用しているが、１９３１
年の診療科別純収入を多い順に並べれば、外科
８２００（ドル）、眼科７５８８、放射線科７１４７……皮膚科
４８２５、理学療法科４６５０、麻酔科４４９３となり、ここ
で水があいて「一般医」（G.P.）３６６０となっている。
この統計は専門医志向を促進することになるが、

その後は診療科別の医師の需給関係、医事紛争裁
判の増加による医療過誤保険の保険料の高騰など
が複雑にからみ、歴史的紆余曲折がみられる。

４３．ハリウッド映画「白衣の天使」（１９３６）

��看護婦のイメージづくり��

１９３０年代はアメリカ看護史にとってひとつの節
目であった。１９００年代の初めには、看護婦の９割
は在宅・訪問看護（Private Duty Nurseなどの形
で）に従事していたが、その後、病院看護が急激
にウェートが増し、病院看護婦数が在宅・訪問看
護に従事する看護婦数を上回るようになったのが
１９３０年代である。
その背景には、さきに述べたように医療技術革

新により、隔離・収容施設としての病院が「治療
の場」としての病院に変身し、多くの専門看護婦
が必要とされるような状況があったからである。
また、この時期は、ヨーロッパもアジアも戦争

前夜の緊張をはらんだ時期であった。そして、こ
の時期に、クリミア戦争時のスクリバの野戦病院
でランプをかざして病棟をまわるナイチンゲール
こそ病院看護の象徴とするハリウッド映画「白衣
の天使」がつくられたのである。
この時期、映画は大衆文化を支配していたが、

「白衣の天使」はロサンゼルスでのアメリカ看護
協会（ANA）の集会に合わせるような形で、同
地で封切られた。それ以前にも、ANAは機関誌
でこの映画を公式に推薦し、広告も掲載した。
映画そのものはナイチンゲールの伝記的なもの

であり、その伝記としての正確性にはいろいろ問
題があったが、メディアを通じて看護婦のあり方
を示した点で画期的であったと言える。『看護婦は
どう見られてきたか』（アン・ハドソン・ジョーン
ズ編著、中島憲子監訳．１９９７．時空出版社）は、この
映画のディテールをあますところなく伝えている。
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“看護は教会から生まれ、軍が育てた”と言わ
れているが、戦争前夜の時期に、看護婦が持つべ
き（宗教的）献身性のあり方を示したものと言え
る。問題は「イギリス３００家族」に数えられると
いうナイチンゲール家の財力、政治力が可能にし
ていた事項を「献身」でおきかえているのではな
いか、ということであり、この点について前掲書
は「ナイチンゲールが成功したのは、彼女が強靱
な実際的精神の持主で、組織と管理の天才で、政
治的な策士で、強力で独断的な女性で、トラブル
メーカーだったからだ。」と斬っている。
映画という新しいメディアで、ナイチンゲール

をとりあげた１９３０年代は、アメリカ看護史の上で
も区切りとなる時期であった。
『アメリカ看護の歴史』
☆Deborah Judd他：A History of American Nurs-
ing.（２０１０） Jones & Bartlett.
はアメリカ看護史をクリアカットに時期区分した
本だが、１９３０年代の特筆すべき事項として、「多
くの看護学校で標準的なカリキュラムが採用され
たこと」（１９３２�３３）を挙げている。
アメリカの「市場型医療」は消費能力を持った

富裕層を対象として技術的展開を示したが、消費
能力を持たない階層はカヤの外に放置された。
１９３５年の社会保障法も「医療抜き」の社会保障法
であったために、アメリカの医療史は、今日言う
ところの「無保険者」の歴史でもあった。
『アメリカの無保険者危機』
☆IOM（医療研究所）：America’s Uninsured Crisis.
（２００９）IOM．
には州別無保険者の割合を濃淡で示したマップが
載っているが、カリフォルニアや南部諸州に無保
険者は多い。
欧州諸国や日本のように、公的医療保険や医療

保障という枠組みと折り合いをつけながら医療技
術が発展した国とちがい、市場経済の下で高度（高
額）医療技術が野放図に発展した国で、これに医
療保障的な規制の網をかぶせるのは、なかなか難
しそうである。いいかえれば、医療技術と医療保
障との折り合いをつける歴史的機会を何回か逃し
た姿が、今日のアメリカの無保険者問題といえよ
う。同時に医療保障という国民国家的枠組みが、
やたら強化され、しかも、国家が戦争を目指すと

きに、医療はどうなるか、という視点も必要であ
り、これを日、独両国について、検討してみるこ
とにしよう。

４４．ヒトラーの社会政策

��国家に対する「有用度」次第��

１９３６年のベルリン・オリンピックはナチ党の宣
伝オリンピックであった。そして競技の模様を映
画化した「民族の祭典」や「美の祭典」は絶大な
影響力を発揮した。ここでいう「民族」とはアー
リア民族であり、「美」は「強者」であった。国
家に貢献する「強者」は「美」であり、「弱者」
は「醜」であった。
１９３４年７月３日公布の「保健衛生行政統一法」
の基本的な考え方は次のようなものであった。
「国民ひとりひとりの価値を、国家に対する有

用性の程度によって測るというのが、国家社会主
義の原則であり、この原則をさらに徹底させるた
めには、国家的規模で統一された保健医療体系の
建設が急務である。遺伝的に健全であるか、生殖
能力はあるかないか、各種労働能力はどの程度で
あるか…等々国家的立場から見た国民ひとりひと
りの『健康価値の確立』が諸施策の前提となって
おり、また同時に、このような健康価値の確立を
精細に行なうことは、統一的な保健医療事業によ
って可能である。」（野村拓：『国民の医療史�医
学と人権・新版』１９７７．三省堂）
ヒトラーが政権を取ったとき、ドイツの疾病保

険はかなりの赤字をかかえていたが、ヒトラーは
短期間に赤字を解消してしまった。
その原理は国民・被保険者「価値ある要救済

者」と「価値なき要救済者」ふるい分け、後者に
対する給付を打ち切ったからである。ヒトラー時
代の社会政策で、その対象とされたのは、妊産婦、
乳幼児、青少年等、未来の戦力たりうるものであ
り、障害者や老人等、国家にとって「価値少なき
人たち」は対象からはずされただけではなく「遺
伝健康裁判」によって「断種」が強制され、しか
もその手術料として男子２０マルク、女子５０マルク
を徴収した。
この断種手術（優生手術、日本では昭和初期に

「滅種法」として紹介されている）が、ヒトラー
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よりも約３０年早く、アメリカで多分に人種的偏見
にもとづいて実行されていることにも注目しなけ
ればならない。ヒトラーの場合は、「国家に対す
る価値」と、ユダヤ人等に対する民族的偏見との
両方の視点で実行されたものである。そして、こ
のような医療体制の根幹をなす「ナチス医師法」
全文を独和対訳で紹介し「ナチス立法精神・整然
たる法体系」と賛美したのが「日本医事新報」
（１９３６．１０．３１．）であった。
この「整然たる法体系」の下で、いかに自殺者

が増えているか、を示したのが
『ナチ・ドイツにおける自殺』
☆Christian Goeschel:Suicide in Nazi Germany.
（２００９）Oxford Univ. Press．
で、これは第１次大戦後、連合国側の苛酷な賠償
請求がドイツ国民の自殺を増やしたとして、ベル
サイユ条約を破棄したナチ・ドイツが、結果的に
はユダヤ人以外のドイツ国民の自殺を増やし、最
後はヒトラー以下ナチ党幹部も自殺する、という
物語である。

４５．国家目的と医療統制

��日本医療団設立、社会事業は厚生事業に��

日本の場合、戦時下の自殺についての統計資料
はないが、国家が国民を痩せ細らさせたことは確
かである。
ヨーロッパ諸国は第１次大戦で「総力戦」や、

国民を「人的資源」としてとらえる国家政策を経
験するが、日本も日中戦争（盧溝橋事件）以後、
「総力戦」を経験することになる。
多くの無医村（約３０００）を抱えたまま放置され

てきた日本の農村は、食糧生産基地として、また
兵力・労働力の給源として見直される形となり、
主として農村地帯を対象とする国民健康保険法が
１９３８年に、成立、施行された。また同じ年に発足
した厚生省は軍中心の保健政策の遂行者となり、
同年の国家総動員法によって医療要員の動員も進
められるようになった。
戦力培養のために、一方で国民皆保険が志向さ

れ、他方では医療提供体制の国家統制が進められ
るようになった。１９４２年に在来の医師法、歯科医

師法や診療所取締規制などを包含する形で国民医
療法、日本医療団令が制定、公布され、日本じゅ
うの医療機関のピラミッド型再編成が試みられた。
医療体系は「一般」と「結核」とに大別され、

結核医療体系整備のためには、結核ベッド１０万床
（当時は１万６、７千床）を目指して結核療養所
の建設が計画されたが、途中で、資材難、人材難
のため簡易結核療養所（奨健寮）５万床計画に縮
小された。
「一般」の方は、公立病院、民間病院、開業医

をふくめての再編成計画であっただけに、摩擦、
抵抗が多く、あまり進行しないうちに敗戦を迎え
ることになった。このあたりの事情を示したもの
が、次のような調査報告書である。
病院側曰く
「県市の衛生課長及課員は移動繁く、また医療

機関に無理解なること多きが故に、公立病院の善
用活用などは思いも寄らず」と。
管理者側曰く
「医師ほど我侭で金を欲しがり、心の汚きもの

は少ない」と。（日本医療団調査部：一般体系医
療施設経理調査概況報告書・昭和１８年４月）
この調査報告書には（秘）の印が捺してあるが、

あまりに次元が低かったから捺されたのかもしれ
ない。
しかし、日本医療団は全額政府出資の特別法人

であり、戦争目的ではあったが、当時の政府は「医
療とは国が金を出すもの」と考えていたことを確
認しておく必要がある。
これに対して「社会事業」の方は「厚生事業」

と名を改めることによって、社会的弱者の救済よ
りも、戦力たりうるものへの支援に重点をおきか
えていくのである。１９４１年に「日本社会事業協会」
は「日本厚生事業協会」に改編されるが、このと
きの改編・新発足の声明書には浦辺史、天達忠雄
などが名を連ねている。
１９３０年代から第２次大戦にかけての時期は、医
療史的に見れば、アメリカによって代表される「市
場型医療」と日・独に代表されるファシズム型医
療とが並存する時代であった。

（のむら たく、国民医療研究所顧問）
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１．都立病院再編の現状
東京都は２００１年に「都立病院改革会議」に基づ

き都立病院再編を目指して、「病院改革機構」を
設置した。これは当時の自民党政権における新自
由主義的理念に基づくものであった。現在２０１０年
において、民主党政権に政権交代しているが、東
京都の都立病院再編の方向は、予定どおりなんの
変化するところなく、旧政権の時と同じ方針のも
とに着々と再編がすすんでいる。また全国の自治
体病院も同様に再編を迫られており、その現状の
いったんは、本誌前号で概略示したとおりである
（「公立自治体病院の現状と今後のあり方」）。
いわゆる地域医療崩壊は東京都においても例外

ではなく、住民や患者団体などの公立病院の存続
運動は各地で活発に起きている。しかし、そうし
た要求活動は、医師確保などのやりくりで急場を
凌ぐという当面の課題に集中しがちで、病院経営
問題の議論にまで進展することは少ない。それは
利用者の立場から、患者の権利、社会保障権に主
として論拠を置いて、地域医療体制の確保が焦眉
の課題であることからして当然ではあるが、一方
で「医療構造改革」の主張する経済性や効率性等
の問題については、「十分な公的財源の配分は可
能」という主張をもって対抗しているからである。
この主張はもちろん根拠のあるものである。すな
わち、２００８年度の都立病院会計は経常収支は１３７０
億円でそのうち病院自己収益９５４億円であり、一
般会計繰入金４１７億円である。このいわゆる補填
分を必要と見るか、あくまでも自立採算とするの
かで、意見は異なるからである。東京都の全体予
算からすれば、４００億円が医療のために使われる
のは良いか悪いかという判断があるからである。
しかしながら、その議論と病院再編の動きとは必
ずしも噛み合っていない。そして病院再編は自治
体病院でも都立病院でも粛々と進行しているので
ある。ここでは、東京都がどのような意図をもっ

て再編を進めているのかを、資料をもとにして見
ていきたい。
東京都の都立病院の再編整備の考え方は、２００１

年報告書によれば次のようなものである。各都立
病院間で重複している医療機能を整理して、医療
機能を集約する。大学病院や国公立病院、地域医
療を支える診療所と民説に連携していくことによ
り、効率的な医療提供体制を築く」としている。
今後の都立病院のあるべき姿としては、①行政手
医療のウエイト、②提供している医療の高度性・
専門性、③来院患者の地域性、④病床規模に着目
して、「広域基幹病院」、「センター的機能病院」、
「地域病院」と３つのタイプに分類する。あわせ
て各病院にとって望ましい経営形態の考え方も明
確にする、である。そして広域基幹病院とセンタ
ー的機能病院に関しては、従来通り東京都が直接
経営することがのぞましいとして、地域病院に関
しては、将来的には完全な民営化を目指す、とし
ている。
公営企業法適用病院に対しては「企業の経済性

の発揮」と「公共の福祉の増進」の両立が求めら
れている。これは病院事業の経営責任の明確化と
自立的経営の強化を図ることを目的としている。
これは経営責任を東京都から個別病院に移すとい
う意図をもっている。
この報告書が出た時点の統計では都立病院全体

としては赤字ではなく、黒字であった。しかし、
一般会計補助金の削減などを目指すならば、経営
形態の転換という議論も出てくるのであろう。
「行政的医療」とは、１．法令に基づき対応が求

められる医療（精神科救急医療、結核医療、感染
症医療、災害時医療）、２．社会的要請による医療
（一般医療機関が提供しない分野の医療、高度医
療、量的に不足している医療）、３，新規課題医療、
だとしている。

都都立立病病院院再再編編のの現現段段階階
石塚 秀雄
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都立病院の再編（８，２８９床，都内の６％）
現行
種類 １６ 予定 移行法人形態

総合 墨東病院 広域 区部広域基幹病院

総合 府中病院 広域
多摩広域基幹病院
小児総合医療センター

PFI、清水建設２４９０億円、平成１８年

総合 大塚病院 区部 周産期・小児・リュゥマチ医療センター

総合 駒込病院 区部 ガン・感染症医療センター PFI、三菱商事、１８６１億円、平成１８年

総合 広尾病院 区部 救急災害医療センター

総合 豊島病院
地域 地域病院・高齢者医療センター

公社

老人 老人医療センター

総合 大久保病院 地域 区西部地域病院 東京都保健医療公社

総合 荏原病院 地域 区南部地域病院 東京都保健医療公社

小児 清瀬小児病院
小児
総合

小児総合医療センター PFI、府中病院に属す小児 八王子小児病院

精神 梅ヶ丘病院

普通 神経病院 広域 神経難病センター

老人 多摩老人医療センター 地域 多摩北部地域病院 東京都保健医療公社

精神 松沢病院 広域 精神医療センター PFI、７３５億円、日揮、平成１８年

産院 母子保健院 廃止

注：「財団法人東京都保健医療公社とは、東京都、東京都医師会、東京都歯科医師会が出資して設立された。
出所：東京都病院経営本部資料に基づき、石塚作成。

東京都は２００３年に実行計画を作り、十分な審議
もなく拙速にも PFI（民会税源投資）方式により、
一部の都立病院の PFI契約を実施した。府中病院
は清水建設が２４９０億円、駒込病院は三菱商事が
１８６１億円、松沢病院は日揮が７３５億円で落札した。

２．PFI 病院の問題点
東京都病院経営本部の文書では「患者」は「顧

客」として扱われており、まさに営利的思考枠で
医療経営が考えられている。都立病院という「公
益」目的の中に「営利」目的が入れ子になってい
る状態といえる。病院建設資金を民間に出資して
もらい、その代わり約３０年リースでその資金を「行
政」が事業の中から返済するばかりでなく（入札
資金よりも大幅な金額になる可能性が大きい）、
また経営決定権の多くも委譲するという仕組みに
問題がある。日本の場合は、儲からないと見れば

撤退してしまうなど、すでに高知、福岡、滋賀の
病院で PFI失敗の事例が生まれているので、日本
型 PFIの仕組みに欠陥があることは間違いない。
問題点としては、第一に、PFI入札が、ゼネコ

ンのジョイントベンチャー的グループしか実際上
応募できないことである。これは、医療 PFIの分
野のみではなく、地域開発 PFIなどでも同様であ
り、地域コミュニティづくりにおいて、ゼネコン
・銀行・商社などがワンセットになったグループ
主導の地域開発が行われ、住民は「顧客」扱いに
なってしまい、住民参加が著しく疎外されること
になる。第二に、事業収支管理が特定目的会社
（SPC）の手に移りサービス等をリースしてもら
っている行政などは「報告」を受けるという立場
になることである。もちろん、監視監督機能はそ
れなりにあるが、契約上の問題もあり、強い強制
力がないことは高知や滋賀の事例を見ても明らか
である。第三に、病院内における医業とそれ以外
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のサービスとが分離され、医業は本来的に非営利
・公益原則の下に行われるが、それ以外のサービ
ス（業務、営繕、給食、その他）は営利会社であ
る特別目的会社（SPC）が実施することである。
公私ミックスになる。医療と医療以外の仕事は密
接に関連しており、その統合的運用計画に齟齬を
来す危険性が非常に高くなる。またこのことは同
時に、病院という職場で働く人々の身分、労働条
件等が異なることになり、またそれを調整するよ
うな法律（たとえばイギリスの場合）も整備され
ていないことである。第四に、特別目的会社
（SPC）に対する統制機能が弱い点である。これ
は行政当該機関のみならず、病院の利害関係者（病
院スタッフ、地域住民・労働組合・患者団体）な
ども関与することが必要であろう（イギリスの事
例などを参照できる）。それに関連して第五に、
公営でないのならば、病院は誰のものかというこ
とを明確にすることである。医療の普遍主義に基
づけば、この場合、利害関係者みんなのものとい
うことがもっともふさわしいであろう。
全国自治体病院と同様に、都立病院も PFI化、

公営企業化、指定管理者化、民間売却などの方向
に沿って病院再編が進行している。病院財政危機
を公的資金の導入によって解決していくのも依然

として有力な方法であり、その方法を放棄するこ
とはできない。しかし、現状の公立病院の大半が
民営化の手法をなんらかの形で導入しようとして
いることも確かである。対立軸は、医療における
公益性・非営利性という線引きに対して、付随す
るサービスをそこに含めるのか、それとも「医療
外」として非公益性・営利性の領域として認める
のかという価値判断にあると思われる。しかしさ
らに言えば、そうした二分法的思考を乗り越えて、
「医療外」サービスも非営利・協同性の領域だと
見ることが一つの有力な考え型だと思われる。そ
のためには、都立病院のような公立の病院運営経
営においても、病院スタッフ・患者・自治体・そ
の他などの利害当事者（ステークホルダー）が参
加できる、イギリスのようなシステム作りを考え
ることが必要だと思われる。ただし、イギリスの
NHS病院の多くは、NHSトラストや NHSファン
デーショントラストになっており、病院経営のガ
バナンスは利害当事者型になっていることや、診
療報酬制度の違いがあるので PFI方式を日本と同
列に論じることは出来ない面があることも確かで
ある。

（いしづか ひでお、研究所主任研究員）
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本書は５３０ページという大部の重い書物である。
「重い」というのは書物としての重さだけでなく、
本書の内容の重さを意味している。本書の対象の
山梨勤医協とは、山梨県以外に住む人々にはあま
りぴんとこないかもしれないが、公益社団法人山
梨勤労者医療協会のことで、戦後、働くひとびと
の医療機関を目指して、働くひとびとの生命と健
康を守る活動を行なってきた。１９５５年に「医療を
民衆の手に」をスローガンに、医師１人を含む職
員３人の小さな診療所からスタートした。それか
ら半世紀、現在の職員数１１００人以上を擁する山梨
県下有数の病院、診療所へと大きく発展するとと
もに、介護・福祉の分野でも新たな事業展開を進
めている組織で、現在、山梨県下に甲府共立病院、
巨摩共立病院、石和共立病院の３病院、６診療所、
４歯科診療所、７訪問看護ステ―ション、高等看
護学院を擁するまでになっている。
この山梨勤医協が世間の注目をあびるようにな

ったのは、１９８３年に医療機関としては当時日本最
大の２３０億円の負債をかかえて倒産したことによ
る。この倒産は戦後の民医連運動を揺るがした３
大倒産事件の一つに挙げられ、当時、誰も山梨勤
医協が再建されるとは思っていなかったといわれ
る。だが関係者の１４年間に及ぶ必死の努力によっ
て、負債を全額返済し、地域住民の拠り所として
不死鳥のように蘇ったのである。本書は、この倒
産の前後から和議を経ての再建、そして今日のさ
らなる発展にいたるその原因と経過を、関係者が
詳細に解明したものである。したがって、今日数
多くある民主的経営にとっても学ぶところが多い、
教訓を示している。
私は６０年代の初めの若い頃、会社の社史を企業

の経営史の対象として研究したことがある。社史

というのはいずれも重い、大判の書物であるが、
会社の創立者の成功物語的な内容のものが多い。
こうしたなかで１９３６年に歴史家・服部之総が会社
から依嘱をうけて執筆した『花王石鹸五十年史』
のように、実質的に個人の手によって執筆された、
学問的にも評価されているものもあるが、多くは
集団的な労作としての社史であり、本書もその例
外ではない。今日、戦後５０年ということで企業以
外の労働組合を始め、各種民主団体でもそれぞれ
５０年史をまとめ、公刊している。本書はそのなか
でも倒産の分析に焦点を当てた特異なものであり、
その内容は貴重である。私は、経営分析を専門と
してきた関係から、この事件には昔から関心を持
ち、いずれ関係者のなかの誰かがその教訓を明ら
かにしてくれるものと期待していた。それが今回
ようやく実現をみたのである。
一般の営利企業では、大は最近の JALをはじ

ＢＯＯＫ

『いのちの平等をかかげて―山梨勤医協５０年のあゆみ―』

（合同出版、２０１０年１月 ３０００円）

角瀬 保雄
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め大小さまざまの企業が倒産を繰り返すのは常の
ことであるが、本書のような組織の関係者が倒産
から再建への経緯を明らかにした文献はない。政
府の力を借りず、自力で再建を成し遂げえたのは、
民医連医療機関としての山梨勤医協だからといえ
る。非営利の医療機関が働く者の協同の力によっ
て、また地域住民の力に依拠することによって大
型倒産からの再建が可能となったのである。しか
し、非営利企業でもすべてが経営危機、倒産から
教訓を学び取り、再建を可能にしているというわ
けではい。再建がかなわなかった例も少なくない。
本書は歴史書の一つということができるが、そ

れとともに山梨勤医協の関係者にとっては、同じ
過ちを二度と繰り返さないための、「学びの書」
ともいえるものである。本書の編集責任は「山梨
勤医協５０年史編纂委員会」となっている。組織挙
げての、集団的な作業の成果であることがわかる。
その第一稿を執筆したジャーナリスト加藤長氏、
弁護士として倒産整理にかかわり、本書の仕上げ
にも協力された二上護、窪田之喜氏、民医連運動
の立場から再建に関わった高柳新氏など、延べ１５０
名に達する関係者による資料収集・取材などの協
力の結果、実現したものである。最高のスタッフ
による貴重な労作で、これ以上の内容は考えられ
ないといってよいであろう。
民医連関係の法人、院所の「社史」にもいろい

ろある。今、手元を見ても、本格的なものとして
は特定医療法人財団健和会編による「通史編」「資
料編」の二分冊からなる本格的な社史型のものも
あれば、院所の建設への取り組みに光を当てた読
み物風のものなどいろいろある。北九州の財団法
人健和会の創立５０周年記念史『地域とともにあゆ
む医療』、信州の長野医療生協の『いのちの輝き
を求めて４０年』といったもの、財団法人中野勤労
者医療協会の『地域の人々とともに中野勤医協の
５０年』など多々ある。共通しているのは「地域」
ということがキイワードとなっていて、民医連医
療機関の地域ぐるみという特徴が示されている。
そうしたなかでも倒産から再建への歩みを解明し
た本書は、他に例をみない貴重なものである。「運
動論」だけにとどまらない、こうした「経営論」
の研究が積み重ねられるなかで、非営利企業論も
本物になっていくのであろう。営利企業の中小企

業にとっても、学ぶ価値のある豊富な内容に満ち
ている。
本書の構成をみると、前半の序章、第１章から

第３章までは６０年代の高度経済成長と安保闘争を
背景に、民医連運動が発展するなかで、山梨勤医
協が次々と医療の拡大を進めていった過程が明ら
かにされている。７０年代には「三大建設運動」に
よって施設と人材、そして技術の拡充が図られて
いった。こうして山梨勤医協は８０年代には山梨県
の医療の約１割を受け持つ大規模な法人となり、
民医連の中での拠点病院となるまでに至ったので
ある。
本書の中心部分を構成しているのが第４章から

第５章で、発展から倒産へ陥るに至った原因が解
明されている。その中でのポイントは「三大建設
運動」を提唱し、それを積極的に推進した佐藤二
郎専務という特定の個人の手腕への依存である。
しかし、その表面的な成功体験が、集団的な民主
的管理・運営の基礎を掘り崩し、組織の崩壊へと
導くことになった。とりわけ、財務に関して一人
で決めることが通常とされ、独断専行が常態化し、
意図的な秘匿や隠蔽が行なわれるまでになったの
は重大である。理事会での討議の状況をみると、
施設建設の問題が中心となり、経理部長の報告も
そのほとんどが損益の報告で、資産負債の状況や
資金の運用管理についての報告はないに等しかっ
たという。「独断的な財務運営と規定の不備、監
査の実態」、「無計画な協力債の募集と増大」、「株
式会社健文を舞台にした危機への道」が明らかに
されている。
とくに本書の編纂過程で明確になったのが、７４

年の甲府パルブ工業買収の重大性で、これが「勤
医協倒産への転換点」とされている。さらに山梨
勤医協は８３年まで健文に対し１１４億円にのぼる資
金を融資し、健文はその資金を多くの子会社に融
資し、宅地造成、別荘地の開発、スキー場の運営
などに投資している。後に真相究明委員会により
明らかにされたこうした不動産への投融資は、バ
ブルに依存したもので、民主的な手続を経ずに少
数の幹部が独断でおこなったものであった。民医
連院所の社会的使命が高ければ高いほど、専務の
独断専行を許した当時の経営幹部の無責任さは信
じられないほどである。無「管理」、無「経営」
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といってよい。
第６章から第７章は和議成立から本格的な再建

へのたたかいで、貴重な内容となっている。民主
的管理・運営とはどういうものかを教える反面教
師の役割を果たしている。いわば民医連職員の「研
修読本」というべきものともいえる。木村隆一、
坂根利幸公認会計士などの専門家による本格的な
コメントが収録されていたならば、教材としてさ
らに役に立つと思われた。不正経理の内容はどこ
でも同じようなものであるが、将来に向けての参
考になるはずである。なお本書で指摘されている
トップの不正、汚職という問題は、生協、農協な
ど他の協同組織においても日常的に起こっている
問題であり、組織が大きくなればなるほどその危
険性が高まることを知らなくてはならない。ここ
には経営執行部の独断、組織の私物化と内部関係
者のそれへの依存という構造的な問題があり、組
織的なチェック体制が問われる今話題の内部統制
の問題点でもある。こうしたなかでとかく理念が
先行し、経営が軽視されがちな NPOや協同組合

の関係者にとっては必読文献ともいえるのが本書
である。
最後の結びが第８章から第９章で、山梨勤医協

の「未来に向けた運動」の方向と姿勢が示されて
いる。
以上、各章で述べられている再建への医師、看

護師、職員などの取り組み、全国の民医連院所、
民主団体、労働組合の支援、患者や家族の支援の
エピソードは、心を揺さぶられる感動物語の連続
である。私は近年、老化現象か、涙腺が弱くなっ
てきているが、民医連運動の真髄はそうした感動
ぬきには理解し、語ることが出来ないことを改め
て確認した次第である。本書は民医連関係者をは
じめ、広く民主的経営の関係者、中小企業の経営
者の座右の書として、繰り返しひもとかれること
を期待するものである。

（かくらい やすお、研究所理事長、法政大学名
誉教授）

【事務局ニュース】１・２００９年度研究助成の決定
２００９年度研究助成には８件の応募があり、共同研究４件への助成になりました。次年度以降に

ついては詳細が決定次第、ウェブサイトやニュースなどで発表します。お問い合わせは事務局まで
お願いします。

２００９年度研究助成研究
・「『福祉国家日本』構築のための現状把握と政策枠組みの研究」（代表：後藤道夫） １００万円
・「都市と農村が連携した共生経済の可能性の研究」（代表：直田春夫） ５０万円
・「高齢者をひとりで在宅介護する未婚介護者が語る介護労働の意味と困難」（代表：久保川真由
美） ５０万円

・「特養入居者の入居前の生活・病歴と入居後の経過に関する調査研究」（代表：高木和美） ５０
万円
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総研いのちとくらしブックレット

（詳しくは、事務局までお問い合わせください）

総研いのちとくらしブックレットＮｏ．１
『医療・介護の報酬制度のあり方』

２００４年２月発行、５６ｐ
研究所発行による最初のブックレットは、第１

章・日本の医療制度や診療
報酬問題をめぐる歴史的概
括、第２章・日本の医療・
介護制度の直面している問
題と二つの道、第３章・診
療報酬、介護報酬について
の提言という構成となって
おり、全日本民医連からの
委託研究報告書を基に、診
療報酬制度をめぐる動きや
用語解説などが加筆されて
作成された。

総研いのちとくらしブックレットＮｏ．３
『新しい社会のための非営利・協同』
（ISBN ９７８－４－９０３５４３－０４－８、２００８年３月５日発行、Ａ５判７５ページ、頒価２００円）

これまで『いのちとくらし研究所報』で発表してきた論文や座談会をまとめたものです。新しく用
語解説を巻末に入れています。

【目 次】
はじめに 鈴木 篤
非営利・協同とは 角瀬保雄
（１）はじめに
（２）理念としての非営利・協同
（３）経済主体としての非営利・協同
（４）経済セクターとしての非営利・協同
（５）非営利・協同の課題
（６）非営利・協同と労働
非営利・協同と社会変革 富沢賢治
（１）社会変革の歴史
（２）非営利・協同組織とはなにか
（３）非営利・協同セクターとはなにか
（４）社会経済システムにおける非営利・協同
セクターの位置と役割
（５）結論
非営利・協同の事業組織 坂根利幸
（１）非営利・協同の意義
（２）非営利・協同の出資と所有
（３）協同の民主主義
座談会「非営利・協同入門」
角瀬保雄、富沢賢治、中川雄一郎、坂根利幸
用語解説
あとがき 石塚秀雄

総研いのちとくらしブックレットＮｏ．２
『デンマークの社会政策』
デンマーク社会事業省編、山田駒平訳

２００４年５月発行、５４ｐ
デンマーク社会事業省が発行した�Social

Policy in Denmark�の
翻訳。２００２年、デンマーク
へ高齢者福祉視察に行った
訳者が、デンマークの社会
政策全般の枠組みをはじめ
に、子ども・家族政策、労
働援助、障害者、社会的困
窮者への対策など、アクテ
ィベーションの福祉政策が
一望できる内容となってい
る。序文・宮本太郎（北海
道大学）。
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２０１０年２月２５日から２７日にかけて、京都国際会
館にて全日本民医連第３９回定期総会が開催された。
当研究所も理事長・事務局が来賓として招待され
出席した。今回のメインスローガンとして「今、
変革の時代！大同団結で、『構造改革』路線とき
っぱり決別し、憲法９条・２５条が輝く新しい福祉
国家めざし奮闘しよう！」、「貧困と格差に立ち向
かい、権利としての社会保障の実現、医療・介護
の実践と医師養成の成功を一体のものとして民医
連の真価を発揮しよう！」「明日の時代を創る新
しい民医連綱領のもと、団結をかため、新たな展
望をつくりだそう！」を掲げ、民主党新政権誕生
による新たな変化に対応するものとなっている。
今回の総会では新綱領が採択され、新会長には藤
末衛氏が選出された。
民医連は現在約８万人の職員を擁する大組織と

なっており、総会は要員を含め約１０００名が参加し
た。来賓には韓国のグリーン病院の梁院長など３
名のほか、川崎協同病院で研修しているイラク人
医師夫妻なども紹介された。二日目は１３の分散会
に分かれて、それぞれ大会議案の内容に沿った討
議が行われた。当研究所が傍聴した分散会では、
午前に延べ３７名、午後に延べ３８名の発言があり、
実に合計７５名の発言があった。一人の持ち時間が
５分であり、ほとんどの人が５分前後で発言を済
ませていた。よく学会などは、時間制限を守らず、
ベルが鳴ると、司会者をにらみつけるような場面
があるが、そのようなことはなくきちんとしたも
のであった。
映画『踊る大捜査線』で青島刑事が「事件は会

議室でおきているのではない、現場でおきている
んです」、「現場では血が流れているんですよ」と
叫ぶが、分散会の発言は、まさにそうした現場の
奮闘の姿が充ち満ちている活発なものであった。
また、自民党政権が崩れ、民主党に政権交代して、
一定の変化が期待されるということも討議を活発
にしているかと思われた。

分散会ではいろいろなテーマで発言がなされた。
「構造改革」問題では、貧困格差が社会に広がる
中で、介護問題および介護ウェーブの取り組み、
公設派遣村の受診運動や生活保護申請への支援、
地域における患者団体、共同組織、労働組合との
共同によるさまざまな取り組みなどの報告が行わ
れた。とりわけ貧困層に対する無料低額診療制度
の取り組みについては、何人からの報告があった。
奇妙なことに、国はこの制度の運用を抑制しよう
としており「制度としての役目は終わっている」
と言っているようだ。そうした中で民医連は「い
のちは平等」の精神で、積極的に無料患者の受け
入れを進めている。いわば、公的病院の代わりに、
民医連病院は「健康の格差」克服のためにがんば
っているといえる。
「病院の経営問題」については診療報酬問題と

もリンクしており、厳しい経営環境の中で奮闘し、
事業所の拡大、病院のリニューアルなど積極的に
取り組んでいる様子が発言で示された。資金問題
については、友の会、元職員などによる基金集め
の取り組みなどの努力が報告された。歯科におい
ても経営問題は大きな課題である一方、貧困によ
る口腔崩壊の深刻さを周知する重要性が指摘され
た。
「平和運動」、「公害医療」などについては署名

活動や調査活動など、活発な取り組みが報告され
た。水俣病検診については九州や近畿のみならず
各地で行う必要性が提起されると、他の代議員か
ら実行の様子が報告されるなど、全国にわたるネ
ットワークをもつ民医連の強みが感じられた。
「差額ベッド」問題については、一病院が実施

する旨の発言があったが、議論は平行線というよ
りも、かみ合わない点があると思われた。「いの
ちの無差別平等」という基本精神は、厚労省の「室
料差額制度」という便法的手段とは、相容れない
のは確かである。また、民医連以外でも差額料を
取らない病院も存在する。また患者の権利がミニ

民民医医連連総総会会、、活活発発なな議議論論
事務局
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マムアクセスからより拡大しつつあることも事実
である。ことは働く職員のモチベーションにも関
わる。差額ベッド容認派が「いのちの無差別平等」
の理念についての整合性をどう思っているか、気
になるところであった。
「介護問題」はいよいよその重要性を増してき

ており、今回の綱領改定でも医療・福祉の文言に
加えて、新たに介護という用語が一部付け加わる
ことになった。介護保険制度実施から１０年たった
が、各地で特養施設や老健施設作りなどが進み、
また介護職員の人材確保の取り組み、研修の取り
組みが報告された。介護の契約化市場化と施設不
足は重大な問題となっている。これに対しては国
の政策転換と、民医連のような民間非営利の医療
介護機関の役割がますます重要となってくると思
われる。地域での訪問活動により介護問題の背後
に生活問題があることを明確にし、さまざまな支
援活動、医療と福祉の連携、行政と連携などを行
っているという報告がいくつもなされた。
「医師確保」問題については、医療崩壊に対抗

する民医連の役割などを明確にすることで、民医
連の意義と魅力を若い医学生に語りかけることが
大事であるという発言があった。また現職の中堅
医師からは、民医連の医師がまじめでがんばって
いるが、真面目な分ゆとりがないのが、若い医師
にとっては窮屈だとかハードルが高いと思われる
のではないかという率直な意見も聞かれた。医師

の向上心や将来設計などを考慮した医師確保の努
力が進められている様子であった。現在は昔のよ
うに学生運動が存在しない時代であるので、若い
学生の政治意識や社会意識は当然ながら昔とは異
なるものであろう。民医連の存在意義をどのよう
に若い世代に伝えていくのかは、綱領改定と関連
する問題だと思われた。
「医療安全」「医療事故」への対応についても

発言があった。原因究明にとどまることなく医療
事故補償制度にまで議論が広がることを今後期待
したい。
「綱領改定」については２年前に草案が提起さ

れて以来、内部で１５００回延べ３万人が議論に参加
したとのことである。「介護」という用語の挿入
要求など、おおむね字句訂正に議論が集中した。
今年の政治的情勢はきわめて流動的であり、医

療、社会保障問題は７月の参議院選挙によって、
政策の方向がどこにいくのか決定されると思われ
る。民医連は単なる医療福祉介護機関ではなくて、
民主的な社会運動体でもある。日本における民医
連の存在と役割は大きい。これまでずっと貧困な
医療福祉政策と戦ってきた民医連は、今後もどの
ような政治的社会的制度においても、同じように
その役割を果たしていくであろう。総会はそうし
た民医連のまじめさと元気さが十分に示されたも
のだと思われる。
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イギリス、イングランドイイギギリリスス、、イインンググラランンドド
医療産業における労働力医医療療産産業業ににおおけけるる労労働働力力 ①

１．はじめに
イギリスは NHS（国民医療サービス）制度が中

心で、税に基づく医療サービスを提供している。
人口約６１００万人で、その内約８５％の５１００万人がイ
ングランドに、８％の５００万人がスコットランド、
５％の３００万人がウエールズ、３％の２００万人弱が
北アイルランドに住んでいる。したがって、医療
従事者の分布もほぼ同じ比率だと見なしてよい。

医療産業には１００万人以上が従事し、その多くは
労働組合に組織されている。民間医療機関の多く
もまた公的医療サービスを担っている。すなわち、
NHS制度に関わっている医療従事者は約７０％で、
残りの約３０％は、NHS制度外の民間医療産業に
従事しているものとみられる。今のところ、医療
産業全体の労働ここでは統計上、イングランドの
数字を見ていく。
２００２年に医師看護師および医療従事者の増加を

石塚 秀雄

イングランドの NHS制度労働力（人数）
１９９５ ２０００ ２００５ ２００８

全体 １，０５２，４２８ １，１１８，９５８ １，３６６，０３０ １，３６８，６９３
医師総数 ８４，４５９ ９７，４３６ １２２，９８７ １３３，６６２
・コンサルタント １９，５２４ ２４，４０１ ３１，９９３ ３４，９１０
・レジストラー １１，４６６ １２，７３０ １８，００６ ３５，０４２
・研修医 １６，６４０ １９，１９２ ２６，３０５ １４，１３６
・GP ２８，８６４ ３０，２５２ ３５，３０２ ３７，２１３
・・契約勤務 GP ２６，８２９ ２７，７９１ ２９，３４０ ２７，３４７
・・レジストラー GP １，４０４ １，６５９ ２，５６４ ３，２０３

看護師総数 ３１６，８９３ ３３５，９５２ ４０４，１６１ ４０８，１６０
・資格看護師 ２９８，６５０ ３１６，７５２ ３８１，２５７ ３８６，１１２
・実務看護師 １８，２４３ １９，２００ ２２，９０４ ２２，０４８

資格専門家 ９１，４９８ １０５，９１０ １３４，５３４ １４２，５５８
・資格医療専門家 ４３，０２４ ４９，３５８ ６１，０８２ ７１，３０１
・その他資格専門家 ４８，４７４ ５６，５５２ ７３，４５２ ７１，２５７

資格救急スタッフ １４，５０８ １４，７５５ １８，１１７ １７，４５１
医療支援スタッフ ２７９，１７２ ３０７，２２５ ３７６，２１９ ３５５，０１０
NHS業務支援者 １８０，６６４ １７３，７３３ ２２０，３８７ ２１９，０６４
・事務担当者 ７２，２２３ ７７，６２８ １０５，５６５ １０５，３５４
・施設営繕担当者 ８７，５９９ ７０，８４９ ７５，４３１ ７３，７９７
・管理職 ２０，８４２ ２５，２５６ ３９，３９１ ３９，９１３

その他非医療スタッフ ５，６８３ ８７７ ４３５ ３５３
実務スタッフ（看護師以外） ７９，５５１ ８３，０７０ ８９，１９０ ９２，４３６

出所：DoH, “NHS HCHS and General Practice workforce, 2009”に基づき、石塚作成。
注：① 総計と内数とは必ずしも整合しない。

② 看護師には助産師や保健師を含む。
③ 資格医療専門家には、足治療医、栄養士、職業病セラピスト、整形医、眼科医、理学療

養士、レントゲン技師、音楽セラピストなどを含む。
④ その他資格専門家には、言語療法士、総合セラピスト、サイコセラピスト、薬剤師、病

態生理学士、社会サービス士、歯科技工士などを含む。
⑤ 医療支援スタッフには、資格専門家以外の同一分野のスタッフを含む。
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健康省が方針を出した。併せて教育制度の充実も
図るこという方針を健康省で出した。政府の NHS
予算は１９９７年度の３４０億ポンドから２００７年度には
９００億ポンドに増加している。この間、看護師は
約８万人、医師は３５，０００人増加しており、医学生
も２５，０００人増加している。問題の患者のウェイテ
ングタイムも大幅に軽減され、手術待ち時間は１３
週以内となった。また診察待ち時間も４時間以内
となった。

２．労働力の移動すすむ
労働力の移動も大きなテーマとなっている。看

護師増加のうち、２００１年度では、EU圏から１，０９１人
に対して、非 EU圏からは１５，０６４人となっている。
その内訳はフィリピン（７，２３５人）、南アフリカ
（２，１１４人）、オーストラリア（１，３４２人）、そのほ
かインド、ジンバブエなどが続いている。健康省
はさらに【復帰】看護師支援を強化しており、年
間約３，７００人の看護師が現役復帰をしている。
EUは２００８年１２月に「医療に関わるヨーロッパ

の労働力」白書を作成した。ヨーロッパの医療制
度は高齢化社会、新しい医療技術に対応し、労働
集約的な医療労働の効率性と教育訓練を目指すこ
とが述べられている。ヨーロッパでは公的医療予
算の約７０％が労働力に支払われていると白書は述
べている。EU２６カ国内での医療従事者の移動の
みならず、非 EU圏からの医療労働者の流入を基
本的に受け入れる体制整備と教育訓練プログラム
作りが進められている。

３．労働力の加齢化進む
イギリスにおいては２０００年から２０１０年の１０年間

の間に医療従事者の高齢化シフトが進んでいる。
人員増加政策により全体として４４歳までの従事者
が過半数を占めるものの、４５歳以上の医療従事者
は倍増している。看護師も同様で、４５歳以上が過
半数を占めるようになった。また女性医師の割合
は１９９５年の２９％から２００５年の４０％に増加した。
２００９年に「労働時間指令」（WTD）を出して医療従
事者は週労働時間を最大４８時間とした。２００５年度
においては医師の７３％がフルタイム労働で、２７％

がパートタイム契約である。GP医師の担当する
平均患者数は１，６１３人（１９９５年は１，８３５人）である。

４．医療従事者への教育訓練シ
ステム強化される

イングランドでは、医療従事者の労働力確保の
ために、医療のキャリア水準を９レベルに分けて、
国、地方自治体、民間団体、大学などによる医療
従事者に対する教育プログラムの整備が進んでい
る。イングランドではこの１０年で医療従事者増加
政策が実行されて、整備が進んでいる。また「診
療アシスタント」は、資格制度整備によって数字
は減少している。

５．NHSの契約化と労働組合
NHS制度は、２０１０年１月１８日に NHS標準契約

（Contract）規則を制定して、外部化または民営
化を促進している。これは４つの契約として、①
救急病院サービス、②精神医療・学習障害サービ
ス、③コミュニティ医療サービス、④救急サービ
スに分かれる。契約者として想定されているのは、
プライマリケアトラスト病院（PCT）、NHSトラ
スト病院、NHSファンデーショントラスト病院、
民間セクター事業者、サードセクター事業者、GP
および歯科医などである。ひとことでいえば業務
の民営化が進められている。一方、医療福祉労働
者のうち約４０万人が加入している医療セクターの
労働組合ユニゾン（UNISON）は、契約化につい
て懸念を表明しており、一部の労働組合は業務の
民営化について反対のストライキを実施している。
この契約化は、病院トラストの運営構造そのもの
を変化させるものであり、また医療サービス機関
を「民営化」または「社会的企業」または「労働
者協同組合」に転換することを健康省は政策的な
目的のひとつにしている。
NHS病院は、業務を様々な医療福祉プロバイ

ダーと契約することにもなる。すなわち、直接部
門組織、診療所、「コミュニティ·ファンデーショ
ン·トラスト(CFT)」、病院同士の合併、地域自治
体サービスとの協働、民間営利プロバイダー、非
営利組織プロバイダー、社会的企業、労働者協同
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組合などである。NHS医療労働者が、自治体な
どと組んで社会的企業などを設立して「転職」す
ることも選択肢としてあり、その場合の労働者権
利保障は、「従業員転職保護法(TUPE）」（２００６年改
正）および EU指令「労働者既得権」（２００１年）など
によって保護される。NHSトラストの範囲内での
転職の場合は NHS年金は継続される。しかし、労
働組合が懸念としているのは、民間セクターへの
転職の場合には、NHS年金から離脱する可能性が
高いことになることである。社会的企業に対する
労働組合ユニゾンの見解は、非営利・協同セクタ
ーの組織として存在を評価しており、ユニゾンに
も加入する労働者がいるが、社会的企業は結局の
ところ民間業者と同じ役割を果たしてしまうので、
NHSサービスはNHS制度下による直接事業とし
て行うべきだ、すなわち非営利を体現するのは公
的サービスであり、社会的企業は利益を追求する
から非営利ではない、と述べている。この見解は
非営利・協同セクターに対する無理解を示してい
る。ともかく、労働組合は、NHS契約規則の実施
によって医療福祉サービス提供がばらばらに契約
化、民営化されることに反対している。
こうした状況は日本の公立病院再編における場

合と類似している。医療福祉の公的サービスの維
持を主張する「公務」労働者側と、契約化を促進
する政府側との対立である。いずれにしても従来
通りを維持するのは日英ともに困難になりつつあ
る。すでに業務の外部化などがなし崩し的に進ん
でおり、正規労働・非正規労働など労働者の法的
な地位も多様になっている。正規労働者の労働組
合の主張は、その他の労働者から見ると公務サー
ビス化を主張する労働組合の立場は、政府が進め
る運営経営の政策実行にたいする現実的代案の提
示としては、比較的無力であるので、結局のとこ
ろ自分たちの「既得権」擁護の主張と受け取られ
る可能性が高い。困難な課題であるが、NHS制度
における多様な条件にある労働者たちとどのよう
に協働連帯するのかが、労働組合にとって重要に
なっていると思われる。

６．統計項目補足
医師はすべて英国医師評議会（GMC)によって

資格認定される。GMCの評議員の半数は医師の
互選。１／４は枢密院が指名した市民代表、１／
４が、学識経験者として選任された医師となって
いる。医師の中には歯科医師も含む。医師の区分
としては「ジュニア・ドクター」は病院や GP病院
やGPでシニア·ドクターの下で研修中の医師であ
る。段階は４つあり、基礎１年目、基礎２年目、GP
レジストラー、専門レジストラーであり、「シニア
・ドクター」は他の医師の監督下に置かれない自
立的な医師である。シニア・ドクターはまた「コ
ンサルタント」や「GPドクター」であり、専門
医でもある。患者の治療に最終的責任を持つ。ま
た研修など教育的役割を果たす。「アカデミック
・ドクター」は大学や研究機関での教育研究に携
わる医師である。「アソシエート・スペシャリス
ト」はコンサルタントではない専門医である。「ス
タッフ段階医師」は専門医としてコンサルタント
の指導下で治療を行う。しかし、この区分は「ス
ペシャリティ・ドクター（専門医）」の区分を２００８
年度に創設したことに伴い廃止された。専門医は
卒後４年間の訓練の後に専門医登録を行う。「公
的医療ドクター」は地域コミュニティにおいて予
防医療を行う。
助産師は２００５年度で約２４，０００人である。看護師

は第一レベルが２９０，０００人、第二レベルが１４，０００
人である。また医療看護支援スタッフのうち、看
護アシスタントは１２８，０００人である。
また統計項目にはないが、「フィジシャン・ア

シスタント（医師補助者）」という資格制度が始
まっている。２００５年には同協会が設立された。病
院や診療所で医師や看護師の下、補助を行う。も
ともとアメリカで実施されている資格である。イ
ングランドでは７つの大学で、大卒後２年間のコ
ースで資格取得できる。
また統計では、医療活動分野の分類は、①急性

期・高齢者・一般、②小児科、③産婦人科、④精
神科、⑤学習障害科、⑥コミュニティサービス、
⑦教育、に分類されており、①の分野に約６０％が
従事、コミュニティサービスの分野に１５％、精神
科の分野に１２％、産婦人科の分野に８％程度の分
布となっている。救急スタッフの約半分が救急救
命士である。非医療部門の約８２％は女性であり、
少数民族の比率は１２．８％である。２００５年度ではN
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区 分 適 用 入会金 年会費（一口）

正会員
団体会員 団体・法人１０，０００円１００，０００円

個人会員 個 人 １，０００円 ５，０００円

賛助
会員

団体会員 団体・法人 なし ５０，０００円

個人会員 個 人 なし ３，０００円

HS制度においての人員比率は、医師９．０％、看護
師２９．６％、医療看護支援スタッフ２２．７％、GP医
師６．５％、有資格支援スタッフ９．９％、事務７．７％、
営繕５．５％、管理職２．９％などとなっている。

参考文献
DoH“The Government Response to the Heath Se-
lect Committee Report on Workforce Planning”,

2007
EU Green Paper“On the European Workforce for
Health”, 2008 (COM 725)
NHS“National Workforce Projects―Public Health”,
April, 2007
NHS“General and Personal Medical Services in
England:1995−2005”, 2006

（いしづか ひでお、研究所主任研究員）

【事務局ニュース】２・会員募集と定期購読のご案内
（巻末の入会申込書をご利用下さい）

会員募集 「特定非営利活動法人 非営利・
協同総合研究所いのちとくらし」の会員を募集
しています。会員には正会員（個人・団体）と
賛助会員（個人・団体）があり、入会金・年会
費は以下のようになっています。また、機関誌
『いのちとくらし研究所報』を追加購入される
場合、会員価格でお求めいただけます。なお会
員への機関誌送付部数は、団体正会員１口５部、
個人正会員１口１部、団体賛助会員１口２部、
個人賛助会員１口１部となっています。

○会員の種類
・正会員（団体、個人）：研究所の行う行事に

参加でき、機関誌・研究所ニュースが
無料配布され、総会での表決権があり
ます。

・賛助会員（団体、個人）：研究所の行う行事
に参加でき、機関誌・研究所ニュース
が無料配布されます。

○会費（年会費）

定期購読 機関誌定期購読の申し込みも受け
付けています。季刊（年４冊）発行、年間購読
の場合は研究所ニュースも送付いたします。ま
た、会員の方には機関誌が送付されますが、会
員価格で追加購入もできます。詳細は事務局ま
でお問い合わせください。

・１冊のみの場合：
機関誌代 ￥１，０００円＋送料

・年間購読の場合：
機関誌年４冊＋研究所ニュース＋送料
￥５，０００円
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●第２９号（２００９年１２月）―特集：公立病院のゆくえ／オランダ視察報告

○巻頭エッセイ「社会的企業と雇用創造」 宮本太郎
○座談会「日野市立病院の現状と今後のあり方」 窪田之喜、中谷幸子、高柳新、根本守、司会：石塚秀雄
○「公立・自治体病院『改革』の現状」 事務局
○「総研オランダ視察 概要報告」 廣田憲威
○資料翻訳「オランダ病院薬剤師協会」 廣田憲威
○「MOVISIE とナレッジ・インスティテュート」 竹野ユキコ
○「オランダの医療（保険）制度の特徴」 石塚秀雄
○「日本の共済組織の危機的現状」 石塚秀雄
○「『協同労働の協同組合法」』制定の特徴と社会的意義」 田嶋康利
○「オバマ 医療保険改革のゆくえ」 石塚秀雄
○「中国はどこへ行くのか」 岩間一雄
○「ポルトガル社会連帯協同組合法―知的障害児童の社会復帰を目指す―」 石塚秀雄
○社会福祉と医療政策（３６�４０話）「８ 社会主義・社会福祉・優生思想」 野村拓
○本紹介・「野村拓『講座医療政策史 新版』」 山田智
○本紹介・「横山壽一『社会保障の再構築 市場化から共同化へ』の紹介」 齋藤裕幸

●第２８号（２００９年９月）―特集：「現代社会の転換と福祉・労働・経済」

○巻頭エッセイ「診察室から見える日本人のルーツ」原弘明
○２００９年度定期総会記念講演「シチズンシップと非営利・協同」中川雄一郎
○「現今の経済危機と社会的経済 持続可能な社会を目指す『ネオ・ニューディール』２題―『就労・福祉ニューディール』
と『グリーン・ニューディール』―」 粕谷信次

○「企業福祉と労働福祉の諸問題」橘木俊詔
○第７回公開研究会報告「現代フランス社会における若者と雇用」エミリィ・ギヨネ（石塚秀雄訳）
○「転換する中国の医療保険制度―国費から社会保険へ」 石塚秀雄
○【投稿】「京都東山の洛東病院の歴史を探る―語られなかった歴史的事実にせまる―」永利満雄、藤本文朗、渋谷光美
○社会福祉と医療政策・１００話（３１�３５話）「７ 『戦間期』の問題」 野村拓
○書評「川口啓子、黒川章子編『従軍看護婦と日本赤十字社―その歴史と従軍証言』 歴史の事実から『看護とは』を考え
る一冊」山本公子

●第２７号（２００９年６月）―特集：経済と社会の危機への対応

○巻頭エッセイ「たぬきそばを食べて」高柳新
○座談会「経済危機問題と非営利・協同事業組織のあり方」角瀬保雄、富沢賢治、坂根利幸、司会：石塚秀雄
シリーズ「民医連の医療・介護制度再生プラン（案）によせて」（３）

○「国民生活の危機と再生プラン」相野谷安孝
○「自治体病院の危機を探る―『第１２回全国小さくても輝く自治体フォーラム』参加記―」村口至
○「民主的な組織運営へのアプローチ―当事者のための５つの視点」川口啓子
○「ヨーロッパの共済を訪ねて」長谷川栄
○「スペインの医療過誤補償制度」石塚秀雄
○社会福祉と医療政策・１００話（２６－３０話）「６保健・医療政策の時代」野村拓
○書評リプライ「拙著『新年金宣言』への石塚書評によせて―改めて社会保険幻想の克服を―」里見賢治

『『いいののちちととくくららしし研研究究所所報報』』ババッッククナナンンババーー
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●第２６号（２００９年２月）―地域シンポジウム「日本の医療はどこへいく―地域のいのちとくらしをだれがどのように守り発展させるか」―

○巻頭エッセイ「スペインの保護雇用制度―カレス障害者特別雇用センターを訪問して」鈴木勉
○「京都における医療機関の現状と地域医療の問題」吉中丈志
○「開業医から見た地域の現状」津田光夫
○「アメリカの医療制度と非営利・協同セクター」高山一夫
○「千葉における公的病院の再編縮小問題と地域の課題」八田英之
○質疑応答、意見交換、まとめ
○シリーズ「民医連の医療・介護制度再生プラン（案）によせて」（２）「医療介護再生の思想的前提」岩間一雄
○「改正介護福祉士養成制度の方向性と課題」坂本毅啓
○「日本の看護師・介護福祉士への外国人労働者の受け入れについて」竹野ユキコ
○社会福祉と医療政策・１００話（２１�２５話）「５ 第１次大戦・前後」野村拓
○第１１回自主共済組織学習会報告「〈貧困〉と〈労働基準法以下の労働条件の拡大〉とどうたたかうか―首都圏青年ユニオ
ンと反貧困たすけあいネットワークの実践」河添誠

○書評 湯浅誠・河添誠編 本田由紀・仲西新太郎・後藤道夫との鼎談集『「生きづらさ」の臨界―�溜め�のある社会へ』
相野谷安孝

○書評 里見賢治著『新年金宣言』石塚秀雄

●第２５号（２００８年１１月）―２００６年医療制度改革の影響／医療・介護再生プラン（１）―

○巻頭エッセイ「地方再生の条件」今田隆一
○「『医療・介護制度再生プラン』に思う」角瀬保雄
○「『医療崩壊』問題の一側面―医師・患者関係―民医連医療再生プランに寄せて」八田英之
○「協同・連帯・共存・共生に基づく新しい社会経済システム」津田直則
○「オランダ社会と非営利組織の役割」久保隆光
○「韓国の社会的企業によせて―福祉と雇用の狭間で―」北島健一
○「２００６年度医療制度改革の障害のある人の暮らしへの影響」風間康子
○「医療費抑制政策と地域の医療者の役割～医療の公共性・社会性と地域医療を守る協同～」向川征秀
○「住民のいのちを守る小さな村の取り組み―長野県栄村―」前沢淑子
○海外情報「キューバの医療制度におけるポリクリニコ（地域診療所）の役割」石塚秀雄
○社会福祉と医療政策・１００話（１６－２０話）「４ 植民地支配へ」野村拓
○書評 岩間一雄著『毛沢東 その光と影』石塚秀雄

●第２４号（２００８年８月）��シリーズ非営利・協同と医療 差額室料問題（２）��

○巻頭エッセイ「資本主義の制度疲労」岩間一雄
○２００８年度定期総会記念講演
「労働運動とアソシエーション―現代の連帯のあり方」富沢賢治（コメンテーター：角瀬保雄、坂根利幸、大高研道、石
塚秀雄）

○「格差社会における『非営利・協同』―室料差額問題に寄せて」杉本貴志
○「室料差額と医療倫理（後）―格差処遇の正当性について―」尾崎恭一
○「『室料差額』に関する考察」肥田泰
○２００７年度研究助成報告「立位、歩行装具のロボット利用の可能性について」細田悟、沢浦美奈子、平松まき
○第１０回自主共済組織学習会報告「ヨーロッパ共済組合法再検討の動向と共済組織の法的位置づけ」石塚秀雄
○北秋田市・鷹巣福祉のまちづくり研究交流のつどいに参加して」廣田憲威
○社会福祉と医療政策・１００話（１１�１５話）「３ 国民国家へ」野村拓
○海外情報「ヨーロッパ主要国の病院ベッド数」石塚秀雄

●第２３号（２００８年６月）��農村地域と医療／室料差額問題��

○巻頭エッセイ「市民社会の「普遍性」の崩壊のなか、輝く非営利・協同組織」大野茂廣
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○座談会「農村地域の変化といのちとくらし」田代洋一、村口至、高柳新、色平哲郎、石塚秀雄
○論文「香川の地域医療の現状と打開の道」篠崎文雄
○「室料差額問題シリーズの開始にあたって」石塚秀雄
○「室料差額と医療倫理（前）―格差処遇の正当性について―」尾崎恭一
○「公的保険で安心して療養できる病室を―臨床医の立場から個室を考える―」池田信明
○「室料差額問題―看護師の立場から」玉井三枝子
○翻訳「日本の民主化する医療―日本の事例―」ビクトル・ペストフ、石塚秀雄訳
○第９回自主共済組織学習会報告「芸能人年金はなぜ必要か」小林俊範
・「芸能花伝舎訪問―芸能文化を通じて地域・社会に貢献するモデルケース」事務局
○書評「『ビッグイシュー』を知っていますか？」柳沢敏勝
○社会福祉と医療政策・１００話（６－１０話）「２産業革命へ」野村拓

●第２２号（２００８年２月）―非営利・協同セクターの直面する課題―法人制度・金融・保険共済―

○巻頭エッセイ「退院支援システムの構築を」児島美都子
○座談会「非営利・協同組織と法人制度の改正」…角瀬保雄、坂根利幸、石塚秀雄
○論文「非営利・協同セクターの金融ネットワークの可能性～市民金融の視点から」多賀俊二
○第８回自主共済組織学習会報告「弁護士から見た保険業法と自主共済組織の対応と問題点」渡部照子、小木和男
○２００６年度研究所助成報告「介護労働者における職業性ストレスに関する研究」冨岡公子、他
○論文「民医連による『孤独死実態調査』と『高齢者医療・介護・生活実態調査』」山田智
○地域医療を考えるシンポジウム基調講演「医療に情けあり―“人より金”の世界でいいのか」高柳新
○社会福祉と医療政策・１００話（１－５話）「１市民の登場」野村拓
○書評 多田富雄著『わたしのリハビリ闘争最弱者の生存権は守られたか』高田桂子

●第２１号（２００７年１１月）―資金調達問題―

○巻頭エッセイ 樋口一葉と憲法２５条 村口至
○座談会「非営利・協同組織医療機関の資金調達と非営利・協同金融の展開」八田英之、坂根利幸、根本守、岩本鉄矢、石
塚秀雄

○論文「近時の医療紛争の諸問題―裁判による解決と裁判外の紛争処理―」我妻学
○論文「ドイツの医療事故補償制度」石塚秀雄
○参加報告「ヨーロッパ福祉用具事情�REHA CARE２００４と２００６視察を通じて」小川一八
○第７回自主共済学習会報告「共済と社会的企業」中川雄一郎
○書評 角瀬保雄監修、非営利・協同総合研究所いのちとくらし編『日本の医療はどこへいく―「医療構造改革」と非営利
・協同』青木郁夫

○シリーズ・文献プロムナード�（最終回）「医療・福祉の世界史」野村拓

●２０号（２００７年８月）―特集：各国の医療事故補償制度―

○巻頭エッセイ「いのちとくらし」の意味 富沢賢治
○定期総会記念講演「フランスにおける医療事故補償制度とＯＮＩＡＭの活動について」Ｄ．マルタン
○定期総会記念講演「日本における医療事故・被害者救済の現状と問題点」鈴木篤
○論文「英国の医療事故補償制度と医療機関の共済基金」石塚秀雄
○論文「医療倫理と医療事故補償問題」尾崎恭一
○論文「ＥＵ圏における歯科医療制度の動向と問題点―次は日本の歯科医療が危ない―」藤野健正
○論文「千葉県に見る地域医療の危機」八田英之
○第６回自主共済学習会報告「制度共済の今後と自主共済への影響―農協共済を中心に―」高橋巌
○書評 押尾直志監修、共済研究会編「共済事業と日本社会」杉本貴志
○シリーズ・文献プロムナード�「出版トレンド」野村拓
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●１９号（２００７年５月）―特集：外国に見る検視（死）制度と医療事故補償制度―

○巻頭エッセイ「安全文化について」肥田�
○視察報告「英国における死因究明制度の視察」小西恭司
○視察報告「オーストラリア・ビクトリア州の検視制度の視察」大山美宏
○論文「デンマークの医療事故補償制度」石塚秀雄
○資料「デンマーク患者保証法（医療事故補償法）」、「デンマーク医療制度における患者安全法（医療事故報告法）」
○座談会「自主共済の存続のために」斉藤義孝、室井正、渡邉文夫、西村冨佐多、司会：石塚秀雄
○第５回自主共済組織学習会「保険業法及び保険契約法における共済の位置づけ」松崎良
○文献プロムナード⑱「視点いろいろ」野村拓
○海外医療体験エッセイ②「�厄得�？骨折治療で垣間見たデンマークの医療」山田駒平
○書評 野村拓『時代を織る―医療・福祉のストーリーメイク』高柳新

●１８号（２００７年２月）―特集：問われる共済の意味―

○巻頭エッセイ��主権者�が問われる時�窪田之喜
○座談会�非営利・協同入門�角瀬保雄、富沢賢治、中川雄一郎、坂根利幸、司会：石塚秀雄
○第３回自主共済組織学集会�保険業法改正の論理と共済問題�押尾直志
○第４回自主共済組織学習会�米国の自主共済組織について�石塚秀雄
○論文�今、なぜ介護予防事業に�実践運動指導員�が必要か�森川貞夫
○�キューバにおける医療の現状―地域医療と国際医療支援活動を推進�岩垂弘
○ルポルタージュ�いのちとくらし�今崎暁巳
○�フランスの医療事故保障制度�石塚秀雄
○書評 千葉智子、堀切和雅著�小児科を救え！�鈴木隆
○文献プロムナード⑰�タテ糸とヨコ糸�野村拓
○研究所ニュース

●１７号（２００６年１１月）―特集：医療の市場化と公益性―

○巻頭エッセイ�人体の不思議展�莇昭三
○座談会�医療法人制度改革問題�寺尾正之、鈴木篤、坂根利幸、角瀬保雄、根本守、司会：石塚秀雄
○協働ウェブサイト転載�医療法人制度改革（社会医療法人新設）� 根本守
○論文�医療法人制度改革と医療の非営利性� 横山壽一
○第２回自主共済組織学習会報告：�保険業法改正の動向と共済問題� 森崎公夫
○研究助成報告�往診専門診療所の満足度調査� 小川一八
○論文�ロッチデール公正先駆者組合とその�分裂”―�非営利・協同�の源流についての一考察� 杉本貴志
○文献プロムナード⑯�嫌米スペクトル� 野村拓

●１６号（２００６年８月）―特集：格差社会と非営利・協同セクター

○巻頭エッセイ「６１年目の８月１５日、ソウルで」平山基生
○座談会「格差社会の代案とは」後藤道夫、中嶋陽子、前澤淑子、司会：石塚秀雄
○資料「統計に見る格差社会」後藤道夫
○論文「ＥＵにおけるワーキングプア対策と社会的経済」石塚秀雄
○事業所訪問「できることはみんなで分担―『すこやかの家みたて』訪問」事務局
○総会記念講演「ＣＳＲ、コーポレートガバナンスと経営参加―中小経営における新しい労使関係の形成へ向けて」角瀬保雄
○研究助成報告「非営利・協同に関する意識調査」岩間一雄
○書評 今崎暁巳著「いのちの証言―私は毒ガス弾を埋めました」村口至
○文献プロムナード⑮「日本への目線」野村拓
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●第１５号（２００６年５月）―特集：共済は生き残れるか？

○巻頭エッセイ「潮目を変える『怒り』を」八田英之
○座談会「共済と保険業法改正」本間照光、押尾直志、安部誠三郎、住江憲勇、山田浄二、司会：石塚秀雄
○労山インタビュー「自主共済は保険業法適用除外に」斉藤義孝、川嶋高志
○論文「共済事業の現状と改正保険業法」相馬健次
○資料「ヨーロッパの共済運動の特徴」石塚秀雄
○論文「ＣＳＲとグローバリゼーション」佐藤誠
○論文「『社会的排除との闘い』の担い手としての『社会的協同組合』」田中夏子
○第１回地域シンポジウム「モンドラゴンから学ぶ非営利・協同組織の運営問題」（シンポジスト・司会・コメンテーター）
角瀬保雄、石塚秀雄、坂根利幸、山内正人、高柳新

○エッセイイギリス便り「『非営利・協同』の“母国”で暮らして～『いのちとくらし』を考える～」杉本貴志
○文献プロムナード⑭「看護と福祉」野村拓

「研究所ニュース」バックナンバー
○Ｎｏ．２９（２０１０．２．２０発行）
理事長のページ「空襲から生き延びて―学童集団疎開と東京大空襲」（角瀬保雄）、副理事長のページ
「『レイドロー報告』３０周年」（中川雄一郎）、「民主党政府は非営利・協同セクターを理解するか」（石
塚秀雄）、など

○Ｎｏ．２８（２００９．１１．３０発行）
理事長のページ「老化と難問」（角瀬保雄）、副理事長のページ「食事、散歩と人づきあい」（高柳新）、
「広がる連帯経済の輪 ��『アジア連帯経済フォーラム２００９』」（石塚秀雄）、「スウェーデン視察報
告」（竹野ユキコ）、「アカウント３理事長講演会参加報告」（竹野ユキコ）、新刊紹介

○Ｎｏ．２７（２００９．８．３１発行）
理事長のページ「写真と医療」（角瀬保雄）、副理事長のページ「ソーシャル・インクルージョンSocial
Inclusion」（中川雄一郎）、「フランスの非営利・協同セクター議論あれこれ」（石塚秀雄）、「２００９年
夏季医療・福祉政策学校参加報告」（竹野ユキコ）

○Ｎｏ．２６（２００９．５．１５発行）
理事長のページ「企業の内部留保をめぐって」（角瀬保雄）、「金色」（坂根利幸）、「韓国農村事情」（朴
珍道）、本の紹介「宮本太郎著『福祉政治 日本の生活保障とデモクラシー』」（鈴木岳）、「コロンビ
アの医療協同組合サルコープ」（石塚秀雄）

○Ｎｏ．２５（２００９．２．２８発行）
理事長のページ「格差・貧困に思う」（角瀬保雄）、「オバマの医療保険政策」（石塚秀雄）、キューバ
・メキシコ視察日程概要

機関誌およびニュースのバックナンバーは、当研究所ウェブサイトからも御覧になれます。
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ワーキングペーパー（２００６年１１月）

◎Takashi SUGIMOTO（杉本貴志）， “Red Store, Yellow Store,
Blue Store and Green Store : The Rochdale Pioneers and
their Rivals in the late Nineteenth Century"
ISBN 4－903543－01－3（978－4－903543－01－7）

Summary

In this paper the birth and development of the co-operatives
which were rivals of the Rochdale Equitable Pioneers Society
are traced. Though the famous Pioneers Society has been
studied by many historians, little is known about its rivals in
Rochdale. In 1870 there were four co-operative stores, each
with its own 'colour', in the birthplace of Co－operation. This
work sets out to dig up these forgotten co－ops in the historical records and to
clarify the meaning of the split in the Pioneers. In the course of the argument the
position of the Pioneers in the co－operative movement should become clear.

『いのちとくらし研究所報』１７号に日本語の論文が掲載されています（５８～６３ページ）。

ワーキングペーパーNo.２（２０１０年３月１日発行）

◎『友愛社会とは何か�ヨーロッパから学ぶ社会像』富沢賢治（聖学院大学大学院教授）
目次

はじめに
Ⅰ 問題と問題解明の方法
１．なにを問題とするか
２．問題をどのように解明するか

Ⅱ 時代の動向
１．世界の状況
２．アメリカ
３．ヨーロッパ
４．イギリス
５．日本
６．民間非営利組織増加の要因
７．民間非営利組織の評価
（１）アメリカでの評価
（２）EUでの評価
（３）CIRIECでの評価
（４）フランスでの評価

Ⅲ 社会的経済の事例��モンドラゴン協同組合
１．発展の歴史
２．組織と運営の基本原則
３．１９９０年代以降の状況
４．発展の要因
５．ワーカーズコープ発展の基本的要因として

の協同労働
Ⅳ 社会的経済の理論
１．「社会的」という言葉の意味
２．社会的経済論の歴史
３．EUの政策としての社会的経済
４．社会的経済論の社会認識
５．社会的経済論の政策提言
６．社会的企業の発展
（１）社会的企業という概念
（２）社会的企業の社会的位置と機能

Ⅴ 友愛社会の展望
１．市場経済と労働の社会化
（１）アダム・スミスと市場経済
（２）マルクスの人間観と労働観
（３）マルクスの未来社会論
（４）「労働の社会化」論
２．生活の社会化と友愛社会
（１）アソシエーティブ民主主義
（２）アソシエーティブ経済
（３）労働運動の根本方針
（４）生活の社会化と友愛社会の成立
（５）労働の社会化を促進するための法制度

参考文献
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�������������������������������������������������������報告書（２００８年３月発行）
ご希望の方は、事務局（民医連関係者は（株）保健医療研究所）にご連絡ください。

◎全日本民医連・総研いのちとくらし共催
『フランス 非営利・協同の医療機関・制度視察報告書』

（ISBN ９７８－４－９０３５４３－０５－５、２００８年３月３１日発行、Ａ４判７２ページ、頒価５００円）

２００７年１１月に全日本民医連との共催で実施したフランスの非営利・協同の医療・社会保障機関視
察の報告書。
【目 次】
はじめに
フランス非営利・協同医療機関視察概要報告
フランスの医療・社会福祉の非営利・協同セクタ－
コラム－１「都市の記憶の重なり」

フランス歯科制度の問題点
フェアップ（ＦＥＨＡＰ、非営利保健医療機関介護施設連合会）
ウニオプス（ＵＮＩＯＰＳＳ、民間保健社会サービス団体全国連絡会）
老人介護施設「ラ・ピランデ－ル」
フランスの医療事故補償制度、オニアム
フランスにおける民事責任論の展開
コラム－２「ルモンド記者に会う」

サンテ・セルヴィス、在宅入院（治療）サ－ビスのアソシエ－ション
マラコフ市訪問
フランスの保健センタ－
マラコフの「アソシアシオンの家」とアソシアシオンの意味
パリの薬局事情
コラム－３「メトロとスト」

フランス視察時系列報告

【事務局ニュース】３・バックナンバーを進呈します

『いのちとくらし研究所報』２号～１８号を着払いにて無料進呈しています。また、「研究所ニュ
ース」はＰＤＦでダウンロードできますが、こちらも現物があります。
希望者は事務局までＦＡＸあるいは郵送にてご連絡下さい（コピーしてお使い下さい）。

ＦＡＸ送付先 ０３�５８４０�６５６８ 総研いのちとくらし事務局行

・希望号数（２―１８号で号数をお書き下さい）（ ）号～（ ）号／ニュース（№２７まで）
№（ ）～（ ）

・希望送付部数 各（ ）部

・送付先 郵便番号 〒

住所

氏名

電話番号 （ ）
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�������������������������������������������������������報告書（２００６年３月発行）
ご希望の方は、事務局（民医連関係者は㈱保健医療研究所）にご連絡下さい。

◎公私病院経営の分析―「小泉医療制度構造改革」
に抗し、医療の公共性をまもるために―

（ワーキンググループ報告書No．１、Ａ４判７３ページ、頒価１，０００円）
日本の病院医療をめぐる問題について経営主体別に経営構造を比較分析し、医療の公共性を高める

運動論、政策作りに寄与しようとするもの。

序 論 問題意識とワーキンググループの目的（村口至）

第１章 設立形態ごとの病院間経営分析（根本守）

第２章 独立行政法人国立病院機構の分析（小林順一）

第３章 地方自治体病院の分析（根本守）

第４章 済生会（石塚秀雄）

第５章 その他の非営組織病院経営と、経営論点（坂根利幸）

第６章 民医連病院の分析（角瀬保雄）

第７章 医療の公共性をめぐって―民間医療機関の立場から（村口至）

◎全日本民医連・総研いのちとくらし共催
「スウェーデン・福祉の国づくりを探るツアー」報告書

（Ａ４判７２ページ、頒価５００円）
２００５年１１月に行われた視察の報告書。医科、歯科それぞれの現状、医療介護セクターと労働組合の

役割、医療供給者区分についての論文と翻訳、参加者感想。

序文（宮本太郎）

スウェーデン・福祉の国づくりを探るツアーを実施して（長瀬文雄）

日程概要と報告（林泰則）

論文：スウェーデンの医療についての視察報告と考案（吉中丈志）

歯科医療政策の転換の意味するところは？（藤野健正）

スウェーデンの医療介護セクターと労働組合（石塚秀雄）

感想：升田和比古、長崎修二、大高研道、石原廣二郎、上條泉、山本淑子ほか

翻訳：スウェーデンの福祉セクターの供給者の区分化と

制度設計―１９９１－１９９４年。新しい道筋と古い依存性（Ｙ．ストルイヤン）
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別冊いのちとくらし
Ｎｏ．１

�スペイン社会的経済概括報告書（２０００年）�
Ｊ．バレア、Ｊ．Ｌ．モンソン著、佐藤誠、石塚秀雄訳

２００５年４月発行、４４ページ、頒価５００円

スペインＣＩＲＩＥＣ（国際公共経済・社会的経済・協

同組合研究情報センター）から２００２年に出された報告書の

翻訳（序文等は省略）です。地域における雇用創出、事業

の民主的運営、働く者の働きがい、医療・福祉・社会サー

ビスの営利民営化への代案としての社会的企業の役割など、

社会的経済セクターが認知されているスペインの事例が日

本の課題にも大いに参考になるのではないでしょうか。

お申し込みは研究所事務局まで。

◎「スペイン・ポルトガルの非営利・協同取材」報告書
（別冊いのちとくらしNo．２、Ｂ５判９６ページ、頒価５００円）

２００５年１０月に行われた視察報告書。モンドラゴン協同組合の成功の鍵、最新データや幹部聞き取り
の内容など。非営利セクター運営の病院、高齢者施設の訪問報告、参加者感想。

序文（角瀬保雄）
Ⅰ．スペイン・ＭＣＣ視察

モンドラゴン協同組合企業ＭＣＣ（石塚秀雄）
ＭＣＣの協同労働と連帯、その組織と会計（坂根利幸）
エロスキ（坂根利幸）
労働金庫（ＣＬ）（根本守）
ＭＣＣの事業の維持と拡大の財政面の支え労働人民金庫（大野茂廣）
イケルラン（坂根利幸）
まとめにかえて－ＭＣＣと非営利・協同（角瀬保雄）

Ⅱ．ポルトガルの非営利・協同セクター
ポルトガルの非営利・協同セクターと医療制度の特徴（石塚秀雄）
高齢者施設ミゼルコルデア（村口至）

Ⅲ．感想（野村智夫、村上浩之、山内正人ほか）
日程概要
あとがき（坂根利幸）
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●青木郁夫、上田健作、高山一夫、時井聰『米国の医療制度改革と非営利・協同組織の役割』

ISBN 4－903543－00－5 ２００６年６月発行（在庫なし）
（978－4－903543－00－0）

目次
Ⅰ．医療における非営利・協同組織の役割
１章 ＮＰＯ論の到達点と課題
２章 アメリカ医療事情断章�医療保険市場における選択と規制�
３章 米国の保健医療セクターと非営利病院

Ⅱ．ワシントンＤ．Ｃ．現地調査報告書
１．アメリカ看護管理者団体
２．アメリカ病院協会
３．ジョージ・ワシントン大学病院
４．サバーバン病院ヘルスケア・システム
５．アメリカ糖尿病協会
６．バージニア病院センター
７．シブレイ記念病院
８．ブレッド・フォー・ザ・シティ
９．プロビデンス病院
１０．ユニティ・ヘルスケア
Ⅲ．結語
参考資料（現地視察企画書）

●Hugosson, Alvar Olof、神田健策、大高研道『地域社会の持続的発展と
非営利・協同（社会的経済）の実践―スウェーデン・イェムトランド地
域の事例研究―』

２００７年９月発行
ISBN ９７８－４－９０３５４３－０３－１
目次
第Ⅰ部
第１章スウェーデンにおける社会的経済の現段階
第２章イェムトランドの地域特性と課題
第３章イェムトランドの社会的経済と支援体制

第Ⅱ部
第１章医師不足に直面する地域における医療協同組合実践の展開
第２章新しい障害者生活支援協同組合の実践

参考資料
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●東京勤労者医療会歯科診療部メインテナンスプロジェクト（代表 藤野
健正）『Supportive Periodontal Therapy の臨床的効果について―長期
管理における有効性とトラブルの種類と発生率分析―』

２００７年１２月発行
ISBN ９７８－４－９０３５４３－０２－４

目次
Ⅰ．目的
Ⅱ．対象
Ⅲ．研究方法
Ⅳ．結果
１）ＣＰＩＴＮ（歯周治療必要度指数）の推移調査結果
２）う蝕・歯周病リスクの８クラス分類とその分析結果
３）Ａ�Ｂグループ間の分析結果

Ⅴ．結果
Ⅵ．考察

参考文献

●「非営利・協同に関する意識調査」（岩間一雄）『いのちとくらし研究所
報』１６号

●「往診専門診療所の満足度調査」（小川一八）『いのちとくらし研究所報』
１７号

●２００６年度研究助成報告「介護労働者における職業性ストレスに関する研
究」（冨岡 公子、他）『いのちとくらし研究所報』２２号

●２００７年度研究助成報告「立位、歩行装具のロボット利用の可能性につい
て」（細田悟、沢浦美奈子、平松まき）『いのちとくらし研究所報』２４号
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○巻頭エッセイ「いらない人間は誰一人いない」……………長瀬 文雄 １

○「『療養の給付』の外堀―介護保険・障害者自立支援法・保育改革」
………………………………………………………後藤 道夫 ２

○「医療事故被害者救済制度のメカニズム―過失責任主義と
無過失補償制度―」……………………………………………我妻 学 ５

○投稿「事務労働概念の考察�先行研究を遡って」…………川口 啓子 １２
○「オバマ政権の医療改革動向」………………………………�山 一夫 ２２
○第１２回自主共済組織学習会報告「米国の生命保険と生命共済」

………………………………………………………松岡 博司 ２６
○投稿「ベトナムの医療・看護・介護は今�私たちの学ぶことは」

………………………藤本 文朗、渋谷 光美、関山 美子 ３７
○海外情報：翻訳「フランスの『人体の不思議展』に中止判決」

………………………………………………………石塚 秀雄 ４７
○社会福祉と医療政策・１００話（４１－４５話）「９ 市場型医療とファシズム」

…………………………………………………………野村 拓 ５３
○「都立病院再編の現段階」……………………………………石塚 秀雄 ５７
○書評『いのちの平等をかかげて―山梨勤医協５０年のあゆみ』

………………………………………………………角瀬 保雄 ６０
○「民医連総会、活発な議論」………………………………………事務局 ６４
○「医療産業における労働力①イギリス、イングランド」…………………６６
○研究所ニュース………………………………………………………６２、６９、７６
○バックナンバー………………………………………………………１１、６３、７０

【投稿規定】
原稿の投稿を歓迎します。原稿は編集部で考査の上、掲載させていただきます。必要に応じて機
関誌委員会で検討させていただきます。内容については編集部より問い合わせ、相談をさせていた
だく場合があります。

１．投稿者
投稿者は、原則として当研究所の会員（正・賛助）とする。ただし、非会員も可（入会を条件と
する）。
２．投稿内容
未発表のもの。研究所の掲げる研究テーマや課題に関連するもの。①非営利・協同セクターに関
わる経済的、社会的、政治的問題および組織・経営問題など。②医療・社会福祉などの制度・組織
・経営問題など。③社会保障政策、労働政策・社会政策に関わる問題など。④上記のテーマに関わ
る外国事例の比較研究など。⑤その他、必要と認めるテーマ。
３．原稿字数
① 機関誌掲載論文 １２，０００字程度まで。
② 研究所ニュース ３，０００字程度まで。
③ 「研究所（レポート）ワーキングペーパー」 ３０，０００字程度まで。
（これは、機関誌掲載には長すぎる論文やディスカッション・ペーパーなどを募集するものです）。
４．採否
編集部で決定。そうでない場合は機関誌委員会で決定。編集部から採否の理由を口頭または文書
でご連絡します。できるだけ採用するという立場で判断させていただきますが、当機関誌の掲げる
テーマに添わない場合は、内容のできふできに関係なく残念ながらお断りする場合があります。
５．締め切り
随時（掲載可能な直近の機関誌に掲載の予定）
６．執筆注意事項
① 電子文書で送付のこと（手書きは原則として受け付けできません。有料となってしまいます）
② 投稿原稿は返却いたしません。
③ 執筆要領は、一般的な論文執筆要項に準ずる（「ですます調」または「である調」のいずれ
かにすること）。注記も一般的要項に準ずる。詳しくは編集部にお問い合わせください。
④ 図表は基本的に即印刷可能なものにすること（そうでない場合、版下代が生ずる場合があり
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７．原稿料
申し訳ありませんが、ありません。
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表紙写真提供・前沢淑子氏

【次号３１号の予定】（２０１０年５月発行）
・若者の失業雇用問題の新たなる取り組み
（仮題）
・過年度の助成研究報告、
ほか

【編集後記】
早くも年度末になりました。今年度は定期総会が
５月だったため、機関誌を遅らせ６月からの発行と
なっていましたが、２０１０年度は以前の発行スケジュ
ールへ戻す予定でおります。１月発行の『地域医療
再生の力』や機関誌、キューバ・メキシコ視察報告
書など、皆様からのご意見やご感想をお待ちしてお
ります。
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